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マネジメント・コントロールの法的構造 

 

 

法政大学 梅津亮子 

 

はじめに 

 これまで筆者は、非営利組織で行われている予算行動の実態に関するアンケート調査を

進めてきた。この調査の集計・分析に先立って、調査対象としている組織がどのような組

織であるのか、組織の運営はどうあるべきであると考えられているのか、事業活動は制約

を受けているのか等について法規制を概観する必要がある。現実の組織において行われる

マネジメント・コントロールがどのように機能しているのか、それが組織を設立する根拠

となった法律によって意図された組織設計、組織のあり方と一致するかどうかは、法的な

面から組織を概観してみなければわからないからである。本稿では、組織のマネジメント・

コントロールの実態を明らかにする手掛かりとして後掲する公益法人諸法対比表を作成し、

法的な組織設計において、個人および会議体に与えられる権限の構造がいかなる仕組みに

なっているのかを示していく。 

 

Ⅰ マネジメントの本来的意義 

 そもそも組織は、何らかの目的を達成することを目的として構成される。その目的を共

通目的として認め、目的遂行活動に主体的に貢献する意欲のある人々が集まり、かつ十分

な活動資金および設備等があれば、営利組織であれ非営利組織であれ、また法人格を有す

る組織であれ権利能力のない社団・財団、その他個人的な組織であれ、一定の組織を設立

して、目的事業を行うことができる。しかし、それを維持していくことは容易なことでは

なく、さらにその成長・発展を実現するためには、日々の活動を着実にこなすことによっ

て、組織目的を達成し続けていく努力が求められる。当然のことながら、器さえ作ってし

まえば、あとは勝手に組織が回るわけではないのである。それに加えて、組織はそれ自体

で一つのまとまりを持つ自己完結型ではあり得ず、社会との繋がりを持っている。したが
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って、当面の組織の維持という短期的な視点であれ、長期継続的な発展という視点であれ、

社会からの要請、組織を巡る環境への適応とも言うべき環境との関わり合いを無視しては

存在できない。 

 組織は、営利組織であれ非営利組織であれ、外部環境からヒト、モノ、カネを調達し、

調達した経営資源に付加価値を加え、それらを外部環境へと販売・提供する。組織の外部

環境から仕事をする人たちを雇い、備品、設備などの調達した資源を使用して原材料を加

工して製品を販売したり、商品やサービスを提供したりする。この一連の生産サイクルは、

組織目的が不要になるまで、あるいは生産サイクルを遂行する資源が枯渇するまで半永久

的に繰り返される。一定の目的を達成するために遂行すべき活動を選択し、組織を形成、

成長・発展させていくために採られる一連の行為がいわゆる経営（マネジメント）であり、

その機能を担っているのが経営者層である。そのうち最高経営責任者は、長期的・短期的

な視点から組織の維持発展を図るために戦略（事業計画）を練り、それを達成するように、

作業、活動、手順、プロセス、システムおよび人に働き掛け、組織のすべての人々が合目

的的な行動を選択するようにコントロールする。戦略を練り事業計画を取りまとめるとき

には、経営者層は、環境の変化をいかにして計画に取り入れているかを問題にする必要が

あるだろう。経営資源には制約があるし、環境にも組織目的の達成を困難にする要因はあ

る。環境からくる限界によって目的を達成できなくなることのないように、短期的な視点

では当面の仕事としてはどの活動を選択すべきか、あるいは長期継続的な視点ではどの活

動を選択すべきか、という短期的・長期的な組織の成長・発展に適合する活動の組合せを

模索しなければならない。 

 

Ⅱ 組織活動の一例 

 ここで、非営利組織の一例として、フェルメール展やツタンカーメン展など、特に最近

ブームのように公開展示活動に力を入れている美術館・博物館を取り上げて、組織目的の

達成と組織を維持する仕事について少し敷衍しておこう。一見単純に見える美術館経営で

あるが、組織が行う事業の本質は同質である。まず、美術館を設立する目的とは何であろ

うか。社会貢献、社会の役に立つためという目的がすぐに頭に浮かぶが、これは多くの組

織設立に共通する一般的・普遍的な前提である。社会貢献という目的を所与とすれば、具

体的には美術品を収集・保護し、調査研究を進めるとともに、その文化的・芸術的価値を
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世間に広く周知し、後世に文化芸術を継承するということであろうか。 

 美術館経営では、この組織目的に基づいて、外部環境から美術品を扱うことのできる専

門家、事務職員などのヒトを雇い入れ、モノとして美術館の顔となるコレクションを収集

し、購入した美術品の収蔵庫、展示設備、保存・修復のための資材等を用意する。そして、

コレクションを広く一般に公開するために、展覧会を開催する（外部環境へのサービスの

提供）。また、海外の組織と提携して共同展示をアレンジすることもある。無論、相当の資

金力と経営者層のマネジメント能力が求められるわけで、展覧会ではスポンサーを募り、

企業などから協賛金を得ることはできるが、そもそも限られた期間の企画であるので入場

料収入も一時的である。組織を長く維持発展させるには、組織目的に賛同する会員を増や

し会費を徴収、あるいは寄付を募るなどして継続的に資金を調達することが肝要である。 

 経営者層は、限られた資金、限られた美術品、限られた展示スペース、そして環境から

受ける長期・短期の制約の中で、時代の流れを読みながら投資すべきコレクションを選択

し、展覧会のテーマを決定し、常設展とするか、国内外の他の美術館から美術品を借り受

けて企画展とするかといった将来構想を練っていかなければならないわけである。他の美

術館との競争関係、他の美術館の企画テーマの動向も事業計画に影響を与える要素となろ

う。美術品の公開という展覧会を例にとれば、経営者層は、他美術館の状況を睨みつつ集

客数を見積もり、展覧会を効率的に行うための担当者と必要な準備期間を定め、適切な階

層レベル（専門領域）の管理者を責任者に任命し、彼らに展覧会の効果的な宣伝、展示品

の配置方法、スタッフの訓練など現場の指揮を執らせていく。事業を円滑に進めるための

組織体制の整備、仕事の割り振りも経営者層の役割である。さらに、長く組織を維持発展

させるとなると、設備投資も欠かせないので、建物の保全補修、内装設備の改修も計画し

なければならない。このように様々な長期短期の意思決定問題に直面し、与えられた環境、

限られた経営資源、限られた選択肢の中で、組織目的を達成するためにできる限り最良の

意思決定を導き出す努力をしていくのが経営者層である。 

 

Ⅲ マネジメントの階層化 

 これまで経営者層という言葉を使ってきたことからわかるように、経営（マネジメント）

は、そのトップに立つ最高経営責任者だけでやっているものではない

（注１）

。一人の人間が

できる仕事量は限られている。実際には、仕事を複数人で分担して、あるいは専門化して、
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それぞれの仕事の管理を責任者（管理者）に任せることによって目的活動である事業は遂

行されていく。経営者層に属する人々および多くの管理者、そして第一線の現場の監督者、

さらには各種の会議体までが一体となって組織は機能するものであり、経営は成り立つも

のである。そして、組織を大きく成長・発展させていくためには、ピラミッド組織と言わ

れる階層構造によって秩序立てて運営される組織を作り上げなければならない。ある程度

の規模になると、階層構造がない組織は維持できないのである。 

 この階層構造は、一般に三層で説明され、上から順にトップ・マネジメント、ミドル・

マネジメント、ロワー・マネジメントという上層・中層・下層レベルの階層に分類される。

それぞれの階層にそれぞれのレベルの人々が階層的に配置されているイメージである。こ

れは、意思決定の階層化でもあり、伝達の構造を決定するものである。各階層の管理者は、

自分より上の階層にいる上層者の指揮監督下に入り、権限の委譲を受けることとなる。階

層構造という上下関係を利用して、上層者から指示・命令が伝達され、そして各階層の管

理者の責任のもとに仕事が実行されるのである。 

 要するに、階層構造という上下関係が、組織のメンバーに影響を与えているのである。

最も強い影響力を持つのは、トップにいるトップ・マネジメントである。経営者と言われ

るトップ・マネジメント層が目的を達成するために、一体何を考え、どう行動しているの

か、中層・下層のマネジメントに対してどう働きかけているのか、どう影響を与えている

のかを明らかにしなければ、組織のマネジメントの実態を解明することは難しいであろう。

この組織のメンバーに対して何らかの働きかけをするという行為は、マネジメント・コン

トロールの研究対象でもある。組織で行われるマネジメント・コントロールについては、

アンケート調査票「非営利組織における予算行動の実態に関する調査」を配付して研究を

進めているところである

（注２）

。 

 

Ⅳ アンケートの解釈にあたって 

 さて、法律に基づかない任意的な組織（権利能力のない社団・財団、その他個人的な組

織）ではなく、法人と呼ばれるような組織は、根拠となる法律に基づいて設立される。法

律では、自治組織として外見的に備えていなければならない構造（法的構造と呼称する。）

を定めている。これらの規定に従うことによって、いわゆる法人と呼ばれる組織には、組

織を機能させるための構造上の基礎が、形の上では、法人の設立と同時に必然的に組み込
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まれていると言えよう。経営者（正確には経営者層）は、構造上の基礎である法的構造を

ベースとして、どこまでを上位の管理者とするか、あるいは誰を上位の管理者とするか、

上位の管理者の指揮下にどこまでの範囲の中位・下位の管理者を配置するかといった階層

構造を決定し、それぞれに職務遂行の権限と責任を割り当て、組織がうまく機能するよう

に組織づくりを進めつつ、これまで述べてきたような目的を達成するために経営者がやる

べき職務を遂行する。ここで、法的構造という目に見える構造は、現実を見つめるための

有効な尺度である。現実あるいは実態というものは、それこそ環境に応じていかようにも

変動するものであるので、特にアンケートのような実態調査を解釈するときは、ぶれない

基準となる尺度を用意しておく必要がある。構造とは、人および会議体が組織の中でどの

ような役割を果たしているのか、どのような意思決定の権限を持っているのかという組織

の仕組みのことであり、先のアンケートの解釈に入る前に、本稿では法的構造として、人

および会議体の法的な上下関係を明らかにしておきたいと考えている（後掲の表２）。組織

のマネジメントの最終責任を負う経営者層は、最高経営責任者を中心として、この法的構

造を土台として組織をコントロールしていかなければならない。法的に定められた人およ

び会議体の上下関係を利用して、指示命令という伝達のプロセスないし意思決定の階層化

を図るのであり、これは、マネジメント・コントロールの構造を決定する要素でもある。 

 なお、このアンケートでは回答者に、形式的な回答ではなく、回答者本人の経験と勘、

主観に基づく実際的な回答をお願いしている。これによって、アンケートの回答者がどの

あたりまで経営者層として認めているのか、実態としてのコントロールと法的な権限が全

く一致しているのか、法的な権限は形式化してしまって、実質的な権限は別にあるのか、

といったところを読み取っていくことができる。表１は、アンケート調査に回答のあった

法人の組織形態の内訳である。調査対象は全体で 3,256 法人であり、そのうち 331 法人か

ら回答用紙の返送を含む何らかのレスポンスを受けたが、集計可能な調査票は 326 件であ

った。残り５件のうち３件は無効とせざるを得なかったもの、２件は回答辞退である。回

収率でいうと、約１割といったところである。後掲の表２では、この 326 法人の大部分を

占める特例社団法人、特例財団法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益

財団法人という６つの組織形態の法的構造について、特に本研究に関係のあるところにつ

いて分類、整理し、対比表としている。 
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表１ 組織形態の内訳 

組 織 形 態 回答数 割合 

特例民法法人 

特例社団法人 36 11.3％ 

特例財団法人 110 34.4％ 

一般社団法人 24 7.5％ 

一般財団法人 34 10.6％ 

公益社団法人 19 5.9％ 

公益財団法人 93 29.1％ 

その他 4 1.2％ 

合計 320 100.0％ 

（注） 調査票は平成 23 年 7 月に配付。集計可能な調査票は 326 件であったが、そのうち組織形

態に関する設問の有効回答は 320、欠損値は 6 であった。欠損値の 6 件は、未記入（白紙）

のため組織形態が不明なものである。「その他」は、社会福祉法人、特別法人、学校法人

および権利能力なき社団各１である。 

 

 ここで挙げた特例社団法人、特例財団法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法

人、公益財団法人という法人を見ると、どれも似たような名前で、一体どのような構造に

なっているのか、そもそもどのような活動範囲を想定した組織なのか、名前からは一見し

て判別できないものがある。端から見ればどれも似たり寄ったりの組織に見えるであろう

し、法的に見て、これらの法人に違いがあるのかどうかを正確に説明できる人はそう多く

ないであろう。そこで、これら６つの組織形態について、『表２ 公益法人諸法対比表』で

は定義、根拠法令等、法人の設立、目的、監督、事業活動の制限、機関等、社員／評議員、

社団法人の総会・社員総会／評議員会、理事、理事会、監事という分類項目を設けて、『表

３ 公益法人等の税制度』では課税所得の範囲、法人税率、寄附税制の優遇、みなし寄附金

制度等公益法人特有の税制に関する項目を設けて、その法的構造を明らかにする。以下に

示す対比表を概観していただければ、一般社団法人・一般財団法人と公益社団法人・公益

財団法人という組織形態、並びに社団と財団という組織の構造には、それほどの差が認め

られないことに気づくであろう。また、営利組織と比較しても、「剰余金又は残余財産の

分配を受ける権利」の禁止規定等を除き大差ないとも言えそうである。さらには、法律で

はどのような組織設計をとれば、公益法人等が自治組織として機能すると考えているのか、
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組織設計にセルフコントロール機能を組み込もうとしたかを見て取ることもできる。もっ

とも、法人の規定については、会社法をモデルにして考えられているので、根本的な構造、

機関設計が会社法による法的構造と類似しているのは当然である。今後、非営利組織にお

ける予算行動の実態に関する調査の結果およびその解釈を示すときは、ここで示した対比

表を前提として考察を進めることとする。 

 

注１ 単に日本語で経営者（executive）と言った場合は、それが一個人であるのか、複数であ

るのか、文脈によって判断せざるを得ない。最高経営責任者（chief executive officer）を

指して経営者と言っている場合もあれば、上層部ないしトップ・マネジメントと表現され

る一定の厚みを持つ層を意識して経営者と使っている場合もある。 

注２ 拙稿「非営利組織におけるマネジメント・コントロールの研究」全国公益法人協会『公

益・一般法人』No.799、2011 年、pp.58-68。 
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【凡例】 

Ⅰ 本文中に引用する法令名等は、原則として正式名称とした。 

Ⅱ 亀甲の括弧〔  〕の中で用いる法令名その他の略語は、次のとおりである。法令名（略語を含む）の前に「旧」とある場合は、旧法令を示す。たとえば、旧民とある場合は、

旧民法をさす。法令名の略語は、有斐閣六法全書の表記に従った。 

民 ………………… 民法（明治29年4月27日法律第89号） 

一般法人 ………… 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年6月2日法律第48号） 

公益法人 ………… 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年6月2日法律49号） 

公益法人令 ……… 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行令（平成19年9月7日政令第276号） 

公益法人則 ……… 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則（平成19年9月7日内閣府令第27号） 

一般法人整備法 … 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18

年6月2日法律第50号） 

指導監督基準 …… 「公益法人の設立許可及び指導監督基準」及び「公益法人に対する検査等の委託等に関する基準」平成8年9月20日閣議決定（平成20年11月11日公益法人等の

指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ「特例民法法人の指導監督について」による読替後のもの） 

運用指針 ………… 「公益法人の設立許可及び指導監督基準の運用指針」平成8年12月19日、公益法人等の指導監督に関する関係閣僚会議幹事会申合せ（平成20年11月11日公益

法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ「特例民法法人の指導監督について」による読替後のもの） 

監督体制の充実 … 「公益法人の指導監督体制の充実等について」平成13年2月9日、公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議監事会申合せ（平成20年11月11日公益法人等

の指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ「特例民法法人の指導監督について」による読替後のもの） 

Ⅲ 亀甲の括弧〔  〕で示す条文は、次のように表記する。法令名は略語による表示とし、条文数は1, 2, 3…、項数は①, ②, ③…、号数は一, 二, 三…で示す。たとえば、

〔一般法人117 ② 三〕は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第117条第2項第3号を意味する。また、〔指導監督基準2 ⑦ 二〕とある場合は、「公益法人の設立許可

及び指導監督基準」及び「公益法人に対する検査等の委託等に関する基準」2.の(7)の②を意味する。 
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表 2 公益法人諸法対比表 

名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

1.定義 

・ もともとは、旧民法第34条の規定に基づいて設立され

た社団法人または財団法人である。ただし、平成20年

12月1日に施行された「一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律」により、旧民法の法人に関する規

定が大きく改正〔一般法人整備法38〕され、社団法人

または財団法人の設立根拠とされる旧民法第34条の規

定が削除された。（したがって、今後、旧民法第34条

の規定に基づく社団法人または財団法人が新たに設立

されることはない。） 

・ 旧民法第34条の規定が削除されたことにより、既存の

社団法人または財団法人は、その設立根拠を失うこと

となるが、平成20年12月1日以降も現状のまま存続す

る。 

 旧民法第34条の規定により設立された社団法人また

は財団法人であって、一般社団法人及び一般財団法人

法に関する法律の施行の際現に存するものは、施行日

（平成20年12月1日）以降は、それぞれ一般社団法人及

び一般財団法人法に関する法律の規定による一般社団

法人又は一般財団法人として存続するものとする〔一

般法人整備法40 一〕。 

・ 上記の〔一般法人整備法40 一〕の一般社団法人又は一

般財団法人であって、公益社団法人又は公益財団法人

への移行の登記〔一般法人整備法106 一〕及び一般社

団法人又は一般財団法人への移行の登記〔一般法人整

備法121 一〕をしていない法人は、一般法人整備法に

おいては、「特例社団法人」又は「特例財団法人」と

称する（総称して「特例民法法人」）〔一般法人整備

法42 一・42 二〕。 

・ 特例民法法人から公益社団法人又は公益財団法人、及

・ 一般社団法人及び一般財団法人法に関する法律に基づ

いて、準則主義（登記）によって設立される剰余金の

分配を目的としない社団法人又は財団法人（事業の公

益性の有無は問わない。） 

 

※準則主義 

 法人の設立につき、社団・財団の実体を形成するに

あたり遵守すべき法規に従えば、当然に法人格を付与

する制度。準則主義によって法人格を取得するには、

設立登記が必要であり、登記に際し審査がなされるが、

登記官は規則に準拠しているかどうかを形式的に審査

するにすぎない。（有斐閣『法律学小辞典 第4版補訂

版』参照） 

 

 

 
 

・ 公益社団法人とは、行政庁の公益認定を受けた一般社

団法人をいう〔公益法人2 一〕。 

・ 公益財団法人とは、行政庁の公益認定を受けた一般財

団法人をいう〔公益法人2 二〕。 

 

※行政庁とは次のとおりである。 

 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律における行政庁は、次の各号に掲げる公益法人の区

分に応じ、当該各号に定める内閣総理大臣又は都道府

県知事とする〔公益法人3〕。 

一 次に掲げる公益法人 内閣総理大臣〔公益法人3 

一〕 

イ ２以上の都道府県の区域内に事務所を設置する

もの〔公益法人3 一のイ〕 

ロ 公益目的事業を２以上の区域内において行う旨

を定款で定めるもの〔公益法人3 二のロ〕 

ハ 国の事務又は事業と密接な関連を有する公益目

的事業であって政令で定めるものを行うもの〔公

益法人3 三のハ〕 

二 前号に掲げる公益法人以外の公益法人 その事務

所が所在する都道府県の知事とする〔公益法人3 

二〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

び一般社団法人又は一般財団法人への移行 

 特例社団法人又は特例財団法人は、施行日から起算

して5年を経過するまでの期間（移行期間という。）内

に、行政庁の認定を受け、それぞれ公益社団法人又は

公益財団法人となることができる〔一般法人整備法44〕

（本表「法人の設立」欄の公益社団法人・公益財団法

人の2.を参照のこと）。 

 特例社団法人又は特例財団法人は、移行期間内に、

移行の認可の申請をすることにより、行政庁の認可を

受け、それぞれ通常の一般社団法人又は一般財団法人

となることができる〔一般法人整備法45〕（本表「法

人の設立」欄の一般社団法人・一般財団法人の2.を参

照のこと）。 

 上記の移行期間は、施行日から起算して5年を経過す

るまでの期間ということであるので、平成20年12月1

日から平成25年11月31日までということである。よっ

て、特例社団法人又は特例財団法人は、その期間のみ

存在する経過的な法人である。 

・ 移行期間内に益社団法人又は公益財団法人への移行の

認定〔一般法人整備法44〕、又は通常の一般社団法人

又は一般財団法人への移行の認可〔一般法人整備法45〕

を受けなかった法人は、移行期間の満了の日に解散し

たものとみなす〔一般法人整備法46 ①本文〕。 

 

※したがって、特例社団法人・特例財団法人とは、旧民

法第34条の規定に基づいて設立された法人であって、

平成20年12月1日から平成25年11月31日までの移行期

間において、行政庁の認定又は認可を受け、公益社団

法人又は公益財団法人への移行の登記、もしくは一般

社団法人又は一般財団法人への移行の登記が終了して

いない法人、ということができる。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

2.根拠

法令等 

・ 旧民法第34条（公益法人の設立） 

 学術、技芸、慈善、祭祀、宗教その他の公益に関す

る社団又は財団であって、営利を目的としないものは、

主務官庁の許可を得て、法人とすることができる。〔旧

民34〕 

 

 

 

 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律施行令 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律施行規則 

 

・ 民法 

 法人は、この法律その他の法律の規定によらなけれ

ば、成立しない〔民33 ①〕。 

 学術、技芸、慈善、祭祀、宗教その他の公益を目的

とする法人、営利事業を営むことを目的とする法人そ

の他の法人の設立、組織、運営及び管理については、

この法律その他の法律の定めるところによる〔民33 

②〕。 

 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行令 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律施行令 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律施行規則 

・ 民法 

 法人は、この法律その他の法律の規定によらなけれ

ば、成立しない〔民33 ①〕。 

 学術、技芸、慈善、祭祀、宗教その他の公益を目的

とする法人、営利事業を営むことを目的とする法人そ

の他の法人の設立、組織、運営及び管理については、

この法律その他の法律の定めるところによる〔民33 

②〕。 

 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行令 

・ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則 

・ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 

・ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

施行令 

・ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

施行規則 

 

※公益社団法人及び公益財団法人とは、一般社団法人及

び一般財団法人のうち、行政庁の公益認定を受けた法

人のことをいう。 

3.法人

の設立 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. 新設法人の場合（新たに一般社団法人又は一般財団

法人を設立する場合） 

 

・ 一般社団法人又は一般財団法人は、その主たる事務

所の所在地において設立の登記をすることによって

成立する〔一般法人22・163〕。 

 

※主務官庁制度は廃止された。 

 

 

1. 新たに設立された一般社団法人又は一般財団法人が

公益社団法人又は公益財団法人となる場合 

 

・ （公益認定）公益目的事業を行う一般社団法人又は

一般財団法人は、行政庁の認定を受けることができ

る〔公益法人4〕。 

・ （公益認定の基準）行政庁は、公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律第4条の公益認定

の申請をした一般社団法人又は一般財団法人が、公

益認定の基準に適合すると認めるときは、当該法人
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

2. 特例民法法人が、一般社団法人又は一般財団法人と

なるための移行の認可申請をする場合 

 

 

 

 

 

・ 特例社団法人又は特例財団法人は、移行期間内に、

移行の認可の申請をすることにより、行政庁の認可

を受け、それぞれ通常の一般社団法人又は一般財団

法人となることができる〔一般法人整備法45〕。 

 

 

 

 

・ 特例民法法人は、「一般社団法人又は一般財団法人

への移行〔一般法人整備法45〕」の認可の申請をす

ることができる〔一般法人整備法115 ①〕。ただし、

「公益社団法人又は公益財団法人への移行〔一般法

人整備法44〕」の認定の申請をした特例民法法人は、

同条の認定をしない処分を受けた後でなければ、「一

般社団法人又は一般財団法人への移行の認可の申

請」をすることができない〔一般法人整備法115 ②〕。 

※認可申請と認定申請を同時に申請することはでき

ない。 

について公益認定をするものとする〔公益法人5〕。 

 

※一般社団法人又は一般財団法人について、公益社団

法人又は公益財団法人となる必要がなければ、公益

認定の申請をする必要はない。 

 

2. 特例民法法人が、公益社団法人又は公益財団法人と

なるための移行の認定申請をする場合 

 

・ 特例民法法人は、公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律第7条（公益認定の申請）の規定

による公益認定の申請をすることができない〔一般

法人整備法98〕。 

・ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律第2条第4号（公益目的事業 学術、技芸、慈善そ

の他の公益に関する別表各号に掲げる種類の事業で

あって、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与す

るものをいう〔公益法人2 四〕）を行う特例社団法

人又は特例財団法人は、移行期間内に、行政庁の認

定を受け、それぞれ公益社団法人又は公益財団法人

となることができる〔一般法人整備法44〕。 

・ 公益目的事業を行う特例民法法人は、「公益社団法

人又は公益財団法人への移行〔一般法人整備法44〕」

の認定の申請をすることができる〔一般法人整備法

99 ①〕。ただし、「一般社団法人又は一般財団法人

への移行〔一般法人整備法45〕」認可の申請をした

特例民法法人は、同上の認可をしない処分を受けた

後でなければ、「公益社団法人又は公益財団法人へ

の移行の認定の申請」をすることができない〔一般

法人整備法99 ②〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

・ なお、「公益社団法人又は公益財団法人への移行〔一

般法人整備法44〕」の認定の申請をした特例民法法

人は、移行の満了の日（平成25年11月30日）後にお

いて当該申請に対する処分がされていないときに限

り、「一般社団法人又は一般財団法人への移行〔一

般法人整備法45〕」の認可の申請をすることができ

る〔一般法人整備法116 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 定款の作成 

 社団法人を設立しよう

とする者は、定款を作成

し、次に掲げる事項を記

載しなければならない

〔旧民37〕。 

一 目的 

二 名称 

三 事務所の所在地 

四 資産に関する規定 

五 理事の任免に関する

規定 

六 社員の資格の得喪に

関する規定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 定款の作成 

 財団法人を設立しよう

とする者は、その設立を

目的とする寄附行為で、

〔旧民37 一～五〕までに

掲げる事項を定めなけれ

ばならない〔旧民39〕。 

一 目的〔旧民37 一〕 

二 名称〔旧民37 二〕 

三 事務所の所在地〔旧

民37 三〕 

四 資産に関する規定

〔旧民37 四〕 

五 理事の任免に関する

規定〔旧民37 五〕 

・ 定款の作成 

 一般社団法人を設立す

るには、その社員となろ

うとする者（設立時社員

という。）が共同して定

款を作成し、その全員が

これに署名し、又は記名

押印しなければならない

〔一般法人10 ①〕。 

 一般社団法人の定款に

は、次に掲げる事項を記

載し、又は記録しなけれ

ばならない〔一般法人11 

①〕。 

一 目的 

二 名称 

三 主たる事務所の所在

地 

四 設立時社員の氏名又

は名称及び住所 

五 社員の資格の得喪に

関する規定 

六 公告方法 

七 事業年度 

・ 定款の作成 

 一般財団法人を設立す

るには、設立者（設立者

が2人以上あるときは、そ

の全員）が定款を作成し、

これに署名し、又は記名

押印しなければならない

〔一般法人152 ①〕。 

 設立者は、遺言で、〔一

般法人153 ①〕各号に掲

げる事項及び〔一般法人

154〕に規定する事項を定

めて一般財団法人を設立

する意思を表示すること

ができる。この場合にお

いては、遺言執行者は、

当該遺言の効力が生じた

後、遅滞なく、当該遺言

で定めた事項を記載した

定款を作成し、これに署

名し、又は記名押印しな

ければならない〔一般法

人152 ②〕。 

 一般財団法人の定款に

・ 定款の作成 

 一般社団法人を設立す

るには、その社員となろ

うとする者（設立時社員

という。）が共同して定

款を作成し、その全員が

これに署名し、又は記名

押印しなければならない

〔一般法人10 ①〕。 

 一般社団法人の定款に

は、次に掲げる事項を記

載し、又は記録しなけれ

ばならない〔一般法人11 

①〕。 

一 目的 

二 名称 

三 主たる事務所の所在

地 

四 設立時社員の氏名又

は名称及び住所 

五 社員の資格の得喪に

関する規定 

六 公告方法 

七 事業年度 

・ 定款の作成 

 一般財団法人を設立す

るには、設立者（設立者

が2人以上あるときは、そ

の全員）が定款を作成し、

これに署名し、又は記名

押印しなければならない

〔一般法人152 ①〕。 

 設立者は、遺言で、〔一

般法人153 ①〕各号に掲

げる事項及び〔一般法人

154〕に規定する事項を定

めて一般財団法人を設立

する意思を表示すること

ができる。この場合にお

いては、遺言執行者は、

当該遺言の効力が生じた

後、遅滞なく、当該遺言

で定めた事項を記載した

定款を作成し、これに署

名し、又は記名押印しな

ければならない〔一般法

人152 ②〕。 

 一般財団法人の定款に
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 社員に剰余金又は残余

財産の分配を受ける権利

を与える旨の定款の定め

は、その効力を有しない

〔一般法人11 ②〕（注1）。 

 

 

・ 一般社団法人は、基金（一

般社団法人に拠出された

金銭その他の財産であっ

て、返還義務（金銭以外

の財産については、拠出

時の当該財産の価額に相

当する金銭の返還義務）

を負うものをいう）を引

き受ける者の募集をする

ことができる旨を定款に

定めることができる。こ

の場合においては、次に

掲げる事項を定款で定め

なければならない〔一般

法人131〕 

一 基金の拠出者の権利

に関する規定 

二 基金の返還の手続き 

は、次に掲げる事項を記

載し、又は記録しなけれ

ばならない〔一般法人153 

①〕。 

一 目的 

二 名称 

三 主たる事務所の所在

地 

四 設立者の氏名又は名

称及び住所 

五 設立に際して設立者

（設立者が2人以上あ

るときは、各設立者）

が拠出をする財産及

びその価額 

六 設立時評議員、設立

時理事及び設立時監

事の選任に関する事

項 

七 設立しようとする一

般財団法人が会計監

査人設置一般財団法

人であるときは、設立

時会計監査人の選任

に関する事項 

八 評議員の選任及び解

任の方法 

九 公告方法 

十 事業年度 

 

 設立に際して設立者

 社員に剰余金又は残余

財産の分配を受ける権利

を与える旨の定款の定め

は、その効力を有しない

〔一般法人11 ②〕（注3）。 

 

 

・ 一般社団法人は、基金（一

般社団法人に拠出された

金銭その他の財産であっ

て、返還義務（金銭以外

の財産については、拠出

時の当該財産の価額に相

当する金銭の返還義務）

を負うものをいう）を引

き受ける者の募集をする

ことができる旨を定款に

定めることができる。こ

の場合においては、次に

掲げる事項を定款で定め

なければならない〔一般

法人131〕 

一 基金の拠出者の権利

に関する規定 

二 基金の返還の手続き 

は、次に掲げる事項を記

載し、又は記録しなけれ

ばならない〔一般法人153 

①〕。 

一 目的 

二 名称 

三 主たる事務所の所在

地 

四 設立者の氏名又は名

称及び住所 

五 設立に際して設立者

（設立者が2人以上あ

るときは、各設立者）

が拠出をする財産及

びその価額 

六 設立時評議員、設立

時理事及び設立時監

事の選任に関する事

項 

七 設立しようとする一

般財団法人が会計監

査人設置一般財団法

人であるときは、設立

時会計監査人の選任

に関する事項 

八 評議員の選任及び解

任の方法 

九 公告方法 

十 事業年度 

 

 設立に際して設立者
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

（設立者が2人以上ある

ときは、各設立者）が拠

出をする財産及びその価

額の合計額は、300万円を

下回ってはならない〔一

般法人153 ②〕。 

 次に掲げる定款の定め

は、その効力を有しない

〔一般法人153 ③〕。 

一 理事又は理事会が評

議員を選任し、又は解

任する旨の定款の定

め〔一般法人153 ③ 

一〕 

二 設立者に剰余金又は

残余財産の分配を受

ける権利を与える旨

の定款の定め〔一般法

人153 ③ 二〕（注2） 

（設立者が2人以上ある

ときは、各設立者）が拠

出をする財産及びその価

額の合計額は、300万円を

下回ってはならない〔一

般法人153 ②〕。 

 次に掲げる定款の定め

は、その効力を有しな

い〔一般法人153 ③〕。 

一 理事又は理事会が評

議員を選任し、又は解

任する旨の定款の定

め〔一般法人153 ③ 

一〕 

二 設立者に剰余金又は

残余財産の分配を受

ける権利を与える旨

の定款の定め〔一般法

人153 ③ 二〕（注4） 

4.目的 

・ 積極的に不特定多数の者の利益の実現を目的とする。 

 

（参考） 

 公益法人は、積極的に不特定多数の者の利益の実現

を目的とするものでなければならず、次のようなもの

は、公益法人として適当でない〔指導監督基準1〕。 

・同窓会、同好会等構成員相互の親睦、連絡、意見交

換等を主たる目的とするもの〔指導監督基準1 ①〕 

・特定団体の構成員又は特定職域の者のみを対象とす

る福利厚生、相互救済等を主たる目的とするもの〔指

導監督基準1 ②〕 

・後援会等特定個人の精神的、経済的支援を目的とす

・ 公序良俗の原則に反しない限り、目的の設定は自由 

 

※公の公序又は善良の風俗に反する事項を目的とする

法律行為は、無効とする〔民90〕。    

 

・ 不特定多数の者の利益の増進 

 

（参考） 

 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律は、内外の社会経済情勢の変化に伴い、民間の団体

が自発的に行う公益を目的とする事業の実施が公益の

増進のために重要となっていることにかんがみ、当該

事業を適正に実施し得る公益法人を認定する制度を設

けるとともに、公益法人による当該事業の適正な実施

を確保するための措置等を定め、もって公益の増進及

び活力ある社会の実現に資することを目的とする〔公

益法人1〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

るもの〔指導監督基準1 ③〕 

 

 公益目的事業とは、学術、技芸、慈善その他の公益

に関する別表各号に掲げる種類の事業であって、不特

定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものをいう

〔公益法人2 ④〕。（本表「事業活動の制限」欄を参

照） 

5.監督 

・ 法人の業務は、主務官庁の監督に属する〔旧民67 ①〕。 

・ 主務官庁は、法人に対し、監督上必要な命令をするこ

とができる〔旧民67 ②〕。 

・ 主務官庁は、職権で、いつでも法人の業務及び財産の

状況を検査することができる〔旧民67 ③〕。 

 

・ 旧民法第34条の規定が削除され、主務官庁制度は廃止

されたが、従来の公益法人の主務官庁は、平成20年12

月1日以降、旧主務官庁として引き続き特例民法法人の

指導監督を行う。 

 特例民法法人の業務の監督（特例民法法人の業務の

監督（設立の許可の取消し及び解散の命令に係るもの

を除き、定款の変更の認可、解散した特例民法法人の

財産の処分の許可、解散及び清算人に係る届出並びに

清算結了の届出に係るものを含む。）については、な

お従前の例による〔一般法人整備法95〕。 

 〔一般法人整備法95〕の規定によりなお従前の例に

より特例民法法人の業務の監督を行う行政機関（旧主

務官庁という。）は、特例民法法人がその目的以外の

事業をし、若しくは設立の許可若しくは旧民法施行法

第19条第2項の認可を受けた条件若しくは旧主務官庁

の監督上の命令に違反し、その他公益を害すべき行為

をした場合又は特例民法法人が移行期間の満了の日ま

でに〔一般法人整備法109 ①〕の規定により〔一般法

人整備法44〕の認定を取り消された場合若しくは〔一

般法人整備法131 ①〕の規定若しくは〔一般法人整備

1. 新設法人（新たに設立された一般社団法人又は一般

財団法人）および特例民法法人が一般社団法人又は一般

財団法人に移行した場合において、認可行政庁による

「公益目的支出計画」の実施が完了したことの確認を受

けた一般社団法人又は一般財団法人 

 

・ 監督なし 

 

 

2. 特例民法法人が一般社団法人又は一般財団法人に移

行した場合において、認可行政庁による「公益目的支出

計画」の実施が完了したことの確認を受けていない一般

社団法人又は一般財団法人（公益目的支出計画を執行中

の法人） 

 

・ 特例民法法人が一般社団法人又は一般財団法人へと

移行するための認可をした行政庁（認可行政庁）は、

当該法人（移行法人）の公益目的支出計画の履行を

確保するために必要な範囲内において、移行法人を

監督するものとする〔一般法人整備法123 ②〕。 

    

・ 行政庁は、公益社団法人又は公益財団法人の事業の適

正な運営を確保するために必要な限度において、内閣

府令で定めるところにより、公益社団法人又は公益財

団法人に対し、その運営組織及び事業活動の状況に関

し必要な報告を求め、又はその職員に、当該公益社団

法人又は公益財産法人の事務所に立ち入り、その運営

組織及び事業活動の状況若しくは帳簿、書類その他の

物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることが

できる〔公益法人27 ①〕。 

・ 行政庁は、公益社団法人又は公益財団法人に対して、

〔公益法人29 ②〕の各号のいずれかに該当すると疑う

に足る相当な理由がある場合には、当該公益社団法人

又は公益財団法人に対し、期限を定めて、必要な措置

をとるべき旨の勧告をすることができる〔公益法人28 

①〕。 

一 〔公益法人5〕各号（公益認定基準）に掲げる基準

のいずれかに適合しなくなったとき〔公益法人29 ② 

一〕。 

二 〔公益法人14～26〕の規定を遵守していないとき

〔公益法人29 ② 二〕。 

三 上記の一、二のほか、法令又は法令に基づく行政

機関の処分に違反したとき〔公益法人29 ② 三〕。 

・ 行政庁は、〔公益法人28 ①〕の勧告を受けた公益社団

法人又は公益財団法人が、正当な理由がなく、その勧

告に係る措置をとらなかったときは、当該公益社団法

人又は公益財団法人に対し、その勧告に係る措置をと
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

法131 ②〕において読み替えて準用する〔一般法人整

備法109 ①〕の規定により〔一般法人整備法45〕の認

可を取り消された場合において、必要があると認める

ときは、当該特例民法法人に対して、期限を定めて、

必要な措置をとるべきことを命ずることができる〔一

般法人整備法96 ①〕。 

 旧主務官庁は、特例民法法人が前項の規定による命

令に違反した場合又は当該命令をしてもその改善を期

待することができないことが明らかな場合であって、

他の方法により監督の目的を達することができないと

きは、当該特例民法法人の解散を命ずることができる。

特例民法法人が正当な理由がないのに引き続き3年（施

行日前の期間を含む。）以上その事業を休止したとき

も、同様とする〔一般法人整備法96 ②〕。 

 前項の規定による命令を行おうとする場合において

理事が欠けているとき又はその所在が知れないとき

は、旧主務官庁は、当該命令の通知に代えてその要旨

を官報に掲載することができる〔一般法人整備法96 

③〕。 

 前項の場合においては、当該命令は、官報に掲載し

た日から20日を経過した日にその効力を生ずる〔一般

法人整備法96 ④〕。 

 
 
 
 

 

るべきことを命ずることができる〔公益法人28 ③〕。 

・ 行政庁は、公益社団法人又は公益財団法人が次のいず

れかに該当するときは、その公益認定を取り消さなけ

ればならない〔公益法人29 ①〕。 

一 〔公益法人6〕各号（欠格事由。第2号を除く。）

のいずれかに該当するに至ったとき〔公益法人29 ① 

一〕。 

二 偽りその他不正の手段により公益認定、〔公益法

人11 ①〕の変更の認定又は〔公益法人25 ①〕の認

可を受けたとき〔公益法人29 ① 二〕。 

三 正当な理由がなく、〔公益法人28 ③〕の規定によ

る命令に従わないとき〔公益法人29 ① 三〕。 

四 公益社団法人又は公益財団法人から公益認定の取

消しの申請があったとき〔公益法人29 ① 四〕。 

・ 行政庁は、公益社団法人又は公益財団法人が次のいず

れかに該当するときは、その公益認定を取り消すこと

ができる〔公益法人29 ②〕。 

一 〔公益法人5〕各号（公益認定基準）に掲げる基準

のいずれかに適合しなくなったとき〔公益法人29 ② 

一〕。 

二 〔公益法人14～26〕の規定を遵守していないとき

〔公益法人29 ② 二〕。 

三 上記の一、二のほか、法令又は法令に基づく行政

機関の処分に違反したとき〔公益法人29 ② 三〕。 

・ 行政庁は、監督処分等（〔公益法人28 ①〕の勧告、〔公

益法人28 ③〕の規定による命令又は〔公益法人29 ①〕

若しくは〔公益法人29 ②〕の規定による公益認定の取

消し）をしようとする場合は、〔公益法人28 ⑤・29 ③〕

の規定による許認可等行政機関の意見を付して、内閣

府に置かれた公益認定等委員会又は都道府県に置かれ

た合議制の機関に諮問しなければならない〔公益法人
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

43 ① 二・51〕。 

・ 許認可等行政機関、警察庁長官等、国税庁長官等は、

公益社団法人又は公益財団法人について、公益認定の

基準に適合しない、欠格事由に該当するなど一定の事

由があると疑うに足りる相当な理由があるため、行政

庁が公益社団法人又は公益財団法人に対して適当な措

置をとることが必要であると認める場合には、行政庁

に対し、その旨の意見を述べることができる〔公益法

人31 一～三〕。 

6.事業

活動の

制限 

・ 公益法人の事業（付随的に行う収益を目的とする事業

を除く。）は、次の事項のすべてに適合していなけれ

ばならない。また、これらの事項に適合する事業の規

模は、可能な限り総支出額の2分の1以上であるように

する〔指導監督基準2 ①〕。 

 当該法人の目的に照らし、適切な内容の事業である

こと〔指導監督基準2 ① 一〕。 

 事業内容が、定款上具体的に明確にされていること

〔指導監督基準2 ① 二〕。 

 営利企業として行うことが適当と認められる性格、

内容の事業を主とするものでないこと〔指導監督基準2 

① 三〕。 

・ 事業内容が、社会経済情勢の変化により、営利企業の

事業と競合し、又は競合しうる状況となっている場合

には、公益法人としてふさわしいと認められる事業内

容への改善等に向けて次の措置を講ずる〔指導監督基

準2 ②〕。 

 事業の運営等について、対価を引き下げる、不特定

多数の者を対象とする等により公益性を高めること

〔指導監督基準2 ② 一〕。 

 新たに公益性の高い事業を付加すること〔指導監督

基準2 ② 二〕。 

1. 新設法人（新たに設立された一般社団法人又は一般

財団法人）および特例民法法人が一般社団法人又は一般

財団法人に移行した場合において、認可行政庁による

「公益目的支出計画」の実施が完了したことの確認を受

けた一般社団法人又は一般財団法人 

 

・ 公序良俗に反しない限り、事業の選択は自由 

※公の公序又は善良の風俗に反する事項を目的とす

る法律行為は、無効とする〔民90〕。 

・ 事業の収入と支出についての制限はない。 

 

 

2. 特例民法法人が一般社団法人又は一般財団法人に移

行した場合において、認可行政庁による「公益目的支出

計画」の実施が完了したことの確認を受けていない一般

社団法人又は一般財団法人（公益目的支出計画を執行中

の法人） 

 

・ 特例民法法人が行政庁から認可を受けて一般社団法

人又は一般財団法人に移行する場合、これらの法人

は、当該認可を受けたときに解散するものとした場

合において旧民法第72条の規定によれば当該特例民

・ 公益社団法人又は公益財団法人は、公益目的事業を行

うことを主たる目的とするものであること〔公益法人5 

一〕。 

・ 公益目的事業とは、学術、技芸、慈善その他の公益に

関する別表各号（23事業）に掲げる種類の事業であっ

て、不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの

をいう〔公益法人2 ④〕。 

 〔公益法人 別表〕各号に掲げる種類の事業とは、以

下の23事業をいう〔公益法人別表（第2条関係）〕。 

一 学術及び科学技術の振興を目的とする事業 

二 文化及び芸術の振興を目的とする事業 

三 障害者若しくは生活困窮者又は事故、災害若しく

は犯罪による被害者の支援を目的とする事業 

四 高齢者の福祉の増進を目的とする事業 

五 勤労意欲のある者に対する就労の支援を目的とす

る事業 

六 公衆衛生の向上を目的とする事業 

七 児童又は青少年の健全な育成を目的とする事業 

八 勤労者の福祉の向上を目的とする事業 

九 教育、スポーツ等を通じて国民の心身の健全な発

達に寄与し、又は豊かな人間性を涵養することを目

的とする事業 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

・ 〔指導監督基準2 ②〕の措置が講じられない場合にお

いては、営利法人等への転換を行うこと〔指導監督基

準2 ③〕。 

・ 「営利法人等への転換」に係る必要な制度が整った後、

所管官庁が〔指導監督基準2 ③〕について監督上の措

置を行い、その後3年以内に必要な措置がとられない場

合は、解散命令を含め対処する〔指導監督基準2 ④〕。 

・ 対価を伴う公益事業については、対価の引下げ、対象

の拡大等により収入、支出の均衡を図り、当該法人の

健全な運営に必要な額以上の利益を生じないようにす

ること〔指導監督基準2 ⑤〕。 

・ 公益法人が収益事業（付随的に収益を目的として行う

事業をいう。以下同じ。）を行う場合にあっては、当

該事業は次の事項のすべてに適合していなければなら

ない。また、公益事業の推進に資するものでなくては

ならない〔指導監督基準2 ⑥〕。 

 （規模）収益事業の支出規模は公益事業の適正な発

展のため、主として公益事業費を賄うのに必要な程度

でかつ当該公益法人の実態から見て適正なものとし、

可能な限り総支出額の2分の1以下にとどめること〔指

導監督基準2 ⑥ 一〕。 

 （業種）収益事業の業種としては、公益法人として

の社会的信用を傷つけるものではないこと〔指導監督

基準2 ⑥ 二〕。 

 （利益の使用）収益事業の利益は、当該法人の健全

な運営のための資金等に必要な額を除き公益事業のた

めに使用することとし、公益事業のために使用する額

は可能な限り利益の2分の1以上とすること〔指導監督

基準2 ⑥ 三〕。 

 

 

法法人の目的に類似する目的のために処分し、又は

国庫に帰属すべきものとされる残余財産の額に相当

するものとして当該特例民法法人の貸借対照表上の

純資産額を基礎として内閣府令で定めるところによ

り算定した額が内閣府令で定める額を超える場合に

は、内閣府令で定めるところにより、当該算定した

額（公益目的財産額）に相当する金額を公益の目的

のために支出することにより零とするための計画

（公益目的支出計画）を作成しなければならない〔一

般法人整備法119 ①〕。 

・ 公益目的支出計画においては、次の掲げる事項を定

めなければならない〔一般法人整備法119 ②〕。 

一 公益の目的のための次に掲げる支出〔一般法人

整備法119 ② 一〕 

イ 公益目的事業のための支出 

ロ 〔公益法人5 十七〕に規定する者に対する寄

附 

ハ 一般社団法人又は一般財団法人への移行の認

可を受けた後も継続して行う不特定かつ多数の

者の利益の増進に寄与する目的に関する事業の

ための支出 

二 公益目的財産額に相当する金額から前号の支出

の額（当該支出をした事業に係る収入があるとき

は、内閣府令で定めるところにより、これを控除

した額に限る。）を控除して得た額（公益目的財

産額）が零となるまでの各事業年度ごとの同号の

支出に関する計画〔一般法人整備法119 ② 二〕 

三 前号に掲げるもののほか、第1号の支出を確保す

るために必要な事項として内閣府令で定める事

項〔一般法人整備法119 ② 三〕 

・ 特例民法法人から一般社団法人又は一般財団法人へ

十 犯罪の防止又は治安の維持を目的とする事業 

十一 事故又は災害の防止を目的とする事業 

十二 人種、性別その他の事由による不当な差別又は

偏見の防止及び根絶を目的とする事業 

十三 思想及び良心の自由、信教の自由又は表現の自

由の尊重又は擁護を目的とする事業 

十四 男女共同参画社会の形成その他のより良い社会

の形成の推進を目的とする事業 

十五 国際相互理解の促進及び開発途上にある海外の

地域に対する経済協力を目的とする事業 

十六 地球環境の保全又は自然環境の保護及び整備を

目的とする事業 

十七 国土の利用、整備又は保全を目的とする事業 

十八 国政の健全な運営の確保に資することを目的と

する事業 

十九 地域社会の健全な発展を目的とする事業 

二十 公正かつ自由な経済活動の機会の確保及び促進

並びにその活性化による国民生活の安定向上を目

的とする事業 

二十一 国民生活に不可欠な物資、エネルギー等の安

定供給の確保を目的とする事業 

二十二 一般消費者の利益の擁護又は増進を目的とす

る事業 

二十三 前各号に掲げるもののほか、公益に関する事

業として政令で定めるもの 

 

・ その行う公益目的事業について、当該公益目的事業に

係る収入がその実施に要する適正な費用を償う額を超

えないと見込まれるものであること〔公益法人5 六〕。

（〔公益法人14〕の規定も同じ主旨。「公益社団法人

又は公益財団法人は、公益目的事業の実施に要する適
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

の移行の登記をした一般社団法人又は一般財団法人

は、その作成した公益目的支出計画の実施について

認可行政庁による公益目的支出計画の実施が完了し

たことの確認を受けるまで、公益目的支出計画に定

めたところに従って〔一般法人整備法119 ② 一〕の

支出をしなければならない〔一般法人整備法123 

①〕。 

・ なお、公益目的支出計画の支出により公益目的財産

残額が零となったことが認可行政庁によって確認さ

れると、認可行政庁（内閣総理大臣又は都道府県知

事）の監督下から外れる。 

 特例民法法人が一般社団法人又は一般財団法人に

移行した場合において、当該移行法人は、公益目的

財産残額が零となったときは、内閣府令で定めると

ころにより、認可行政庁に公益目的支出計画の実施

が完了したことの確認を求めることができる〔一般

法人整備法124〕。 

 

※特例民法法人（特例社団法人又は特例財団法人）が

一般社団法人又は一般財団法人に移行した場合にお

いて、当該移行法人が保有する財産は、旧民法法人

であった期間に寄附・補助金等を受けたり、税制上

の優遇措置を受けたりすることによって形成された

ものである（非課税財産）。一般社団法人又は一般

財団法人に移行したとはいえ、それらの財産を事業

の制限なく支出するのは適当ではないと考えられる

ので、移行時点の純財産の額に相当する額について、

それが零となるまで公益を目的する事業に支出する

こと（公益目的支出計画の実施）が義務づけられた。 

 
 

切な費用を償う額を超える収入を得てはならない〔公

益法人14〕」） 

・ 公益目的事業以外の事業（収益事業等という。）を行

う場合には、収益事業等を行うことによって公益目的

事業の実施に支障を及ぼすおそれがないものであるこ

と〔公益法人5 七〕。 

・ その事業活動を行うに当たり、〔公益法人15〕に規定

する公益目的事業比率が100分の50以上となると見込

まれるものであること〔公益法人5 八〕。 

 公益社団法人又は公益財団法人は、毎事業年度にお

ける公益目的事業比率（次の第一号から第三号までに

掲げる額の合計額に対する割合をいう。）が100分の50

以上となるように公益目的事業を行わなければならな

い〔公益法人15, 公益法人則13 ①・13 ② 一～三〕。 

一 公益目的事業の実施に係る費用の額 

二 収益事業等の実施に係る費用の額 

三 当該公益法人の運営に必要な経常的経費の額 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

7.機関

等 

 

 

 

・社員 

・特例社団法人の総会 

・理事 

・理事会 

・監事 

 

 

※社員は機関ではない。 

・評議員 

・評議員会 

・理事 

・理事会 

・監事 

 

・社員 

・社員総会 

・理事 

・理事会 

・監事 

・会計監査人 

 

※社員は機関ではない。 

・評議員 

・評議員会 

・理事 

・理事会 

・監事 

・会計監査人 

・社員 

・社員総会 

・理事 

・理事会 

・監事 

・会計監査人 

 

※社員は機関ではない。 

・評議員 

・評議員会 

・理事 

・理事会 

・監事 

・会計監査人 

（備考）

 

・ 社員総会は、法人の最高

意思決定機関である。社

員による総会であって、

社員はその構成員であ

る。 

 理事は、法人のすべて

の事務について、法人を

代表する。ただし、定款

の規定又は寄附行為の趣

旨に反することはでき

ず、また、社団法人にあ

っては総会の決議に従わ

なければならない〔旧民

53〕。 

 社団法人の事務は、定

款で理事その他の役員に

委任したものを除き、す

べて総会の決議によって

行う〔旧民63〕。 

 社員総会は、「一般社

団法人及び一般財団法人

に関する法律」及び「一

般社団法人及び一般財団

・ 旧民法では、評議員及び

評議員会を置くことにか

んする規定はない。評議

員及び評議員会は、旧民

法による主務官庁制度に

基づいて、主務官庁の指

導のもと寄附行為（定款）

の定めに従って設置され

ていた寄附行為上の任意

機関である。 

 評議員及び評議員会

は、理事や監事の選任機

関及び法人の重要事項の

諮問機関である。理事等

の業務執行機関の牽制・

監督、重要事項の議決等

の機能を持たせることも

可能〔指導監督基準4 ① 

の運用指針(1)〕。 

 

 

 

 

・ 社員総会は、法人の最高

意思決定機関である。社

員による総会であって、

社員はその構成員であ

る。 

 社員総会は、この法律

に規定する事項及び一般

社団法人の組織、運営、

管理その他一般社団法人

に関する一切の事項につ

いて決議することができ

る〔一般法人35 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員会は、理事・監事

及び会計監査人の選任機

関であり、法人を運営す

る上で重要な事項及び定

款に定められた事項につ

いて決議する意思決定機

関である。評議員会はす

べての評議員によって構

成される。 

 評議員会は、すべての

評議員で組織する〔一般

法人178 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員総会は、法人の最高

意思決定機関である。社

員による総会であって、

社員はその構成員であ

る。 

 社員総会は、この法律

に規定する事項及び一般

社団法人の組織、運営、

管理その他一般社団法人

に関する一切の事項につ

いて決議することができ

る〔一般法人35 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員会は、理事・監事

及び会計監査人の選任機

関であり、法人を運営す

る上で重要な事項及び定

款に定められた事項につ

いて決議する意思決定機

関である。評議員会はす

べての評議員によって構

成される。 

 評議員会は、すべての

評議員で組織する〔一般

法人178 ①〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

法人に関する法律及び公

益社団法人及び公益財団

法人の認定等に関する法

律の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律」

に規定する事項並びに一

般社団法人の組織、運営、

管理その他一般社団法人

に関する一切の事項につ

いて決議することができ

る〔一般法人35 ①, 一般

法人整備法86 ①〕。 

 

・ 社員総会及び理事は、旧

民法における法定機関で

ある。 

・ 監事は、旧民法のもとで

の任意機関である。 

 法人には、定款、寄附

行為又は総会の決議で1

人又は数人の監事を置く

ことができる〔旧民58〕。 

・ 旧民法には、社団法人に

おいて、理事会を置くこ

とを定めた規定がない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事は、旧民法における

法定機関である。 

・ 監事は、旧民法のもとで

の任意機関である。 

 法人には、定款、寄附

行為又は総会の決議で1

人又は数人の監事を置く

ことができる〔旧民58〕。 

・ 旧民法には、財団法人に

おいて、評議員、評議員

会及び理事会を置くこと

を定めた規定がない。 

・ 特例財団法人について

は、〔一般法人170 ①〕

の規定は、適用しない〔一

般法人整備法91 ⑥〕。 

・ 監事を置いていない特例

財団法人は、評議員、評

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員総会及び理事は、一

般社団法人及び一般財団

法人に関する法律におけ

る法定機関である。 

・ 理事会及び監事は、一般

社団法人及び一般財団法

人に関する法律における

任意機関である。 

 一般社団法人は、定款

の定めによって、理事会、

監事又は会計監査人を置

くことができる〔一般法

人60 ②〕 

 ただし、理事会設置一

般社団法人及び会計監査

人設置一般社団法人は、

監事を置かなければなら

ない〔一般法人61〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員、評議員会、理事、

理事会及び監事は、一般

社団法人及び一般財団法

人に関する法律における

法定機関である。 

 一般財団法人は、評議

員、評議員会、理事、理

事会及び監事を置かなけ

ればならない〔一般法人

170 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員総会、理事、理事会

及び監事は、一般社団法

人及び一般財団法人に関

する法律、公益社団法人

及び公益財団法人の認定

等に関する法律における

法定機関である。 

 公益認定の申請をする

一般社団法人は、理事会

を置いているものである

こと〔公益法人5 十四の

ハ〕。 

・ 理事会を設置すると、監

事の設置が義務付けられ

る。 

 理事会設置一般社団法

人及び会計監査人設置一

般社団法人は、監事を置

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員、評議員会、理事、

理事会及び監事は、一般

社団法人及び一般財団法

人に関する法律における

法定機関である。 

・ したがって、公益認定の

申請をする一般財団法人

は、当然に評議員、評議

員会、理事、理事会及び

監事を置かなければなら

ない。 

 一般財団法人は、評議

員、評議員会、理事、理

事会及び監事を置かなけ

ればならない〔一般法人

170 ①〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

議員会、理事会及び監事

を置く定款の変更をする

ことができる〔一般法人

整備法91 ②〕。  

・ 監事を置いている特例財

団法人は、評議員、評議

員会及び理事会を置く定

款の変更をすることがで

きる〔一般法人一般法人

整備法91 ③〕。 

・ 会計監査人を置く特例財

団法人は、〔一般法人整

備法91 ②・91 ③〕の規

定による定款の変更によ

り評議員、評議員会、理

事会及び監事を置くもの

でなければならない〔一

般法人整備法91 ④〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 会計監査人の設置は、法

人が一定規模に達しなけ

れば任意である（下欄参

照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 会計監査人の設置は、法

人が一定規模に達しなけ

れば任意である（下欄参

照）。 

かなければならない〔一

般法人61〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 会計監査人の設置は、法

人が一定規模に達しなけ

れば任意である（下欄参

照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 会計監査人の設置は、法

人が一定規模に達しなけ

れば任意である（下欄参

照）。 

 

・ 外部監査の要請 

 各府省は、資産額が100

億円以上若しくは負債額

が50億円以上又は収支決

算額が10億円以上の所管

特例民法法人に対し、公

認会計士等による監査を

受けるよう要請する〔監

督体制の充実3 ②〕。 

・ 外部監査の要請 

 各府省は、資産額が100

億円以上若しくは負債額

が50億円以上又は収支決

算額が10億円以上の所管

特例民法法人に対し、公

認会計士等による監査を

受けるよう要請する〔監

督体制の充実3 ②〕。 

・ 大規模一般社団法人は、

会計監査人を置かなけれ

ばならない〔一般法人

62〕。 

 

※大規模一般社団法人と

は、最終事業年度に係る

貸借対照表の負債の部に

計上した額の合計額が

・ 大規模一般財団法人は、

会計監査人を置かなけれ

ばならない〔一般法人

171〕。 

 

※大規模一般財団法人と

は、最終事業年度に係る

貸借対照表の負債の部に

計上した額の合計額が

・ 公益認定の申請をする一

般社団法人は、会計監査

人を置いているものであ

ること。ただし、毎事業

年度における当該法人の

収益の額、費用及び損失

の額その他の政令で定め

る勘定の額がいずれも政

令で定める基準に達しな

・ 公益認定の申請をする一

般財団法人は、会計監査

人を置いているものであ

ること。ただし、毎事業

年度における当該法人の

収益の額、費用及び損失

の額その他の政令で定め

る勘定の額がいずれも政

令で定める基準に達しな
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 
 

 
 

200億円以上である一般

社団法人をいう〔一般法

人2 二〕。 

 

200億円以上である一般

財団法人をいう〔一般法

人2 三〕。 

 

 

い場合は、この限りでな

い〔公益法人5 十二〕。 

 上記〔公益法人5 十二

ただし書〕の政令で定め

る勘定の額は次の各号に

掲げるものとし、〔公益

法人5 十二ただし書〕の

政令で定める基準は当該

各号に掲げる勘定の額に

応じ当該各号に定める額

とする〔公益法人令6〕。 

一 最終事業年度に係る

損益計算書の収益の

部に計上した額の合

計額が1,000億円〔公

益法人令6 一〕 

二 最終事業年度に係る

損益計算書の費用及

び損失の部に計上し

た額の合計額が1,000

億円〔公益法人令 6 

二〕 

三 最終事業年度に係る

貸借対照表の負債の

部に計上した額の合

計額が50億円〔公益法

人令6 三〕 

 

※一般社団法人が公益社団

法人となるための公益認

定を申請する場合、上記

い場合は、この限りでな

い〔公益法人5 十二〕。 

 上記〔公益法人5 十二

ただし書〕の政令で定め

る勘定の額は次の各号に

掲げるものとし、〔公益

法人5 十二ただし書〕の

政令で定める基準は当該

各号に掲げる勘定の額に

応じ当該各号に定める額

とする〔公益法人令6〕。 

一 最終事業年度に係る

損益計算書の収益の

部に計上した額の合

計額が1,000億円〔公

益法人令6 一〕 

二 最終事業年度に係る

損益計算書の費用及

び損失の部に計上し

た額の合計額が1,000

億円〔公益法人令6 

二〕 

三 最終事業年度に係る

貸借対照表の負債の

部に計上した額の合

計額が50億円〔公益法

人令6 三〕 

 

※一般財団法人が公益財団

法人となるための公益認

定を申請する場合、上記
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

の一～三のいずれかに該

当する場合は会計監査人

を設置しなければならな

い。 

の一～三のいずれかに該

当する場合は会計監査人

を設置しなければならな

い。 

8.社員

／評議

員 

・ 社員は、社員総会の構成

員である。法人の設立行

為に参加､又は法人設立

後に社団法人に入会する

ことによって社員資格が

取得される。定款では会

員という名称を用いてい

ることが多いが、社員と

同じ意味である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 特例財団法人において、

評議員を置かなければな

らないという法律上の規

定はない。 

 〔指導監督基準〕では、

「特例財団法人には、原

則として、評議員を置き、

また、理事及び監事の選

任機関として並びに当該

法人の重要事項の諮問機

関として評議員会を置く

こと」とされる〔指導監

督基準4 ④ 一〕。 

・ 評議員の定数 

 評議員の定数は、法人

の事業規模、事業内容等

法人の実態からみて適正

な数とし、上限と下限の

幅が大きすぎないこと

〔 指 導 監 督 基 準 4 ④ 

四・4 ① 一〕。 

 

 

 

 

 

 

・ 社員は、社員総会の構成

員である。法人の設立行

為に参加､又は法人設立

後に社団法人に入会する

ことによって社員資格が

取得される。定款では会

員という名称を使用して

いることが多いが、社員

と同じ意味である。 

 

 

 

 

・ 社員の員数 

 一般社団法人を設立す

るには、2人以上の社員が

必要である。 

 一般社団法人を設立す

るには、その社員になろ

うとする者（設立時社員

という。）が、共同して

定款を作成し、その全員

がこれに署名し、又は記

名押印しなければならな

い〔一般法人10 ①〕。 

 

 

・ 評議員は、評議員会を構

成する機関である。 

 評議員会はすべての評

議員で組織する〔一般法

人178 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員の員数 

 評議員は3人以上でな

ければならない〔一般法

人173 ③〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員は、社員総会の構成

員である。法人の設立行

為に参加､又は法人設立

後に社団法人に入会する

ことによって社員資格が

取得される。定款では会

員という名称を使用して

いることが多いが、社員

と同じ意味である。 

 

 

 

 

・ 社員の員数 

 一般社団法人を設立す

るには、2人以上の社員が

必要である。一般社団法

人を設立後、行政庁へ公

益認定の申請をすること

ができる。 

 一般社団法人を設立す

るには、その社員になろ

うとする者（設立時社員

という。）が、共同して

定款を作成し、その全員

がこれに署名し、又は記

名押印しなければならな

・ 評議員は、評議員会を構

成する機関である。 

 評議員会はすべての評

議員で組織する〔一般法

人178 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員の員数 

 評議員は3人以上でな

ければならない〔一般法

人173 ③〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員の資格の得喪 

 社員の資格の得喪に関

する規定は、定款の必要

記載事項である〔旧民37 

六〕。（本表「法人の設

立」欄を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員の選任 

 評議員は、理事会で選

任すること〔指導監督基

準4 ④ 二〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員の資格の得喪 

 社員の資格の得喪に関

する規定は定款の必要記

載事項である〔一般法人

11 ① 五〕。（本表「法

人の設立」欄を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員の選任及び解任 

 評議員の選任及び解任

の方法は、定款の必要記

載事項である〔一般法人

153 ① 八〕。（本表「法

人の設立」欄を参照） 

 理事又は理事会が評議

員を選任し、又は解任す

る旨の定款の定めは、そ

の効力を有しない〔一般

法人153 ③ 一〕。 

 定款で設立時評議員を

定めなかったときは、定

款で定めるところによ

り、これらの者を選任し

なければならない〔一般

法人159 ①〕。 

・ 評議員の資格等 

 次に掲げる者は、評議

員になることができない

〔一般法人173 ①・65 

①〕。 

一 法人〔一般法人173 

①・65 ① 一〕 

二 成年被後見人若しく

は被保佐人又は外国

の法令上これらと同

様に取り扱われてい

る者〔 一般 法人 173 

①・65 ① 二〕 

い〔一般法人10 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員の資格の得喪 

 社員の資格の得喪に関

する規定は定款の必要記

載事項である〔一般法人

11 ① 五〕。（本表「法

人の設立」欄を参照） 

 公益認定の申請をする

一般社団法人にあって

は、社員の資格の得喪に

関して、当該法人の目的

に照らし、不当に差別的

な取り扱いをする条件そ

の他の不当な条件を付し

 

・ 評議員の選任及び解任 

 評議員の選任及び解任

の方法は、定款の必要記

載事項である〔一般法人

153 ① 八〕。（本表「法

人の設立」欄を参照） 

 理事又は理事会が評議

員を選任し、又は解任す

る旨の定款の定めは、そ

の効力を有しない〔一般

法人153 ③ 一〕。 

 定款で設立時評議員を

定めなかったときは、定

款で定めるところによ

り、これらの者を選任し

なければならない〔一般

法人159 ①〕。 

・ 評議員の資格等 

 次に掲げる者は、評議

員になることができない

〔一般法人173 ①・65 

①〕。 

一 法人〔一般法人173 

①・65 ① 一〕 

二 成年被後見人若しく

は被保佐人又は外国

の法令上これらと同

様に取り扱われてい

る者〔一般 法人 173 

①・65 ① 二〕 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 一般社団法人及び一

般財団法人に関する

法律若しくは会社法

の規定に違反し、又は

民事再生法第255条、

第256条、第258条から

第260条まで若しくは

第262条の罪、外国倒

産処理手続の承認援

助に関する法律第65

条、第66条、第68条若

しくは第69条の罪、会

社更生法第266条、第

267条、第269条から第

271条まで若しくは第

273条の罪若しくは破

産法第265条、第266

条、第268条から第272

条まで若しくは第274

条の罪を犯し、刑に処

せられ、その執行を終

わり、又はその執行を

受けることがなくな

った日から2年を経過

しない者〔一般法人

173 ①・65 ① 三〕 

四 前号〔一般法人65 ① 

三〕に規定する法律の

規定以外の法令の規

定に違反し、禁錮以上

の刑に処せられ、その

ていないものであること

〔公益法人5 十四のイ〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 一般社団法人及び一

般財団法人に関する

法律若しくは会社法

の規定に違反し、又は

民事再生法第255条、

第256条、第258条から

第260条まで若しくは

第262条の罪、外国倒

産処理手続の承認援

助に関する法律第65

条、第66条、第68条若

しくは第69条の罪、会

社更生法第266条、第

267条、第269条から第

271条まで若しくは第

273条の罪若しくは破

産法第265条、第266

条、第268条から第272

条まで若しくは第274

条の罪を犯し、刑に処

せられ、その執行を終

わり、又はその執行を

受けることがなくな

った日から2年を経過

しない者〔一般法人

173 ①・65 ① 三〕 

四 前号〔一般法人65 ①

三〕に規定する法律の

規定以外の法令の規

定に違反し、禁錮以上

の刑に処せられ、その
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員の構成 

 評議員は、原則として

理事又は監事を兼ねない

こと。やむを得ず評議員

が理事を兼ねる場合にお

いても、その割合は、評

議員会を実質的に支配す

るに至らない程度にとど

めること〔指導監督基準4 

④ 三〕。 

 評議員及び評議員会に

関し、同一の親族、特定

の企業、所管する官庁の

出身者及び同一の業界関

係者が占める割合は、評

議員会を実質的に支配す

るに至らない程度にとど

めること〔指導監督基準4 

④ 四〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

執行を終わるまで又

はその執行を受ける

ことがなくなるまで

の者（刑の執行猶予中

の者を除く。）〔一般

法 人 173 ① ・ 65 ① 

四〕 

 評議員は一般財団法人

又はその子法人の理事、

監事又は使用人を兼ねる

ことができない〔一般法

人173 ②〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員の報酬等 

 評議員の報酬等の額

は、定款で定めなければ

ならない〔一般法人196〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

執行を終わるまで又

はその執行を受ける

ことがなくなるまで

の者（刑の執行猶予中

の者を除く。）〔一般

法 人 173 ① ・ 65 ① 

四〕 

 評議員は一般財団法人

又はその子法人の理事、

監事又は使用人を兼ねる

ことができない〔一般法

人173 ②〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員の報酬等 

 評議員の報酬等の額

は、定款で定めなければ

ならない〔一般法人196〕。 

 公益認定の申請をする
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員の任期 

 評議員の任期は、原則

として2年を基準とする

〔 指 導 監 督 基 準 4 ④ 

四・4 ① 三〕。 

 評議員の任期の満了又

は辞任に伴う後任理事の

選任については、速やか

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員の義務 

 （経費の負担）社員は、

定款で定めるところによ

り、一般社団法人に対し、

経費を支払う義務を負う

〔一般法人27〕。 

 

・ 任意退社 

 社員は、いつでも退社

することができる。ただ

し、定款で別段の定めを

することを妨げない〔一

般法人28 ①〕。 

 上記ただし書の規定に

よる定款の定めがある場

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 善管注意義務 

 法人との関係において

受任者である評議員は、

委任の本旨に従い、善良

な管理者の注意をもっ

て、委任事務を処理する

義務を負う〔民644〕。 

・ 評議員の任期 

 評議員の任期は、選任

後4年以内に終了する事

業年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の

終結の時までとする。た

だし、定款によって、そ

の任期を選任後6年以内

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員の義務 

 （経費の負担）社員は、

定款で定めるところによ

り、一般社団法人に対し、

経費を支払う義務を負う

〔一般法人27〕。 

 

・ 任意退社 

 社員は、いつでも退社

することができる。ただ

し、定款で別段の定めを

することを妨げない〔一

般法人28 ①〕。 

 上記ただし書の規定に

よる定款の定めがある場

一般財団法人において

は、評議員に対する報酬

等（報酬、賞与その他の

職務遂行の対価として受

ける財産上の利益及び退

職手当をいう。）につい

て、内閣府令で定めると

ころにより、民間事業者

の役員の報酬等及び従業

員の給与、当該法人の経

理の状況その他の事情を

考慮して、不当に高額な

ものとならないような支

給の基準を定めているも

のであること〔公益法人5 

十三〕。 

・ 善管注意義務 

 法人との関係において

受任者である評議員は、

委任の本旨に従い、善良

な管理者の注意をもっ

て、委任事務を処理する

義務を負う〔民644〕。 

・ 評議員の任期 

 評議員の任期は、選任

後4年以内に終了する事

業年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の

終結の時までとする。た

だし、定款によって、そ

の任期を選任後6年以内
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（社員の権利） 

・ 社員の表決権 

 各社員の表決権は、平

等とする〔旧民65 ①〕。 

 総会に出席しない社員

は、書面で、又は代理人

によって表決することが

できる〔旧民65 ②〕。 

 〔旧民65 ①・65 ②〕

に行うものとし、後任の

評議員が選任されるまで

の間、なお職務を行う義

務があることを定めるこ

と〔指導監督基準4 ④ 

四・4 ① 四〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合であっても、やむを得

ない事由があるときは、

社員は、いつでも退社す

ることができる〔一般法

人28 ②〕。 

・ 法定退社 

 前条の場合のほか、社

員は、次に掲げる事由に

よって退社する〔一般法

人29〕。 

一 定款で定めた事由の

発生 

二 総社員の同意 

三 死亡又は解散 

四 除名 

・ 除名 

 社員の除名は、正当な

事由があるときに限り、

社員総会の決議によって

することができる〔一般

法人30 ①〕。 

 

（社員の権利）(一部) 

・ 社員総会における表決権 

 社員は、各1個の議決権

を有する。ただし、定款

で別段の定めをすること

を妨げない〔一般法人48 

①〕。 

 〔一般法人48 ①ただし

書〕の規定にかかわらず、

に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定

時評議員会の終結の時ま

で伸長することを妨げな

い〔一般法人174 ①〕。 

 上記〔一般法人174 ①〕

の規定は、定款によって、

任期の満了前に退任した

評議員の補欠として選任

された評議員の任期を退

任した評議員の任期の満

了する時までとすること

を妨げない〔一般法人174 

②〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評議員の権限）(一部) 

・ 評議員会の議題提案権

〔一般法人184〕 

・ 評議員会の議題に基づく

議案提案権〔一般法人

185〕 

・ 理事会の議事録の閲覧又

は謄写の請求〔一般法人

197・97 ②〕 

合であっても、やむを得

ない事由があるときは、

社員は、いつでも退社す

ることができる〔一般法

人28 ②〕。 

・ 法定退社 

 前条の場合のほか、社

員は、次に掲げる事由に

よって退社する〔一般法

人29〕。 

一 定款で定めた事由の

発生 

二 総社員の同意 

三 死亡又は解散 

四 除名 

・ 除名 

 社員の除名は、正当な

事由があるときに限り、

社員総会の決議によって

することができる〔一般

法人30 ①〕。 

 

（社員の権利）(一部) 

・ 社員総会における表決権 

 社員は、各1個の議決権

を有する。ただし、定款

で別段の定めをすること

を妨げない〔一般法人48 

①〕。 

 〔一般法人48 ①ただし

書〕の規定にかかわらず、

に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定

時評議員会の終結の時ま

で伸長することを妨げな

い〔一般法人174 ①〕。 

 上記〔一般法人174 ①〕

の規定は、定款によって、

任期の満了前に退任した

評議員の補欠として選任

された評議員の任期を退

任した評議員の任期の満

了する時までとすること

を妨げない〔一般法人174 

②〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評議員の権限）(一部) 

・ 評議員会の議題提案権

〔一般法人184〕 

・ 評議員会の議題に基づく

議案提案権〔一般法人

185〕 

・ 理事会の議事録の閲覧又

は謄写の請求〔一般法人

197・97 ②〕 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

の規定は、定款に別段の

定めがある場合には、適

用しない〔旧民65 ③〕。 

 

 

 

 

社員総会において決議を

する事項の全部につき社

員が議決権を行使するこ

とができない旨の定款の

定めは、その効力を有し

ない〔一般法人48 ②〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員による理事の行為

の差止め請求〔一般法人

197・88 ①〕 

・ 業務の執行に関する検査

役の選任の申立て〔一般

法人197・86 ①〕 

・ 評議員会の招集手続き等

に関する検査役の選任の

申立て〔一般法人187 ①〕 

・ 理事・監事・会計監査人

の法人に対する損害賠償

責任の一部免除につい

て、理事会の決議に対す

る異議〔一般法人198・114 

④〕 

・ 評議員の法人に対する損

害賠償責任〔一般法人

198・111 ①〕 

・ 評議員の第三者に対する

損害賠償責任〔一般法人

198・117 ①〕 

 

社員総会において決議を

する事項の全部につき社

員が議決権を行使するこ

とができない旨の定款の

定めは、その効力を有し

ない〔一般法人48 ②〕。 

 公益認定の申請をする

一般社団法人にあって

は、社員総会において行

使できる議決権の数、議

決権を行使することがで

きる事項、議決権の行使

の条件その他の社員の議

決権に関する定款の定め

がある場合には、その定

めが次のいずれにも該当

するものであること〔公

益法人5 十四のロ〕 

(1) 社員の議決権に関

して、当該法人の目的

に照らし、不当に差別

的な取り扱いをしな

いものであること〔公

益 法 人 5 十 四 の ロ

(1)〕。 

(2) 社員の議決権に関

して、社員が当該法人

に対して提供した金

銭その他の財産の価

額に応じて異なる取

扱いを行わないもの

・ 評議員による理事の行為

の差止め請求〔一般法人

197・88 ①〕 

・ 業務の執行に関する検査

役の選任の申立て〔一般

法人197・86 ①〕 

・ 評議員会の招集手続き等

に関する検査役の選任の

申立て〔一般法人187 ①〕 

・ 理事・監事・会計監査人

の法人に対する損害賠償

責任の一部免除につい

て、理事会の決議に対す

る異議〔一般法人198・114 

④〕 

・ 評議員の法人に対する損

害賠償責任〔一般法人

198・111 ①〕 

・ 評議員の第三者に対する

損害賠償責任〔一般法人

198・117 ①〕 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

・ 社員名簿の閲覧又は謄写

の請求〔一般法人32 ②〕 

・ 臨時社員総会の招集の請

求〔一般法人37 ①〕 

・ 社員総会の議題（社員総

会の目的である事項）提

案権〔一般法人43 ①・43 

②〕 

・ 社員総会の議題に基づく

議案提案権〔一般法人44〕 

・ 社員総会の招集手続等に

関する検査役の選任〔一

般法人46 ①〕 

・ 社員総会の議事録の閲覧

又は謄写の請求〔一般法

人57 ④〕 

・ 業務の執行に関する検査

役の選任〔一般法人86 

①〕 

・ 社員による理事の行為の

差止め請求〔一般法人88 

①〕 

・ 社員総会等の決議の取り

消しの訴え〔一般法人266 

①〕 

・ 設立時社員、設立時理事、

役員等（理事、監事又は

会計監査人）又は精算人

の責任追及の訴え〔一般

であること〔公益法人

5 十四のロ(2)〕 

・ 社員名簿の閲覧又は謄写

の請求〔一般法人32 ②〕 

・ 臨時社員総会の招集の請

求〔一般法人37 ①〕 

・ 社員総会の議題（社員総

会の目的である事項）提

案権〔一般法人43 ①・43 

②〕 

・ 社員総会の議題に基づく

議案提案権〔一般法人44〕 

・ 社員総会の招集手続等に

関する検査役の選任〔一

般法人46 ①〕 

・ 社員総会の議事録の閲覧

又は謄写の請求〔一般法

人57 ④〕 

・ 業務の執行に関する検査

役の選任〔一般法人86 

①〕 

・ 社員による理事の行為の

差止め請求〔一般法人88 

①〕 

・ 社員総会等の決議の取り

消しの訴え〔一般法人266 

①〕 

・ 設立時社員、設立時理事、

役員等（理事、監事又は

会計監査人）又は精算人

の責任追及の訴え〔一般
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

法人278 ①〕 法人278 ①〕 

9.社団

法人の

総会・ 

社員総

会／評

議員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社団法人の総会は、旧民

法における法定機関であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 通常総会 

 社団法人の理事は、少

なくとも毎年1回、社員の

通常総会を開かなければ

ならない〔旧民60〕。 

・ 臨時総会 

 社団法人の理事は、必

要があると認めるとき

は、いつでも臨時総会を

招集することができる

〔旧民61 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 特例財団法人において、

評議員会を置かなければ

ならないという法律上の

規定はない。 

 特例財団法人には、原

則として、評議員を置き、

また、理事及び監事の選

任機関並びに当該法人の

重要事項の諮問機関とし

て評議員会を置くこと

〔指導監督基準4 ④一〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員総会は、一般社団法

人及び一般財団法人に関

する法律における法定機

関である。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 定時社員総会 

 定時社員総会は、毎事

業年度の終了後一定の時

期に招集しなければなら

ない〔一般法人36 ①〕 

・ 臨時社員総会 

 社員総会は、必要があ

る場合には、いつでも、

招集することができる

〔一般法人36 ②〕。 

 

・ 社員総会の招集権者 

 社員総会は、社員が裁

判所の許可を得て招集す

る場合〔一般法人37 ②〕

を除き、理事が招集する

〔一般法人36 ④〕。 

・ 社員総会の招集の決定 

 理事は、（〔一般法人

・ 評議員会は、一般社団法

人及び一般財団法人に関

する法律における法定機

関である。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 定時評議員会 

 定時評議員会は、毎事

業年度の終了後一定の時

期に招集しなければなら

ない〔一般法人179 ①〕。 

・ 臨時評議員会 

 評議員会は、必要があ

る場合には、いつでも、

招集することができる

〔一般法人179 ②〕。 

 

・ 評議員会の招集権者 

 評議員会は、評議員が

裁判所の許可を得て招集

する場合〔一般法人180〕

を除き、理事が招集する

〔一般法人179 ③〕。 

・ 評議員会の招集の決定 

 評議員会を招集する場

・ 社員総会は、一般社団法

人及び一般財団法人に関

する法律における法定機

関である。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 定時社員総会 

 定時社員総会は、毎事

業年度の終了後一定の時

期に招集しなければなら

ない〔一般法人36 ①〕 

・ 臨時社員総会 

 社員総会は、必要があ

る場合には、いつでも、

招集することができる

〔一般法人36 ②〕。 

 

・ 社員総会の招集権者 

 社員総会は、社員が裁

判所の許可を得て招集す

る場合〔一般法人37②〕

を除き、理事が招集する

〔一般法人36④〕。 

・ 社員総会の招集の決定 

 理事会設置一般社団法

・ 評議員会は、一般社団法

人及び一般財団法人に関

する法律における法定機

関である。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 定時評議員会 

 定時評議員会は、毎事

業年度の終了後一定の時

期に招集しなければなら

ない〔一般法人179 ①〕。 

・ 臨時評議員会 

 評議員会は、必要があ

る場合には、いつでも、

招集することができる

〔一般法人179 ②〕。 

 

・ 評議員会の招集権者 

 評議員会は、評議員が

裁判所の許可を得て招集

する場合〔一般法人180〕

を除き、理事が招集する

〔一般法人179③〕。 

・ 評議員会の招集の決定 

 評議員会を招集する場
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37 ②〕の規定により社員

が社員総会を招集する場

合にあっては、当該社

員。）社員総会を招集す

る場合には、次に掲げる

事項を定めなければなら

ない〔一般法人38 ①〕。 

一 社員総会の日時及び

場所〔一般法人38 ① 

一〕 

二 社員総会の目的であ

る事項があるときは、

当該事項〔一般法人38 

① 二〕 

三 社員総会に出席しな

い社員が書面によっ

て議決権を行使する

ことができることと

するときは、その旨

〔一般法人38 ① 三〕 

四 社員総会に出席しな

い社員が電磁的方法

によって議決権を行

使することができる

ことととするときは、

その旨〔一般法人38 

① 四〕 

五 前各号〔一般法人38 

① 一～四〕に掲げる

もののほか、法務省令

で定める事項〔一般法

合には、理事会の決議に

よって、次に掲げる事項

を定めなければならない

〔一般法人181 ①〕。 

一 評議員会の日時及び

場所〔一般法人181 ① 

一〕 

二 評議員会の目的であ

る事項があるときは、

当該事項〔一般法人

181 ① 二〕 

三 前2号〔一般法人181 

① 一・181 ① 二〕に

掲げるもののほか、法

務省令で定める事項

〔 一 般 法 人 181 ① 

三〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人においては、〔一般法

人37 ②〕の規定により社

員が社員総会を招集する

ときを除き、社員総会を

招集する場合には、〔一

般法人38 ① 一～五〕に

掲げる決定は、理事会の

決議によらなければなら

ない〔一般法人38 ②〕。 

一 社員総会の日時及び

場所〔一般法人38 ① 

一〕 

二 社員総会の目的であ

る事項があるときは、

当該事項〔一般法人38 

① 二〕 

三 社員総会に出席しな

い社員が書面によっ

て議決権を行使する

ことができることと

するときは、その旨

〔一般法人38 ① 三〕 

四 社員総会に出席しな

い社員が電磁的方法

によって議決権を行

使することができる

ことととするときは、

その旨〔一般法人38 

① 四〕 

五 前各号〔一般法人38 

① 一～四〕に掲げる

合には、理事会の決議に

よって、次に掲げる事項

を定めなければならない

〔一般法人181 ①〕。 

一 評議員会の日時及び

場所〔一般法人181 ① 

一〕 

二 評議員会の目的であ

る事項があるときは、

当該事項〔一般法人

181 ① 二〕 

三 前2号〔一般法人181 

① 一・181 ① 二〕に

掲げるもののほか、法

務省令で定める事項

〔 一 般 法 人 181 ① 

三〕 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人38 ① 五〕 

 理事会設置一般社団法

人においては、〔一般法

人37 ②〕の規定により社

員が社員総会を招集する

ときを除き、社員総会を

招集する場合には、〔一

般法人38 ① 一～五〕に

掲げる決定は、理事会の

決議によらなければなら

ない〔一般法人38 ②〕。 

一 社員総会の日時及び

場所〔一般法人38 ① 

一〕 

二 社員総会の目的であ

る事項があるときは、

当該事項〔一般法人38 

① 二〕 

三 社員総会に出席しな

い社員が書面によっ

て議決権を行使する

ことができることと

するときは、その旨

〔一般法人38 ① 三〕 

四 社員総会に出席しな

い社員が電磁的方法

によって議決権を行

使することができる

ことととするときは、

その旨〔一般法人38 

① 四〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もののほか、法務省令

で定める事項〔一般法

人38 ① 五〕 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

・ 総会の招集 

 総会の招集の通知は、

会日より少なくとも5日

前に、その会議の目的で

ある事項を示し、定款で

定めた方法に従ってしな

ければならない〔旧民

62〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 特例社団法人の総会につ

いては、社員の多数の意

見が適正に反映されるよ

うに、その成立要件及び

議決要件等を定めること

〔 指 導 監 督 基 準 4 ③ 

一〕。 

・ 社員が多数又は全国に散

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員会については、評

議員の多数の意思が適正

に反映されるように、そ

の成立要件及び議決要件

等を定めること〔指導監

督基準 4 ④  四・ 4 ① 

七〕。 

 

五 前各号〔一般法人38 

① 一～四〕に掲げる

もののほか、法務省令

で定める事項〔一般法

人38 ① 五〕 

・ 社員総会の招集の通知 

 社員総会を招集するに

は、理事は、社員総会の

日の1週間（理事会設置一

般社団法人以外の一般社

団法人において、これを

下回る期間を定款で定め

た場合にあっては、その

期間）前までに、社員に

対してその通知を発しな

ければならない。ただし、

〔一般法人38 ① 三〕又

は〔一般法人38 ① 四〕

に掲げる事項を定めた場

合には、社員総会の日の2

週間前までにその通知を

発しなければならない

〔一般法人39 ①〕。 

・ 社員総会の普通決議 

 社員総会の決議は、定

款に別段の定めがある場

合を除き、総社員の議決

権の過半数を有する社員

が出席し、出席した当該

社員の議決権の過半数を

もって行う〔一般法人49 

 

 

 

 

 

・ 評議員会の招集の通知 

 評議員会を招集するに

は、理事（〔一般法人180 

②〕の規定により評議員

が評議員会を招集する場

合にあっては、当該評議

員。）は、評議員会の日

の1週間（これを下回る期

間を定款で定めた場合に

あっては、その期間）前

までに、評議員に対して、

書面でその通知を発しな

ければならない〔一般法

人182 ①〕。 

 

 

 

 

・ 評議員会の普通決議 

 評議員会の決議は、議

決に加わることができる

評議員の過半数（これを

上回る割合を定款で定め

た場合にあっては、その

割合以上）が出席し、そ

の過半数（これを上回る

 

 

 

 

 

・ 社員総会の招集の通知 

 社員総会を招集するに

は、理事は、社員総会の

日の1週間（理事会設置一

般社団法人以外の一般社

団法人において、これを

下回る期間を定款で定め

た場合にあっては、その

期間）前までに、社員に

対してその通知を発しな

ければならない。ただし、

〔一般法人38 ① 三〕又

は〔一般法人38 ① 四〕

に掲げる事項を定めた場

合には、社員総会の日の2

週間前までにその通知を

発しなければならない

〔一般法人39 ①〕。 

・ 社員総会の普通決議 

 社員総会の決議は、定

款に別段の定めがある場

合を除き、総社員の議決

権の過半数を有する社員

が出席し、出席した当該

社員の議決権の過半数を

もって行う〔一般法人49 

 

 

 

 

 

・ 評議員会の招集の通知 

 評議員会を招集するに

は、理事（〔一般法人180 

②〕の規定により評議員

が評議員会を招集する場

合にあっては、当該評議

員。）は、評議員会の日

の1週間（これを下回る期

間を定款で定めた場合に

あっては、その期間）前

までに、評議員に対して、

書面でその通知を発しな

ければならない〔一般法

人182 ①〕。 

 

 

 

 

・ 評議員会の普通決議 

 評議員会の決議は、議

決に加わることができる

評議員の過半数（これを

上回る割合を定款で定め

た場合にあっては、その

割合以上）が出席し、そ

の過半数（これを上回る
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

在する等の場合であって

も、社員の意思が正当に

反映されるような措置を

とること〔指導監督基準4 

③ 二〕。 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①〕。 

 

 

 

 

・ 社員総会の特別決議 

 〔一般法人49 ①〕の規

定にかかわらず、次に掲

げる社員総会の決議は、

総社員の半数以上であっ

て、総社員の議決権の3

分の2（これを上回る割合

を定款で定めるた場合に

あっては、その割合）以

上に当たる多数をもって

行わなければならない

〔一般法人49 ②〕。 

一 〔一般法人30 ①〕の

社員総会の決議によ

る社員の除名〔一般法

人 

49 ② 一〕 

二 〔一般法人70 ①〕の

社員総会の決議うち、

監事の解任〔一般法人

49 ② 二〕 

三 〔一般法人113 ①〕

の社員総会の決議に

よる理事・監事・会計

監査人の法人に対す

る損害賠償責任の一

割合を定款で定めた場合

にあっては、その割合以

上）をもって行う〔一般

法人189 ①〕。 

 

・ 評議員会の特別決議 

 〔一般法人189 ①〕の

規定にかかわらず、次に

掲げる評議員会の決議

は、議決に加わることが

できる評議員の3分の2

（これを上回る割合を定

款で定めた場合にあって

は、その割合）以上に当

たる多数をもって行わな

ければならない〔一般法

人189 ②〕。 

一 〔一般法人176 ①〕

の評議員会の決議に

よる監事の解任〔一般

法人 189 ② 一〕 

 

 

 

 

 

二 〔一般法人198・113 

①〕の評議員会の決議

による理事・監事・会

計監査人の法人に対

する損害賠償責任の

①〕。 

 

 

 

 

・ 社員総会の特別決議 

 〔一般法人49 ①〕の規

定にかかわらず、次に掲

げる社員総会の決議は、

総社員の半数以上であっ

て、総社員の議決権の3

分の2（これを上回る割合

を定款で定めるた場合に

あっては、その割合）以

上に当たる多数をもって

行わなければならない

〔一般法人49 ②〕。 

一 〔一般法人30 ①〕の

社員総会の決議によ

る社員の除名〔一般法

人 

49 ② 一〕 

二 〔一般法人70 ①〕の

社員総会の決議うち、

監事の解任〔一般法人

49 ② 二〕 

三 〔一般法人113 ①〕

の社員総会の決議に

よる理事・監事・会計

監査人の法人に対す

る損害賠償責任の一

割合を定款で定めた場合

にあっては、その割合以

上）をもって行う〔一般

法人189 ①〕。 

 

・ 評議員会の特別決議 

 〔一般法人189 ①〕の

規定にかかわらず、次に

掲げる評議員会の決議

は、議決に加わることが

できる評議員の3分の2

（これを上回る割合を定

款で定めた場合にあって

は、その割合）以上に当

たる多数をもって行わな

ければならない〔一般法

人189 ②〕。 

一 〔一般法人176 ①〕

の評議員会の決議に

よる監事の解任〔一般

法人 189 ② 一〕 

 

 

 

 

 

二 〔一般法人198・113 

①〕の評議員会の決議

による理事・監事・会

計監査人の法人に対

する損害賠償責任の
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

・ 定款の変更 

 定款は、総社員の4分の

3以上の同意があるとき

に限り、変更することが

できる。ただし、定款に

別段の定めがあるとき

は、この限りでない〔旧

民38 ①〕。 

 定款の変更は、主務官

庁の認可を得なければ、

その効力を生じない〔旧

民38 ②〕。 

 

 

 

 

・ 法人の解散 

 社団法人は、総社員の4

分の3以上の賛成がなけ

れば、解散の決議をする

ことができない。ただし、

定款に別段の定めがある

ときは、この限りでない

〔旧民69〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部免除〔一般法人49 

② 三〕 

四 〔一般法人146〕の社

員総会の決議による

定款の変更〔一般法人

49 ② 四〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

五 〔一般法人147〕の社

員総会の決議による

事業の全部譲渡〔一般

法人49 ② 五〕 

六 〔一般法人148 ③・

150〕の社員総会の決

議による法人の解散

及び解散後の法人の

継続〔一般法人49 ② 

六〕 

 

 

七 〔一般法人247・251 

①・257〕の社員総会

の決議による合併契

約の承認〔一般法人49 

② 七〕 

一部免除〔一般法人

189 ② 二〕 

三 〔一般法人200〕の評

議員会の決議による

定款の変更〔一般法人

189 ② 三〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

四 〔一般法人201〕の評

議員会の決議による

事業の全部譲渡〔一般

法人189 ② 四〕 

五 〔一般法人204〕の評

議員会の決議による

解散後の法人の継続

〔一般法人189 ② 5〕 

 

 

 

 

六 〔一般法人247・251 

①・257〕の評議員会

の決議による合併契

約の承認〔一般法人

189 ② 六〕 

部免除〔一般法人49 

② 三〕 

四 〔一般法人146〕の社

員総会の決議による

定款の変更〔一般法人

49 ② 四〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

五 〔一般法人147〕の社

員総会の決議による

事業の全部譲渡〔一般

法人49 ② 五〕 

六 〔一般法人148 ③・

150〕の社員総会の決

議による法人の解散

及び解散後の法人の

継続〔一般法人49 ② 

六〕 

 

 

七 〔一般法人247・251 

①・257〕の社員総会

の決議による合併契

約の承認〔一般法人49 

② 七〕 

一部免除〔一般法人

189 ② 二〕 

三 〔一般法人200〕の評

議員会の決議による

定款の変更〔一般法人

189 ② 三〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

四 〔一般法人201〕の評

議員会の決議による

事業の全部譲渡〔一般

法人189 ② 四〕 

五 〔一般法人204〕の評

議員会の決議による

解散後の法人の継続

〔一般法人189 ② 5〕 

 

 

 

 

六 〔一般法人247・251 

①・257〕の評議員会

の決議による合併契

約の承認〔一般法人

189 ② 六〕 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 総会の権限 

 社団法人の事務は、定

款で理事その他の役員に

委任したものを除き、す

べて総会の決議によって

行う〔旧民63〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 評議員会の権限（特例財

団法人の評議会の権限等

に関する特則） 

 特例財団法人の評議員

会は、〔一般法人整備法〕

に規定する事項並びに定

款で定めた事項に限り、

決議をすることができる

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員総会は、社員に剰余

金を分配する旨の決議を

することができない〔一

般法人35 ③〕。 

・ 一般社団法人及び一般財

団法人に関する法律の規

定により社員総会の決議

を必要とする事項につい

て、理事、理事会その他

の社員総会以外の機関が

決定することができるこ

とを内容とする定款の定

めは、その効力を有しな

い〔一般法人35 ④〕。 

 

・ 社員総会の権限 

a.理事会を設置しない場

合 

 社員総会は、一般社団

法人及び一般財団法人に

関する法律に規定する事

項及び一般社団法人の組

織、運営、管理その他一

 

・ 〔一般法人189 ①・189 

②〕の決議（普通決議・

特別決議）について、特

別の利害関係を有する評

議員は、議決に加わるこ

とができない〔一般法人

189 ③〕。 

 

 

 

 

・ 一般社団法人及び一般財

団法人に関する法律の規

定により評議員会の決議

を必要とする事項につい

て、理事、理事会その他

の評議員会以外の機関が

決定することができるこ

とを内容とする定款の定

めは、その効力を有しな

い〔一般法人178 ③〕。 

 

・ 評議員会の権限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 社員総会は、社員に剰余

金を分配する旨の決議を

することができない〔一

般法人35 ③〕。 

・ 一般社団法人及び一般財

団法人に関する法律の規

定により社員総会の決議

を必要とする事項につい

て、理事、理事会その他

の社員総会以外の機関が

決定することができるこ

とを内容とする定款の定

めは、その効力を有しな

い〔一般法人35 ④〕。 

 

・ 社員総会の権限 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 〔一般法人189 ①・189 

②〕の決議（普通決議・

特別決議）について、特

別の利害関係を有する評

議員は、議決に加わるこ

とができない〔一般法人

189 ③〕。 

 

 

 

 

・ 一般社団法人及び一般財

団法人に関する法律の規

定により評議員会の決議

を必要とする事項につい

て、理事、理事会その他

の評議員会以外の機関が

決定することができるこ

とを内容とする定款の定

めは、その効力を有しな

い〔一般法人178 ③〕。 

 

・ 評議員会の権限 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔一般法人178 ②, 一般

法人整備法93 ①〕。 

 特例財団法人について

は、〔一般法人180 ②・

187・188〕の規定は、適

用しない〔一般法人整備

法93 ②〕。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

般社団法人に関する一切

の事項について決議をす

ることができる〔一般法

人35 ①〕。 

 

b.理事会を設置する場合 

 社員総会は、一般社団

法人及び一般財団法人に

関する法律に規定する事

項及び定款で定めた事項

に限り、決議をすること

ができる〔一般法人35 

②〕。 

 上記〔一般法人35 ②〕

における「一般社団法人

及び一般財団法人に関す

る法律に規定する決議事

項(普通決議)」(一部) 

イ 理事・監事・会計監

査人の選任〔一般法人

63 ①〕 

ロ 理事・会計監査人の

解任〔一般法人70 ①〕

（監事の地位の安定を

図るため、監事の解任

は特別決議事項） 

ハ 理事の任期の短縮

〔一般法人66〕 

ニ 理事・監事の報酬等

（定款にその額を定め

ていないとき）〔一般

 

 

 

 

 

 

 評議員会は、一般社団

法人及び一般財団法人に

関する法律に規定する事

項及び定款で定めた事項

に限り、決議をすること

ができる〔一般法人178 

②〕。 

 上記〔一般法人178 ②〕

における「一般社団法人

及び一般財団法人に関す

る法律に規定する決議事

項(普通決議)」(一部) 

イ 理事・監事・会計監

査人の選任〔一般法人

177・63 ①〕 

ロ 理事・会計監査人の

解任〔一般法人176〕（監

事の地位の安定を図る

ため、監事の解任は特

別決議事項） 

ハ 理事・監事の報酬等

（定款にその額を定め

ていないとき）〔一般

法人197・89・105 ①〕 

二 法人に対する損害賠

 

 

 

 

 

 

 社員総会は、一般社団

法人及び一般財団法人に

関する法律に規定する事

項及び定款で定めた事項

に限り、決議をすること

ができる〔一般法人35 

②〕。 

 上記〔一般法人35 ②〕

における「一般社団法人

及び一般財団法人に関す

る法律に規定する決議事

項(普通決議)」(一部) 

イ 理事・監事・会計監

査人の選任〔一般法人

63 ①〕 

ロ 理事・会計監査人の

解任〔一般法人70 ①〕

（監事の地位の安定を

図るため、監事の解任

は特別決議事項） 

ハ 理事の任期の短縮

〔一般法人66〕 

ニ 理事・監事の報酬等

（定款にその額を定め

ていないとき、）〔一

 

 

 

 

 

 

 評議員会は、一般社団

法人及び一般財団法人に

関する法律に規定する事

項及び定款で定めた事項

に限り、決議をすること

ができる〔一般法人178 

②〕。 

 上記〔一般法人178 ②〕

における「一般社団法人

及び一般財団法人に関す

る法律に規定する決議事

項(普通決議)」(一部) 

イ 理事・監事・会計監

査人の選任〔一般法人

177・63 ①〕 

ロ 理事・会計監査人の

解任〔一般法人176〕

（監事の地位の安定

を図るため、監事の解

任は特別決議事項） 

ハ 理事・監事の報酬等

（定款にその額を定

めていないとき）〔一

般法人197・89・105 

①〕 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人89・105 ①〕 

ホ 法人に対する損害賠

償責任の一部免除を受

けた理事・監事・会計

監査人に対する退職慰

労金等の支給〔一般法

人113 ④・114 ⑤・115 

⑤〕 

ヘ 計算書類（貸借対照

表及び損益計算書）、

財産目録及びキャッシ

ュ・フロー計算書の承

認〔一般法人127〕に適

用する場合は除く）〔一

般法人126 ②・公益法

人則33 ①〕 

ト 理事・監事・会計監

査人が当該社員総会に

提出し、又は提供した

資料を調査する者の選

任〔一般法人55 ①〕 

チ 社員による社員総会

の招集の請求〔一般法

人37〕の規定により招

集された社員総会にお

ける法人の業務及び財

産の状況を調査する者

の選任〔一般法人55 

②〕 

リ 基金の返還〔一般法

人141 ①〕 

償責任の一部免除を受

けた理事・監事・会計

監査人に対する退職慰

労金等の支給〔一般法

人198・ 113 ④・ 114 

⑤・115 ⑤〕 

ホ 計算書類（貸借対照

表及び損益計算書）、

財産目録及びキャッシ

ュ・フロー計算書の承

認〔一般法人127〕に適

用する場合は除く）〔一

般法人199・126 ②、公

益法規第33 ①〕 

ヘ 理事・監事・会計監

査人が評議員会に提出

し、又は提供した資料

を調査する者の選任

〔一般法人191〕 

ト 評議員による評議員

会の招集の請求〔一般

法第180条〕の規定によ

り招集された評議員会

における法人の業務及

び財産の状況を調査す

る者の選任〔一般法人

191 ②〕 

 

 

 

 

般法人89・105 ①〕 

ホ 法人に対する損害賠

償責任の一部免除を受

けた理事・監事・会計

監査人に対する退職慰

労金等の支給〔一般法

人113 ④・114 ⑤・115 

⑤〕 

ヘ 計算書類（貸借対照

表及び損益計算書）、

財産目録及びキャッシ

ュ・フロー計算書の承

認〔一般法人127〕に適

用する場合は除く）〔一

般法人126 ②・公益法

人則33 ①〕 

ト 理事・監事・会計監

査人が当該社員総会に

提出し、又は提供した

資料を調査する者の選

任〔一般法人55 ①〕 

チ 社員による社員総会

の招集の請求〔一般法

人37〕の規定により招

集された社員総会にお

ける法人の業務及び財

産の状況を調査する者

の選任〔一般法人55 

②〕 

リ 基金の返還〔一般法

人141 ①〕 

二 法人に対する損害賠

償責任の一部免除を

受けた理事・監事・会

計監査人に対する退

職慰労金等の支給〔一

般法人198・113 ④・

114 ⑤・115 ⑤〕 

ホ 計算書類（貸借対照

表及び損益計算書）、

財産目録及びキャッ

シュ・フロー計算書の

承認〔一般法人127〕

に適用する場合は除

く）〔一般法人199・

126 ②、公益法規第33 

①〕 

ヘ 理事・監事・会計監

査人が評議員会に提

出し、又は提供した資

料を調査する者の選

任〔一般法人191〕 

ト 評議員による評議員

会の招集の請求〔一般

法第180条〕の規定に

より招集された評議

員会における法人の

業務及び財産の状況

を調査する者の選任

〔一般法人191 ②〕 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

・ 総会の決議事項 

 総会においては、〔旧

民62〕の規定によりあら

かじめ通知をした事項に

ついてのみ、決議をする

ことができる。ただし、

定款に別段の定めがある

ときは、この限りでない

〔旧民64〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※〔一般法人整備法〕の規

定による経過措置 

・ 社員総会の権限及び手続

に関する経過措置 

 施行日（平成20年12月1

日）前に社員総会の招集

の手続が開始された場合

におけるその社員総会に

相当する〔一般法人整備

法40 ①〕又は〔一般法人

整備法41 ①〕の規定によ

り存続する一般社団法人

の社員総会の権限及び手

続については、なお従前

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 理事会設置一般社団法

人においては、社員総会

は、〔一般法人38 ①・38 

②〕に掲げる事項以外の

事項（あらかじめ社員総

会の目的とされた事項以

外の事項）については、

決議することができない

〔一般法人49 ③ 本文〕。 

 ただし、〔一般法人55 

①〕若しくは〔一般法人

55 ②〕に規定する者の選

任又は〔一般法人109 ②〕

の会計監査人の出席を求

めることについては、こ

の限りではない〔一般法

人49 ③ただし書〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評議員会は、〔一般法

人181 ①・181 ②〕に掲

げる事項以外の事項（あ

らかじめ評議員会の目的

とされた事項以外の事

項）については、決議す

ることができない〔一般

法人189 ④ 本文〕。 

 ただし、〔一般法人191 

①〕若しくは〔一般法人

191 ②〕に規定する者の

選任又は〔一般法人197 

②・109 ②〕の会計監査

人の出席を求めることに

ついては、この限りでは

ない〔一般法人189 ④た

だし書〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 理事会設置一般社団法

人においては、社員総会

は、〔一般法人38 ①・38 

②〕に掲げる事項以外の

事項（あらかじめ社員総

会の目的とされた事項以

外の事項）については、

決議することができない

〔一般法人49 ③ 本文〕。 

 ただし、〔一般法人55 

①〕若しくは〔一般法人

55 ②〕に規定する者の選

任又は〔一般法人109 ②〕

の会計監査人の出席を求

めることについては、こ

の限りではない〔一般法

人49 ③ただし書〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評議員会は、〔一般法

人181 ①・181 ②〕に掲

げる事項以外の事項（あ

らかじめ評議員会の目的

とされた事項以外の事

項）については、決議す

ることができない〔一般

法人189 ④ 本文〕。 

 ただし、〔一般法人191 

①〕若しくは〔一般法人

191 ②〕に規定する者の

選任又は〔一般法人197 

②・109 ②〕の会計監査

人の出席を求めることに

ついては、この限りでは

ない〔一般法人189 ④た

だし書〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

の例による〔一般法人整

備法83〕。 

・ 社員総会の決議に関する

経過措置 

 施行日前に旧社団法人

の社員総会が旧民法の規

定に基づいてした決議

は、当該決議があった日

に、〔一般法人整備法40 

①〕又は〔一般法人整備

法41 ①〕の規定により存

続する一般社団法人の社

員総会が一般社団法人及

び一般財団法人に関する

法律の相当規定に基づい

てした決議とみなす〔一

般法人整備法84〕。 

・ 社員の議決権等に関する

経過措置 

 特例社団法人の社員の

議決権、社員総会の決議

及び議決権の行使（電磁

的方法により行使する場

合を除く。）については、

なお従前の例による〔一

般法人整備法85 本文〕。 

 ただし、理事会設置特

例社団法人については、

〔一般法人49 ③〕の規定

を適用する〔一般法人整

備法85ただし書〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

・ 社員総会の権限等に関す

る特則 

 特例社団法人の社員総

会の権限、招集、理事等

の説明義務及び決議の省

略については、〔一般法

人35 ①・35 ②・35 ④〕

中「この法律」とあるの

は「この法律及び一般社

団法人及び一般財団法人

に関する法律及び公益社

団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の

施行に伴う関係法律の整

備等に関する法律」と、

〔35 ①・35 ②〕中「及

び」とあるのは「並びに」

と、〔一般法人36 ①〕中

「毎事業年度の終了後一

定の時期に」とあるのは

「少なくとも毎年1回」

と、〔一般法人37 ①〕中

「議決権の10分の1（5分

の1以下の割合を定款で

定めた場合にあっては、

その割合）以上の議決権

を有する」とあるのは「5

分の1（これと異なる割合

を定款で定めた場合にあ

っては、その割合）以上

の」と、「事項及び招集
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

の理由」とあるのは「事

項」と、〔一般法人39 ①〕

中「一週間（理事会設置

一般社団法人以外の一般

社団法人において、これ

を下回る期間を定款で定

めた場合にあっては、そ

の期間）前」とあるのは

「5日前」と、「対して」

とあるのは「対して、定

款で定めた方法に従っ

て」と、〔39 ④〕中「前

条第1項各号」とあるのは

「前条第1項第1号、第2

号及び第4号」と、〔一般

法人53〕中「理事（監事

設置一般社団法人にあっ

ては、理事及び監事）」

とあるのは「理事会若し

くは会計監査人を置く特

例社団法人（〔一般法人

整備法42 ①〕に規定する

特例社団法人をいう。）

又は施行日以後に監事を

置いた特例社団法人の理

事及び監事」と、〔一般

法人58 ①〕中「理事又は

社員」とあるのは「理事」

とする〔一般法人整備法

86 ①〕。 

 特例社団法人について
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

は、〔一般法人37 ②・38 

① 三・38 ① 五・43～

47・55・57〕の規定は、

適用しない〔一般法人整

備法86 ②〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.理事 

 

 

※旧民法には、社団法人に

おいて、理事会を置くこ

とを定めた規定がない

（本表「機関等」欄を参

照）。 

 

・ 理事の員数 

 法人には、1人又は数人

の理事を置かなければな

らない〔旧民52 ①〕。 

 理事の定数は、法人の

事業規模、事業内容等法

人の実態からみて適正な

数とし、上限と下限の幅

が大きすぎないこと〔指

導監督基準4 ① 一〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※旧民法には、財団法人に

おいて、理事会を置くこ

とを定めた規定がない

（本表「機関等」欄を参

照）。 

 

・ 理事の員数 

 法人には、1人又は数人

の理事を置かなければな

らない〔旧民52 ①〕。 

 理事の定数は、法人の

事業規模、事業内容等法

人の実態からみて適正な

数とし、上限と下限の幅

が大きすぎないこと〔指

導監督基準4 ① 一〕。 

 

 理事会を置かない特例

財団法人には、1人又は2

人以上の理事を置かなけ

ればならない〔一般法人

整備法91〕。 

 

 

a. 理事会を設置しない場

合 

※理事会は、一般社団法

人及び一般財団法人に

関する法律における任

意機関である（本表「機

関等」欄を参照）。 

 

・ 理事の員数 

 一般社団法人には、1

人又は2人以上の理事

を置かなければならな

い〔一般法人60 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事は、業務執行機関

である。 

 

 

※一般財団法人には、理事

会を設置しなければなら

ない（本表「機関等」欄

を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一般社団法人が公益認定

の申請をするためには、

理事会を設置しなければ

ならない（本表「機関等」

欄を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一般財団法人には、理事

会を設置しなければなら

ないので、当然のことと

して公益財団法人には理

事会が置かれる（本表「機

関等」欄を参照）。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

・ 代表理事（各自代表） 

 理事は、法人のすべて

の事務について、法人を

代表する〔旧民53本文〕。

ただし、定款の規定又は

寄付行為の趣旨に反する

ことはできず、また、社

団法人にあっては総会の

決議に従わなければなら

ない〔旧民53ただし書〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 代表理事（各自代表） 

 理事は、法人のすべて

の事務について、法人を

代表する〔旧民53本文〕。 

 ただし、定款の規定又

は寄付行為の趣旨に反す

ることはできない〔旧民

53ただし書〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 理事は、定款に定め

がある場合を除き、一

般社団法人（理事会設

置一般社団法人を除

く。）の業務を執行す

る〔一般法人76 ①〕。 

・ 代表理事（各自代表） 

 理事は、一般社団法

人を代表する〔一般法

人77 ① 本文〕。 

 理事が2人以上ある

場合には、理事は、各

自、一般社団法人を代

表する〔一般法人 77 

②〕。 

 代表理事は、一般社

団法人の業務に関する

一切の裁判上又は裁判

外の行為をする権限を

有する〔一般法人 77 

④〕。 

・ 代表理事の選定 

 理事会を設置しない

一般社団法人の場合、

理事全員が代表理事で

ある(代表権を有する)

が、他に代表理事その

他一般社団法人を代表

する者を定めた場合

は、その者が法人を代

表する権限を有し、他
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の理事は、代表権を失

う〔一般法人77 ①ただ

し書〕。 

 一般社団法人（理事

会設置一般社団法人を

除く。）は、定款、定

款の定めに基づく理事

の互選又は社員総会の

決議によって、理事の

中から代表理事を定め

ることができる〔一般

法人77 ③〕。 

 

b. 理事会を設置する場合 

・ 理事の員数 

 理事会設置一般社団

法人においては、理事

は、3人以上でなければ

ならない〔一般法人65 

③〕 

・ 理事は、理事会の構成

員である。 

 理事会は、すべての

理事で組織する〔一般

法人90 ①〕。 

・ 理事会設置一般社団法

人においては、理事会

を設置しない一般社団

法人のように、理事で

あるということだけ

で、業務執行の権限お

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の員数 

 一般財団法人において

は、理事は、3人以上でな

ければならない〔一般法

人177・65 ③〕。 

 

・ 理事は、理事会の構成員

である。 

 理事会は、すべての理

事で組織する〔一般法人

197・90 ①〕。 

・ 一般財団法人において

は、理事であるというこ

とだけで、業務執行の権

限および代表権が与えら

れるわけではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の員数 

 理事会設置一般社団法

人においては、理事は、3

人以上でなければならな

い〔一般法人65 ③〕 

 

・ 理事は、理事会の構成員

である。 

 理事会は、すべての理

事で組織する〔一般法人

90 ①〕。 

・ 理事会設置一般社団法人

においては、理事会を設

置しない一般社団法人の

ように、理事であるとい

うことだけで、業務執行

の権限および代表権が与

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の員数 

 一般財団法人において

は、理事は、3人以上でな

ければならない〔一般法

人177・65 ③〕。 

 

・ 理事は、理事会の構成員

である。 

 理事会は、すべての理

事で組織する〔一般法人

197・90 ①〕。 

・ 一般財団法人において

は、理事であるというこ

とだけで、業務執行の権

限および代表権が与えら

れるわけではない。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よび代表権が与えられ

るわけではない。 

・ 代表理事 

 理事会は、理事の中

から代表理事を選定し

なければならない〔一

般法人 90 ②  三 , 90 

③〕。 

 代表理事は、業務執

行機関である〔一般法

人91 ① 一〕 

 代表理事は、一般社

団法人の業務に関する

一切の裁判上又は裁判

外の行為をする権限を

有する〔一般法人 77 

④〕。 

・ 法人の業務の執行 

 次に掲げる理事は、

理事会設置一般社団法

人の業務を執行する

〔一般法人91 ①〕。 

一 代表理事〔一般法

人91 ① 一〕 

二 代表理事以外の理

事であって、理事会

の決議によって理事

会設置一般社団法人

の業務を執行する理

事（業務執行理事）

として選定されたも

 

 

・ 代表理事 

 理事会は、理事の中か

ら代表理事を選定しなけ

ればならない〔一般法人

197・90 ② 三・90 ③〕。 

 

 代表理事は、業務執行

機関である〔一般法人

197・91 一〕 

 代表理事は、一般財団

法人の業務に関する一切

の裁判上又は裁判外の行

為をする権限を有する

〔一般法人197・77 ④〕。 

 

・ 法人の業務の執行 

 次に掲げる理事は、一

般財団法人の業務を執行

する〔一般法人197・91 

①〕。 

一 代表理事〔一般法人

197・91 ① 一〕 

二 代表理事以外の理事

であって、理事会の決

議によって一般財団

法人の業務を執行す

る理事（業務執行理

事）として選定された

もの〔一般法人197・

えられるわけではない。 

 

・ 代表理事 

 理事会は、理事の中か

ら代表理事を選定しなけ

ればならない〔一般法人

90 ② 三, 90 ③〕。 

 

 代表理事は、業務執行

機関である〔一般法人91 

一〕 

 代表理事は、一般社団

法人の業務に関する一切

の裁判上又は裁判外の行

為をする権限を有する

〔一般法人77 ④〕。 

 

・ 法人の業務の執行 

 次に掲げる理事は、理

事会設置一般社団法人の

業務を執行する〔一般法

人91 ①〕。 

一 代表理事〔一般法人

91 ① 一〕 

二 代表理事以外の理事

であって、理事会の決

議によって理事会設

置一般社団法人の業

務を執行する理事（業

務執行理事）として選

定されたもの〔一般法

 

 

・ 代表理事 

 理事会は、理事の中か

ら代表理事を選定しなけ

ればならない〔一般法人

197・90 ② 三・90 ③〕。 

 

 代表理事は、業務執行

機関である〔一般法人

197・91 一〕 

 代表理事は、一般財団

法人の業務に関する一切

の裁判上又は裁判外の行

為をする権限を有する

〔一般法人197・77 ④〕。 

 

・ 法人の業務の執行 

 次に掲げる理事は、一

般財団法人の業務を執行

する〔一般法人197・91 

①〕。 

一 代表理事〔一般法人

197・91 ① 一〕 

二 代表理事以外の理事

であって、理事会の決

議によって一般財団

法人の業務を執行す

る理事（業務執行理

事）として選定された

もの〔一般法人197・
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の任免等 

 理事の任免に関する規

定は定款の必要記載事項

である〔旧民37 五〕。（本

表「法人の設立」欄を参

照） 

 特例社団法人の理事

は、総会で選任すること

〔 指 導 監 督 基 準 4 ① 

二〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の任免等 

 理事の任免等に関する

規定は寄附行為の必要記

載事項である〔旧民39 

五〕。（本表「法人の設

立」欄を参照） 

 特例財団法人の理事

は、原則として評議員会

で選任すること〔指導監

督基準4 ① 二〕。 

 

 

 

 

 

の〔一般法人91 ① 

二〕 

・ 代表理事と業務執行理

事は、3箇月に1回以上、

事故の職務の執行の状

況を理事会に報告しな

ければならない。ただ

し、定款で毎事業年度

に4箇月を超える間隔

で2回以上その報告を

しなければならない旨

を定めた場合は、この

限りではない〔一般法

人91 ②〕。 

 

c. a 及び b の共通事項 

・ 理事の選任 

 理事は、社員総会の

決議によって選任する

〔一般法人63 ①〕。 

・ 理事の解任 

 一般社団法人の理事

は、いつでも社員総会

の決議で解任すること

ができる〔一般法人70 

①〕。 

 

 

 

 

 

91 ① 二〕 

 

・ 代表理事と業務執行理事

は、3箇月に1回以上、事

故の職務の執行の状況を

理事会に報告しなければ

ならない。ただし、定款

で毎事業年度に4箇月を

超える間隔で2回以上そ

の報告をしなければなら

ない旨を定めた場合は、

この限りではない〔一般

法人197・91 ②〕。 

 

 

 

・ 理事の選任 

 理事は、評議員会の決

議によって選任する〔一

般法人177・63 ①〕。 

・ 理事の解任 

 理事が次のいずれかに

該当するときは、評議員

会の決議によって、その

理事を解任することがで

きる〔一般法人176 ①〕 

一 職務上の義務に違反

し、又は職務を怠った

とき〔一般法人176 ① 

一〕。 

二 心身の故障のため、

人91 ① 二〕 

 

・ 代表理事と業務執行理事

は、3箇月に1回以上、事

故の職務の執行の状況を

理事会に報告しなければ

ならない。ただし、定款

で毎事業年度に4箇月を

超える間隔で2回以上そ

の報告をしなければなら

ない旨を定めた場合は、

この限りではない〔一般

法人91 ②〕。 

 

 

 

・ 理事の選任 

 理事は、社員総会の決

議によって選任する〔一

般法人63 ①〕。 

・ 理事の解任 

 一般社団法人の理事

は、いつでも社員総会の

決議で解任することがで

きる〔一般法人70 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

91 ① 二〕 

 

・ 代表理事と業務執行理事

は、3箇月に1回以上、事

故の職務の執行の状況を

理事会に報告しなければ

ならない。ただし、定款

で毎事業年度に4箇月を

超える間隔で2回以上そ

の報告をしなければなら

ない旨を定めた場合は、

この限りではない〔一般

法人197・91 ②〕。 

 

 

 

・ 理事の選任 

 理事は、評議員会の決

議によって選任する〔一

般法人177・63 ①〕。 

・ 理事の解任 

 理事が次のいずれかに

該当するときは、評議員

会の決議によって、その

理事を解任することがで

きる〔一般法人176 ①〕 

一 職務上の義務に違反

し、又は職務を怠った

とき〔一般法人176 ① 

一〕。 

二 心身の故障のため、
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

・ 理事の任期 

 理事の任期は、原則と

して2年を基準とする〔指

導監督基準4 ① 三〕。 

 理事の任期の満了又は

辞任に伴う後任理事の選

任については、速やかに

行うものとし、後任の理

事が選任されるまでの

間、なお職務を行う義務

があることを定めること

〔 指 導 監 督 基 準 4 ① 

四〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の任期 

 理事の任期は、原則と

して2年を基準とする〔指

導監督基準4 ① 三〕。 

 理事の任期の満了又は

辞任に伴う後任理事の選

任については、速やかに

行うものとし、後任の理

事が選任されるまでの

間、なお職務を行う義務

があることを定めること

〔 指 導 監 督 基 準 4 ① 

四〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の任期 

 理事の任期は、選任

後2年以内に終了する

事業年度のうち最終の

ものに関する定時社員

総会の終結の時までと

する。ただし、定款又

は社員総会の決議によ

って、その任期を短縮

することを妨げない

〔一般法人66〕。 

 

 

・ 理事の資格等 

 次に掲げるものは理

事になることができな

い〔一般法人65 ①〕。 

一 法人〔一般法人65 

① 一〕 

二 成年被後見人若し

くは被保佐人又は外

国の法令上これらと

同様に取り扱われて

いる者〔一般法人65 

① 二〕 

三 一般社団法人及び

一般財団法人に関す

職務の執行に支障が

あり、又はこれに絶え

ないとき〔一般法人

176 ① 二〕。 

・ 理事の任期 

 理事の任期は、選任後2

年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関

する評議員会の終結の時

までとする。ただし、定

款によって、その任期を

短縮することを妨げない

〔一般法人177・66〕。 

 

 

 

 

・ 理事の資格等 

 次に掲げる者は、理事

になることができない

〔一般法人177・65 ①〕。 

一 法人〔一般法人177・

65 ① 一〕 

二 成年被後見人若しく

は被保佐人又は外国

の法令上これらと同

様に取り扱われてい

る者〔一般法人177・

65 ① 二〕 

三 一般社団法人及び一

般財団法人に関する

 

 

 

 

・ 理事の任期 

 理事の任期は、選任後2

年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関

する定時社員総会の終結

の時までとする。ただし、

定款又は社員総会の決議

によって、その任期を短

縮することを妨げない

〔一般法人66〕。 

 

 

 

・ 理事の資格等 

 次に掲げるものは理事

になることができない

〔一般法人65 ①〕。 

一 法人〔一般法人65 ①

一〕 

二 成年被後見人若しく

は被保佐人又は外国

の法令上これらと同

様に取り扱われてい

る者〔一般法人65 ① 

二〕 

三 一般社団法人及び一

般財団法人に関する

職務の執行に支障が

あり、又はこれに絶え

ないとき〔一般法人

176 ① 二〕。 

・ 理事の任期 

 理事の任期は、選任後2

年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関

する評議員会の終結の時

までとする。ただし、定

款によって、その任期を

短縮することを妨げない

〔一般法人177・66〕。 

 

 

 

 

・ 理事の資格等 

 次に掲げる者は、理事

になることができない

〔一般法人177・65 ①〕。 

一 法人〔一般法人177・

65 ① 一〕 

二 成年被後見人若しく

は被保佐人又は外国

の法令上これらと同

様に取り扱われてい

る者〔一般法人177・65 

① 二〕 

三 一般社団法人及び一

般財団法人に関する
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る法律若しくは会社

法の規定に違反し、

又は 民事 再生 法第

255条、第256条、第

258条から第260条ま

で若しくは第262条

の罪、外国倒産処理

手続の承認援助に関

する法律第65条、第

66条、第68条若しく

は第69条の罪、会社

更生法第266条、第

267条、第269条から

第271条まで若しく

は第273条の罪若し

くは破産法第265条、

第266条、第268条か

ら第272条まで若し

くは第274条の罪を

犯し、刑に処せられ、

その執行を終わり、

又はその執行を受け

ることがなくなった

日から2年を経過し

ない者〔一般法人65 

① 三〕 

四 前号〔一般法人65 

① 三〕に規定する法

律の規定以外の法令

の規定に違反し、禁

錮以上の刑に処せら

法律若しくは会社法

の規定に違反し、又は

民事再生法第255条、

第256条、第258条から

第260条まで若しくは

第262条の罪、外国倒

産処理手続の承認援

助に関する法律第65

条、第66条、第68条若

しくは第69条の罪、会

社更生法第266条、第

267条、第269条から第

271条まで若しくは第

273条の罪若しくは破

産法第265条、第266

条、第268条から第272

条まで若しくは第274

条の罪を犯し、刑に処

せられ、その執行を終

わり、又はその執行を

受けることがなくな

った日から2年を経過

しない者〔一般法人

177・65 ① 三〕 

四 前号〔一般法人65 ①

三〕に規定する法律の

規定以外の法令の規

定に違反し、禁錮以上

の刑に処せられ、その

執行を終わるまで又

はその執行を受ける

法律若しくは会社法

の規定に違反し、又は

民事再生法第255条、

第256条、第258条から

第260条まで若しくは

第262条の罪、外国倒

産処理手続の承認援

助に関する法律第65

条、第66条、第68条若

しくは第69条の罪、会

社更生法第266条、第

267条、第269条から第

271条まで若しくは第

273条の罪若しくは破

産法第265条、第266

条、第268条から第272

条まで若しくは第274

条の罪を犯し、刑に処

せられ、その執行を終

わり、又はその執行を

受けることがなくな

った日から2年を経過

しない者〔一般法人65 

① 三〕 

四 前号〔一般法人65 ①

三〕に規定する法律の

規定以外の法令の規

定に違反し、禁錮以上

の刑に処せられ、その

執行を終わるまで又

はその執行を受ける

法律若しくは会社法

の規定に違反し、又は

民事再生法第255条、

第256条、第258条から

第260条まで若しくは

第262条の罪、外国倒

産処理手続の承認援

助に関する法律第65

条、第66条、第68条若

しくは第69条の罪、会

社更生法第266条、第

267条、第269条から第

271条まで若しくは第

273条の罪若しくは破

産法第265条、第266

条、第268条から第272

条まで若しくは第274

条の罪を犯し、刑に処

せられ、その執行を終

わり、又はその執行を

受けることがなくな

った日から2年を経過

しない者〔一般法人

177・65 ① 三〕 

四 前号〔一般法人65 ①

三〕に規定する法律の

規定以外の法令の規

定に違反し、禁錮以上

の刑に処せられ、その

執行を終わるまで又

はその執行を受ける
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の構成 

 理事のうち、同一の親

族（3親等以内の親族及び

この者と特別の関係にあ

る者）、特定の企業の関

係者（役員、使用人、大

株主等）、所管する官庁

の出身者（所管する官庁

において常勤の職員とし

て職務に従事した者とす

る。ただし、専ら教育、

研究、医療に従事した者

及び当該官庁における勤

務が一時的（原則として、

任期の定めのある場合は

1期、任期の定めのない場

合は3年程度以下）であっ

た者は除く。）が占める

割合は、それぞれ理事現

在数の3分の1以下とする

こと。また、同一の業界

の関係者が占める割合

は、理事現在数の2分の1

以下とすること〔指導監

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の構成 

 理事のうち、同一の親

族（3親等以内の親族及び

この者と特別の関係にあ

る者）、特定の企業の関

係者（役員、使用人、大

株主等）、所管する官庁

の出身者（所管する官庁

において常勤の職員とし

て職務に従事した者とす

る。ただし、専ら教育、

研究、医療に従事した者

及び当該官庁における勤

務が一時的（原則として、

任期の定めのある場合は

1期、任期の定めのない場

合は3年程度以下）であっ

た者は除く。）が占める

割合は、それぞれ理事現

在数の3分の1以下とする

こと。また、同一の業界

の関係者が占める割合

は、理事現在数の2分の1

以下とすること〔指導監

れ、その執行を終わ

るまで又はその執行

を受けることがなく

なるまでの者（刑の

執行猶予中の者を除

く。）〔一般法人65 ① 

四〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことがなくなるまで

の者（刑の執行猶予中

の者を除く。）〔一般

法人177・65 ① 四〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことがなくなるまで

の者（刑の執行猶予中

の者を除く。）〔一般

法人65 ① 四〕 

 

 

 

・ 理事の構成 

 公益認定の申請をする

一般社団法人にあって

は、各理事について、当

該理事及びその配偶者又

は3親等内の親族（これら

の者に準ずるものとして

当該理事と政令で定める

特別の関係がある者を含

む。）である理事の合計

数が理事の総数の3分の1

を超えないものであるこ

と〔公益法人5 十〕。 

 〔公益法人5 十〕の政

令で定める理事と特別の

関係がある者は、次に掲

げる者とする〔公益法人

令4〕。 

一 当該理事と婚姻の届

出をしていないが事

実上婚姻関係と同様

の事情にある者〔公益

法人令4 一〕 

二 当該理事の使用人

ことがなくなるまで

の者（刑の執行猶予中

の者を除く。）〔一般

法人177・65 ① 四〕 

 

 

 

・ 理事の構成 

 公益認定の申請をする

一般財団法人にあって

は、各理事について、当

該理事及びその配偶者又

は3親等内の親族（これら

の者に準ずるものとして

当該理事と政令で定める

特別の関係がある者を含

む。）である理事の合計

数が理事の総数の3分の1

を超えないものであるこ

と〔公益法人5 十〕。 

 〔公益法人5 十〕の政

令で定める理事と特別の

関係がある者は、次に掲

げる者とする〔公益法人

令4〕。 

一 当該理事と婚姻の届

出をしていないが事

実上婚姻関係と同様

の事情にある者〔公益

法人令4 一〕 

二 当該理事の使用人
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

督基準4 ① 五〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

督基準4 ① 五〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔公益法人令4 二〕 

三 一、二に掲げる者以

外の者であって、当該

理事から受ける金銭

その他の財産によっ

て生計を維持してい

るもの〔公益法人令4 

三〕 

四 二、三に掲げる者の

配偶者〔公益法人令4 

四〕 

五 一から三までに掲げ

る者の3親等内の親族

であって、これらの者

と生計を一にするも

の〔公益法人令4 五〕 

 

 公益認定の申請をする

一般社団法人にあって

は、他の同一の団体（公

益法人又はこれに準ずる

ものとして政令で定める

ものを除く。）の理事又

は使用人である者その他

これに準ずる相互に密接

な関係にあるものとして

政令で定める者である理

事の合計数が理事の総数

の3分の1を超えないもの

であること〔公益法人5 

十一〕。 

〔公益法人令4 二〕 

三 一、二に掲げる者以

外の者であって、当該

理事から受ける金銭

その他の財産によっ

て生計を維持してい

るもの〔公益法人令4 

三〕 

四 二、三に掲げる者の

配偶者〔公益法人令4 

四〕 

五 一から三までに掲げ

る者の3親等内の親族

であって、これらの者

と生計を一にするも

の〔公益法人令4 五〕 

 

 公益認定の申請をする

一般社団法人にあって

は、他の同一の団体（公

益法人又はこれに準ずる

ものとして政令で定める

ものを除く。）の理事又

は使用人である者その他

これに準ずる相互に密接

な関係にあるものとして

政令で定める者である理

事の合計数が理事の総数

の3分の1を超えないもの

であること〔公益法人5 

十一〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔公益法人5 十一〕の

政令で定める相互に密接

な関係にある者は、次に

掲げる者とする〔公益法

人令5〕。 

一 他の同一の団体の理

事以外の役員（法人で

ない団体で代表者又

は管理人の定めのあ

るものにあっては、そ

の代表者又は管理人）

又は業務を執行する

社員である者〔公益法

人令5 一〕 

二 次に掲げる団体にお

いてその職員（国会議

員及び地方公共団体

の 議 会 の 議 員 を 除

く。）である者〔公益

法人令5 二〕 

イ 国の機関〔公益法

人令5 二のイ〕 

ロ 地方公共団体〔公

益法人令5 二のロ〕 

ハ 独立行政法人〔公

益法人令5 二のハ〕 

ニ 国立大学法人又

は大学共同利用機

関法人〔公益法人令

5 二の二〕 

ホ 地方独立行政法

 〔公益法人5 十一〕の

政令で定める相互に密接

な関係にある者は、次に

掲げる者とする〔公益法

人令5〕。 

一 他の同一の団体の理

事以外の役員（法人で

ない団体で代表者又

は管理人の定めのあ

るものにあっては、そ

の代表者又は管理人）

又は業務を執行する

社員である者〔公益法

人令5 一〕 

二 次に掲げる団体にお

いてその職員（国会議

員及び地方公共団体

の 議 会 の 議 員 を 除

く。）である者〔公益

法人令5 二〕 

イ 国の機関〔公益法

人令5 二のイ〕 

ロ 地方公共団体〔公

益法人令5 二のロ〕 

ハ 独立行政法人〔公

益法人令5 二のハ〕 

ニ 国立大学法人又

は大学共同利用機

関法人〔公益法人令

5 二の二〕 

ホ 地方独立行政法
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の報酬等 

 常勤の理事の報酬及び

退職金等は、当該法人の

資産及び収支の状況並び

に民間の給与水準と比べ

て不当に高額に過ぎない

ものとすること〔指導監

督基準4 ① 六〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の報酬等 

 常勤の理事の報酬及び

退職金等は、当該法人の

資産及び収支の状況並び

に民間の給与水準と比べ

て不当に高額に過ぎない

ものとすること〔指導監

督基準4 ① 六〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の報酬等 

 理事の報酬等（報酬、

賞与その他の職務遂行

の対価として受ける財

産上の利益をいう。）

は、定款にその額を定

めていないときは、社

員総会の決議によって

定める〔一般法人89〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事の報酬等 

 理事の報酬等（報酬、

賞与その他の職務遂行の

対価として受ける財産上

の利益をいう。）は、定

款にその額を定めていな

いときは、評議員会の決

議によって定める〔一般

法人197・89〕。 

 

 

 

 

 

人〔公益法人令5 二

のホ〕 

ヘ 特殊法人（特別の

法律により特別の

設立行為をもって

設立された法人で

あって、総務省設置

法第4条第15号の規

定の適用を受ける

ものをいう。）又は

認可法人（特別の法

律により設立され、

かつ、その設立に関

し行政官庁の認可

を要する法人をい

う。）〔公益法人令

5 二のヘ〕 

・ 理事の報酬等 

 理事の報酬等（報酬、

賞与その他の職務遂行の

対価として受ける財産上

の利益をいう。）は、定

款にその額を定めていな

いときは、社員総会の決

議によって定める〔一般

法人89〕。 

 公益認定の申請をする

一般社団法人にあって

は、理事に対する報酬等

（報酬、賞与その他の職

務遂行の対価として受け

人〔公益法人令5 二

のホ〕 

ヘ 特殊法人（特別の

法律により特別の

設立行為をもって

設立された法人で

あって、総務省設置

法第4条第15号の規

定の適用を受ける

ものをいう。）又は

認可法人（特別の法

律により設立され、

かつ、その設立に関

し行政官庁の認可

を要する法人をい

う。）〔公益法人令

5 二のヘ〕 

・ 理事の報酬等 

 理事の報酬等（報酬、

賞与その他の職務遂行の

対価として受ける財産上

の利益をいう。）は、定

款にその額を定めていな

いときは、評議員会の決

議によって定める〔一般

法人197・89〕。 

 公益認定の申請をする

一般財団法人にあって

は、理事に対する報酬等

（報酬、賞与その他の職

務遂行の対価として受け
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 善管注意義務 

 法人との関係におい

て受任者である理事は、

委任の本旨に従い、善良

な管理者の注意をもっ

て、委任事務を処理する

義務を負う（旧民644）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 善管注意義務 

 法人との関係におい

て受任者である理事は、

委任の本旨に従い、善良

な管理者の注意をもっ

て、委任事務を処理する

義務を負う（旧民644）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 善管注意義務 

 法人との関係におい

て受任者である理事

は、委任の本旨に従い、

善良な管理者の注意を

もって、委任事務を処

理する義務を負う〔民

644〕。 

 一般社団法人と理事

との関係は、委任に関

する規定に従う〔一般

法人64〕。 

・ 忠実義務 

 理事は、法令及び定

款並びに社員総会の決

議を遵守し、一般社団

法人のため忠実にその

職務を行わなければな

らない〔一般法人83〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 善管注意義務 

 法人との関係におい

て受任者である理事は、

委任の本旨に従い、善良

な管理者の注意をもっ

て、委任事務を処理する

義務を負う〔民644〕。 

 

 一般財団法人と理事

との関係は、委任に関す

る規定に従う〔一般法人

172 ①〕。 

・ 忠実義務 

 理事は、法令及び定款

を遵守し、一般財団法人

のため忠実にその職務

を行わなければならな

い〔一般法人197・83〕。 

 

る財産上の利益及び退職

手当をいう。）について、

内閣府令で定めるところ

により、民間事業者の役

員の報酬等及び従業員の

給与、当該法人の経理の

状況その他の事情を考慮

して、不当に高額なもの

とならないような支給の

基準を定めているもので

あること〔公益法人5 十

三〕。 

・ 善管注意義務 

 法人との関係におい

て受任者である理事は、

委任の本旨に従い、善良

な管理者の注意をもっ

て、委任事務を処理する

義務を負う〔民644〕。 

 

 一般社団法人と理事

との関係は、委任に関す

る規定に従う〔一般法人

64〕。 

・ 忠実義務 

 理事は、法令及び定款

並びに社員総会の決議

を遵守し、一般社団法人

のため忠実にその職務

を行わなければならな

い〔一般法人83〕。 

る財産上の利益及び退職

手当をいう。）について、

内閣府令で定めるところ

により、民間事業者の役

員の報酬等及び従業員の

給与、当該法人の経理の

状況その他の事情を考慮

して、不当に高額なもの

とならないような支給の

基準を定めているもので

あること〔公益法人5 十

三〕。 

・ 善管注意義務 

 法人との関係におい

て受任者である理事は、

委任の本旨に従い、善良

な管理者の注意をもっ

て、委任事務を処理する

義務を負う〔民644〕。 

 

 一般財団法人と理事

との関係は、委任に関す

る規定に従う〔一般法人

172 ①〕。 

・ 忠実義務 

 理事は、法令及び定款

を遵守し、一般財団法人

のため忠実にその職務

を行わなければならな

い〔一般法人197・83〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

・利益相反行為 

 法人と理事との利益

が相反する事項につい

ては、理事は、代理権を

有しない。この場合にお

いては、裁判所は、利害

関係人又は検察官の請

求により、特別代理人を

選任しなければならな

い〔旧民57〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・利益相反行為 

 法人と理事との利益

が相反する事項につい

ては、理事は、代理権を

有しない。この場合にお

いては、裁判所は、利害

関係人又は検察官の請

求により、特別代理人を

選任しなければならな

い〔旧民57〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 競合及び利益相反取引

の制限 

 理事は、次に掲げる

場合には、社員総会（理

事会設置一般社団法人

においては、理事会）

において、当該取引に

つき重要な事実を開示

し、その承認を受けな

ければならない〔一般

法人84 ①・92 ①〕。 

一 理事が自己又は第

三者のために一般社

団法人の事業の部類

に属する取引をしよ

うとするとき〔一般

法人84 ① 一〕。 

二 理事が自己又は第

三者のために一般社

団法人と取引をしよ

うとするとき〔一般

法人84 ① 二〕。 

三 一般社団法人が理

事の債務を保証する

ことその他理事以外

の者との間において

一般社団法人と当該

理事との利益が相反

する取引をしようと

するとき〔一般法人

84 ① 三〕。 

・ 競合及び利益相反取引

の制限 

 理事は、次に掲げる場

合には、理事会におい

て、当該取引につき重要

な事実を開示し、その承

認を受けなければなら

ない〔一般法人197・84 

①〕。 

 

 

一 理事が自己又は第三

者のために一般財団

法人の事業の部類に

属する取引をしよう

とするとき〔一般法人

197・84 ① 一〕。 

二 理事が自己又は第三

者のために一般財団

法人と取引をしよう

とするとき〔一般法人

197・84 ① 二〕。 

三 一般財団法人が理事

の債務を保証するこ

とその他理事以外の

者との間において一

般財団法人と当該理

事との利益が相反す

る取引をしようとす

る と き 〔 一 般 法 人

197・84 ① 三〕。 

・ 競合及び利益相反取引

の制限 

 理事は、次に掲げる場

合には、社員総会（理事

会設置一般社団法人に

おいては、理事会）にお

いて、当該取引につき重

要な事実を開示し、その

承認を受けなければな

ら な い 〔 一 般 法 人 84 

①・92 ①〕。 

一 理事が自己又は第三

者のために一般社団

法人の事業の部類に

属する取引をしよう

とするとき〔一般法人

84 ① 一〕。 

二 理事が自己又は第三

者のために一般社団

法人と取引をしよう

とするとき〔一般法人

84 ① 二〕。 

三 一般社団法人が理事

の債務を保証するこ

とその他理事以外の

者との間において一

般社団法人と当該理

事との利益が相反す

る取引をしようとす

るとき〔一般法人84 

① 三〕。 

・ 競合及び利益相反取引

の制限 

 理事は、次に掲げる場

合には、理事会におい

て、当該取引につき重要

な事実を開示し、その承

認を受けなければなら

ない〔一般法人197・84 

①〕。 

 

 

一 理事が自己又は第三

者のために一般財団

法人の事業の部類に

属する取引をしよう

とするとき〔一般法人

197・84 ① 一〕。 

二 理事が自己又は第三

者のために一般財団

法人と取引をしよう

とするとき〔一般法人

197・84 ① 二〕。 

三 一般財団法人が理事

の債務を保証するこ

とその他理事以外の

者との間において一

般財団法人と当該理

事との利益が相反す

る取引をしようとす

る と き 〔 一 般 法 人

197・84 ① 三〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 理事会設置一般社団

法人においては、〔一

般法人84 ①〕各号の取

引をした理事は、当該

取引後、遅滞なく、当

該取引についての重要

な事実を理事会に報告

しなければならない

〔一般法人92 ②〕。 

 

・ 理事の報告義務 

 理事は、一般社団法

人に著しい損害を及ぼ

すおそれのある事実が

あることを発見したと

きは、直ちに、当該事

実を社員（監事設置一

般社団法人にあって

は、監事）に報告しな

ければならない〔一般

法人85〕。 

・ 社員総会における説明

義務 

 理事は、社員総会に

おいて、社員から特定

の事項について説明を

求められた場合には、

当該事項について必要

な説明をしなければな

らない〔一般法人53本

文〕。 

 一般財団法人におい

ては、〔一般法人84 ①〕

各号の取引をした理事

は、当該取引後、遅滞な

く、当該取引についての

重要な事実を理事会に

報告しなければならな

い〔一般法人 197・ 92 

②〕。 

 

・ 理事の報告義務 

 理事は、一般財団法人

に著しい損害を及ぼす

おそれのある事実があ

ることを発見したとき

は、直ちに、当該事実を

監事に報告しなければ

な ら な い 〔 一 般 法 人

197・85〕。 

 

 

・ 評議員会における説明義

務 

 理事は、社員総会にお

いて、評議員から特定の

事項について説明を求め

られた場合には、当該事

項について必要な説明を

しなければならない〔一

般法人190本文〕。 

 

 理事会設置一般社団

法人においては、〔一般

法人84 ①〕各号の取引

をした理事は、当該取引

後、遅滞なく、当該取引

についての重要な事実

を理事会に報告しなけ

ればならない〔一般法人

92 ②〕。 

 

・ 理事の報告義務 

 理事は、一般社団法人

に著しい損害を及ぼす

おそれのある事実があ

ることを発見したとき

は、直ちに、当該事実を

社員（監事設置一般社団

法人にあっては、監事）

に報告しなければなら

ない〔一般法人85〕。 

 

・ 社員総会における説明義

務 

 理事は、社員総会にお

いて、社員から特定の事

項について説明を求めら

れた場合には、当該事項

について必要な説明をし

なければならない〔一般

法人53本文〕。 

 

 一般財団法人におい

ては、〔一般法人84 ①〕

各号の取引をした理事

は、当該取引後、遅滞な

く、当該取引についての

重要な事実を理事会に

報告しなければならな

い〔一般法人 197・ 92 

②〕。 

 

・ 理事の報告義務 

 理事は、一般財団法人

に著しい損害を及ぼす

おそれのある事実があ

ることを発見したとき

は、直ちに、当該事実を

監事に報告しなければ

な ら な い 〔 一 般 法 人

197・85〕。 

 

 

・ 評議員会における説明義

務 

 理事は、社員総会にお

いて、評議員から特定の

事項について説明を求め

られた場合には、当該事

項について必要な説明を

しなければならない〔一

般法人190本文〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 法人に対する損害賠償

責任 

 理事は、その任務を

怠ったときは、一般社

団法人に対し、これに

よって生じた損害を賠

償する責任を負う〔一

般法人111 ①〕。 

 〔一般法人84 ① 二, 

三〕の取引によって一

般社団法人に損害が生

じたときは、次に掲げ

る理事は、その任務を

怠ったものと推定する

〔一般法人111 ③〕。 

一 当該取引をした理

事〔一般法人111 ③ 

一〕 

二 一般社団法人が当

該取引をすることを

決定した理事〔一般

法人111 ③ 二〕 

三 当該取引に関する

理事会の承認の決議

に賛成した理事〔一

般法人111 ③ 三〕 

 

・ 第三者に対する損害賠

償責任 

 理事がその職務を行

うについて悪意又は重

・ 法人に対する損害賠償

責任 

 理事は、その任務を怠

ったときは、一般財団法

人に対し、これによって

生じた損害を賠償する

責任を負う〔一般法人

198・111 ①〕。 

 〔一般法人197・84 ① 

二・84 ① 三〕の取引に

よって一般財団法人に

損害が生じたときは、次

に掲げる理事は、その任

務を怠ったものと推定

する〔一般法人198・111 

③〕。 

一 当該取引をした理事

〔一般法人198・111 

③ 一〕 

二 一般財団法人が当該

取引をすることを決

定した理事〔一般法人

198・111 ③ 二〕 

三 当該取引に関する理

事会の承認の決議に

賛成した理事〔一般法

人198・111 ③ 三〕 

・ 第三者に対する損害賠

償責任 

 理事がその職務を行

うについて悪意又は重

・ 法人に対する損害賠償

責任 

 理事は、その任務を怠

ったときは、一般社団法

人に対し、これによって

生じた損害を賠償する

責任を負う〔一般法人

111 ①〕。 

 〔一般法人84 ① 二, 

三〕の取引によって一般

社団法人に損害が生じ

たときは、次に掲げる理

事は、その任務を怠った

ものと推定する〔一般法

人111 ③〕。 

一 当該取引をした理事

〔 一 般 法 人 111 ③ 

一〕 

二 一般社団法人が当該

取引をすることを決

定した理事〔一般法人

111 ③ 二〕 

三 当該取引に関する理

事会の承認の決議に

賛成した理事〔一般法

人111 ③ 三〕 

 

・ 第三者に対する損害賠

償責任 

 理事がその職務を行

うについて悪意又は重

・ 法人に対する損害賠償

責任 

 理事は、その任務を怠

ったときは、一般財団法

人に対し、これによって

生じた損害を賠償する

責任を負う〔一般法人

198・111 ①〕。 

 〔一般法人197・84 ① 

二・84 ① 三〕の取引に

よって一般財団法人に

損害が生じたときは、次

に掲げる理事は、その任

務を怠ったものと推定

する〔一般法人198・111 

③〕。 

一 当該取引をした理事

〔一般法人198・111 

③ 一〕 

二 一般財団法人が当該

取引をすることを決

定した理事〔一般法人

198・111 ③ 二〕 

三 当該取引に関する理

事会の承認の決議に

賛成した理事〔一般法

人198・111 ③ 三〕 

・ 第三者に対する損害賠

償責任 

 理事がその職務を行

うについて悪意又は重
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※〔指導監督基準4 ①の運

用指針(1)〕 

 理事は、法律上の代表

機関であり、また、事業

及び管理事務等の業務の

執行機関であると定めら

れている。更に、理事の

業務は、定款、社員総会

等で定められた法人の事

務及び管理事務すべてに

及ぶ。また、理事会は、

理事の意思決定を行い、

法人としての意思統一を

行う重要な場である。し

たがって、理事の定数、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※〔指導監督基準4 ①の運

用指針(1)〕 

 理事は、法律上の代表

機関であり、また、事業

及び管理事務等の業務の

執行機関であると定めら

れている。更に、理事の

業務は、定款、社員総会

等で定められた法人の事

務及び管理事務すべてに

及ぶ。また、理事会は、

理事の意思決定を行い、

法人としての意思統一を

行う重要な場である。し

たがって、理事の定数、

大な過失があったとき

は、当該理事は、これ

によって第三者に生じ

た損害を賠償する責任

を負う〔一般法人117〕。 

 

・ 連帯責任 

 理事が一般社団法人

又は第三者に生じた損

害を賠償する責任を負

う場合において、他の

理事も当該損害を賠償

する責任を負うとき

は、これらの者は、連

帯債務者とする〔一般

法人118〕。 

大な過失があったとき

は、当該理事は、これに

よって第三者に生じた

損害を賠償する責任を

負う〔一般法人 198・

117〕。 

・ 連帯責任 

 理事が一般財団法人

又は第三者に生じた損

害を賠償する責任を負

う場合において、他の理

事も当該損害を賠償す

る責任を負うときは、こ

れらの者は、連帯債務者

とする〔一般法人198・

118〕。 

大な過失があったとき

は、当該理事は、これに

よって第三者に生じた

損害を賠償する責任を

負う〔一般法人117〕。 

 

・ 連帯責任 

 理事が一般社団法人

又は第三者に生じた損

害を賠償する責任を負

う場合において、他の理

事も当該損害を賠償す

る責任を負うときは、こ

れらの者は、連帯債務者

とする〔一般法人118〕。 

大な過失があったとき

は、当該理事は、これに

よって第三者に生じた

損害を賠償する責任を

負う〔一般法人 198・

117〕。 

・ 連帯責任 

 理事が一般財団法人

又は第三者に生じた損

害を賠償する責任を負

う場合において、他の理

事も当該損害を賠償す

る責任を負うときは、こ

れらの者は、連帯債務者

とする〔一般法人198・

118〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

任期、構成、報酬、理事

会の成立要件及び議決要

件は、業務の執行が構成

に行われるように適切に

定める必要がある。 

 なお、必要に応じて会

長、理事長、専務理事、

常務理事等を置き、定款、

寄附行為の定めにより総

会や理事会の決定によっ

て代表権、職務権限を明

確にする等により適切な

執行体制を確保すること

も必要である。 

任期、構成、報酬、理事

会の成立要件及び議決要

件は、業務の執行が構成

に行われるように適切に

定める必要がある。 

 なお、必要に応じて会

長、理事長、専務理事、

常務理事等を置き、定款、

寄附行為の定めにより総

会や理事会の決定によっ

て代表権、職務権限を明

確にする等により適切な

執行体制を確保すること

も必要である。 

11.理事

会 

※理事会は定款上の任意機

関である。旧民法には、

社団法人において、理事

会を置くことを定めた規

定がない（本表「機関等」

欄を参照）。 

 

・ 理事会については、理事

の多数の意思が適正に

反映されるように、その

成立要件及び議決要件

等を定めること〔指導監

督基準4 ① 七〕。 

 

 

 

 

※理事会は寄附行為(定款)

上の任意機関である。旧

民法には、社団法人にお

いて、理事会を置くこと

を定めた規定がない（本

表「機関等」欄を参照）。 

 

・ 理事会については、理事

の多数の意思が適正に

反映されるように、その

成立要件及び議決要件

等を定めること〔指導監

督基準4 ① 七〕。 

 

 

 

 

※一般社団法人において理

事会は、一般社団法人及

び一般財団法人に関する

法律上の任意機関であ

る。本表「機関等」欄を

参照）。 

 

・ 理事会の構成 

 理事会は、すべての理

事（3人以上〔一般法人

65 ③〕）で組織する〔一

般法人90 ①〕。 

・ 代表理事の選定 

 理事会は、理事の中か

ら代表理事を選定しな

ければならない〔一般法

人90 ③〕。 

※一般財団法人には、理事

会を設置しなければなら

ない（本表の「機関等」

欄を参照）。 

 

 

 

・ 理事会の構成 

 理事会は、すべての理

事（3人以上〔一般法人

65 ③〕）で組織する〔一

般法人177・90 ①〕。 

・ 代表理事の選定 

 理事会は、理事の中か

ら代表理事を選定しな

ければならない〔一般法

人197・90 ③〕。 

※一般社団法人が公益認定

の申請をするためには、

理事会を設置しなければ

ならない（本表の「機関

等」欄を参照）。 

 

 

・ 理事会の構成 

 理事会は、すべての理

事（3人以上〔一般法人

65 ③〕）で組織する〔一

般法人90 ①〕。 

・ 代表理事の選定 

 理事会は、理事の中か

ら代表理事を選定しな

ければならない〔一般法

人90 ③〕。 

※一般財団法人には、理事

会を設置しなければなら

ないので、当然のことと

して公益財団法人には理

事会が置かれる（本表の

「機関等」欄を参照）。 

 

・ 理事会の構成 

 理事会は、すべての理

事（3人以上〔一般法人

65 ③〕）で組織する〔一

般法人177・90 ①〕。 

・ 代表理事の選定 

 理事会は、理事の中か

ら代表理事を選定しな

ければならない〔一般法

人197・90 ③〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事会の権限等 

 理事会は次に掲げる

職務を行う〔一般法人90 

②〕。 

一 理事会設置一般社団

法人の業務執行の決

定 〔 一 般 法 人 90 ② 

一〕 

二 代表理事及び業務執

行理事の職務の執行

の監督〔一般法人90 

② 二〕 

三 代表理事の選定及び

解職〔一般法人90 ② 

三〕 

・ 理事会の決議 

 理事会の決議は、議決

に加わることができる

理事の過半数（これを上

回る割合を定款で定め

た場合にあっては、その

割合以上）が出席し、そ

の過半数（これを上回る

割合を定款で定めた場

合にあっては、その割合

以上）をもって行う〔一

般法人95 ①〕。 

・ 理事会の決議事項 

 理事会は、次に掲げる

事項その他の重要な業

務執行の決定を理事に

・ 理事会の権限等 

 理事会は次に掲げる

職務を行う〔一般法人

197・90 ②〕。 

一 一般財団法人の業務

執行の決定〔一般法人

197・90 ② 一〕 

二 代表理事及び業務執

行理事の職務の執行

の 監 督 〔 一 般 法 人

197・90 ② 二〕 

三 代表理事の選定及び

解職〔一般法人197・

90 ② 三〕 

 

・ 理事会の決議 

 理事会の決議は、議決

に加わることができる

理事の過半数（これを上

回る割合を定款で定め

た場合にあっては、その

割合以上）が出席し、そ

の過半数（これを上回る

割合を定款で定めた場

合にあっては、その割合

以上）をもって行う〔一

般法人197・95 ①〕。 

・ 理事会の決議事項 

 理事会は、次に掲げる

事項その他の重要な業

務執行の決定を理事に

・ 理事会の権限等 

 理事会は次に掲げる

職務を行う〔一般法人90 

②〕。 

一 理事会設置一般社団

法人の業務執行の決

定 〔 一 般 法 人 90 ② 

一〕 

二 代表理事及び業務執

行理事の職務の執行

の監督〔一般法人90 

② 二〕 

三 代表理事の選定及び

解職〔一般法人90 ② 

三〕 

・ 理事会の決議 

 理事会の決議は、議決

に加わることができる

理事の過半数（これを上

回る割合を定款で定め

た場合にあっては、その

割合以上）が出席し、そ

の過半数（これを上回る

割合を定款で定めた場

合にあっては、その割合

以上）をもって行う〔一

般法人95 ①〕。 

・ 理事会の決議事項 

 理事会は、次に掲げる

事項その他の重要な業

務執行の決定を理事に

・ 理事会の権限等 

 理事会は次に掲げる

職務を行う〔一般法人

197・90 ②〕。 

一 一般財団法人の業務

執行の決定〔一般法人

197・90 ② 一〕 

二 代表理事及び業務執

行理事の職務の執行

の 監 督 〔 一 般 法 人

197・90 ② 二〕 

三 代表理事の選定及び

解職〔一般法人197・

90 ② 三〕 

 

・ 理事会の決議 

 理事会の決議は、議決

に加わることができる

理事の過半数（これを上

回る割合を定款で定め

た場合にあっては、その

割合以上）が出席し、そ

の過半数（これを上回る

割合を定款で定めた場

合にあっては、その割合

以上）をもって行う〔一

般法人197・95 ①〕。 

・ 理事会の決議事項 

 理事会は、次に掲げる

事項その他の重要な業

務執行の決定を理事に
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委任することができな

い〔一般法人90 ④〕。 

一 重要な財産の処分及

び譲受け〔一般法人90 

④ 一〕 

二 多額の借財〔一般法

人90 ④ 二〕 

三 重要な使用人の選任

及び解任〔一般法人90 

④ 三〕 

四 従たる事務所その他

の重要な組織の設置、

変更及び廃止〔一般法

人90 ④ 四〕 

五 理事の職務の執行が

法令及び定款に適合

することを確保する

ための体制その他一

般社団法人の業務の

適正を確保するため

に必要なものとして

法務省令で定める体

制の整備〔一般法人90 

④ 五〕 

六 〔一般法人114 ①〕

の規定による定款の

定めに基づく役員等

（理事、監事又は会計

監査人）の責任の一部

免除〔一般法人90 ④ 

六〕 

委任することができな

い〔一般法人 197・ 90 

④〕。 

一 重要な財産の処分及

び譲受け〔一般法人

197・90 ④ 一〕 

二 多額の借財〔一般法

人197・90 ④ 二〕 

三 重要な使用人の選任

及び解任〔一般法人90 

④ 三, 197〕 

四 従たる事務所その他

の重要な組織の設置、

変更及び廃止〔一般法

人197・90 ④ 四〕 

五 理事の職務の執行が

法令及び定款に適合

することを確保する

ための体制その他一

般財団法人の業務の

適正を確保するため

に必要なものとして

法務省令で定める体

制の整備〔一般法人

197・90 ④ 五〕 

六 〔一般法人114 ①〕

の規定による定款の

定めに基づく役員等

（理事、監事又は会計

監査人）の責任の一部

免除〔一般法人197・

委任することができな

い〔一般法人90 ④〕。 

一 重要な財産の処分及

び譲受け〔一般法人90 

④ 一〕 

二 多額の借財〔一般法

人90 ④ 二〕 

三 重要な使用人の選任

及び解任〔一般法人90 

④ 三〕 

四 従たる事務所その他

の重要な組織の設置、

変更及び廃止〔一般法

人90 ④ 四〕 

五 理事の職務の執行が

法令及び定款に適合

することを確保する

ための体制その他一

般社団法人の業務の

適正を確保するため

に必要なものとして

法務省令で定める体

制の整備〔一般法人90 

④ 五〕 

六 〔一般法人114 ①〕

の規定による定款の

定めに基づく役員等

（理事、監事又は会計

監査人）の責任の一部

免除〔一般法人90 ④ 

六〕 

委任することができな

い〔一般法人 197・ 90 

④〕。 

一 重要な財産の処分及

び譲受け〔一般法人

197・90 ④ 一〕 

二 多額の借財〔一般法

人197・90 ④ 二〕 

三 重要な使用人の選任

及び解任〔一般法人

197・90 ④ 三〕 

四 従たる事務所その他

の重要な組織の設置、

変更及び廃止〔一般法

人197・90 ④ 四〕 

五 理事の職務の執行が

法令及び定款に適合

することを確保する

ための体制その他一

般財団法人の業務の

適正を確保するため

に必要なものとして

法務省令で定める体

制の整備〔一般法人

197・90 ④ 五〕 

六 〔一般法人114 ①〕

の規定による定款の

定めに基づく役員等

（理事、監事又は会計

監査人）の責任の一部

免除〔一般法人197・
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 理事会における競合及

び利益相反取引の承認

〔一般法人84, 92〕 

・ 理事会の決議による社

員総会の決定〔一般法人

38 ②〕 

・ 理事会設置一般社団法

人においては、〔一般法

人124 ①〕又は〔一般法

人124 ②〕の監査を受け

た計算書類（貸借対照表

及び損益計算書）及び事

業報告並びにこれらの

附属明細書は、理事会に

おける承認を受けなけ

ればならない〔一般法人

124 ③〕。 

 

 

・ 特例社団法人から一般

社団法人へ移行し、認可

行政庁による公益目的

支出計画の実施が完了

したことの確認を受け

ていない一般社団法人

においては、監事の監査

を受けた「公益目的支出

計画の実施の状況を明

らかにする書類（公益目

的 支 出 計 画 実 施 報 告

90 ④ 六〕 

・ 理事会における競合及

び利益相反取引の承認

〔一般法人197・84〕 

・ 理事会の決議による評

議員会の招集の決定〔一

般法人181 ①〕 

・ 一般財団法人において

は、〔一般法人124 ①〕

又は〔一般法人124 ②〕

の監査を受けた計算書

類（貸借対照表及び損益

計算書）及び事業報告並

びにこれらの附属明細

書は、理事会における承

認を受けなければなら

ない〔一般法人199・124 

③〕。 

 

 

・ 特例財団法人から一般

財団法人へ移行し、認可

行政庁による公益目的

支出計画の実施が完了

したことの確認を受け

ていない一般財団法人

においては、監事の監査

を受けた「公益目的支出

計画の実施の状況を明

らかにする書類（公益目

的 支 出 計 画 実 施 報 告

 

・ 理事会における競合及

び利益相反取引の承認

〔一般法人84, 92〕 

・ 理事会の決議による社

員総会の決定〔一般法人

38 ②〕 

・ 理事会設置一般社団法

人においては、〔一般法

人124 ①〕又は〔一般法

人124 ②〕の監査を受け

た計算書類（貸借対照表

及び損益計算書）及び事

業報告並びにこれらの

附属明細書、財産目録及

びキャッシュ・フロー計

算書は、理事会における

承認を受けなければな

らない〔一般法人 124 

③, 公益法人則33 ②〕。 

90 ④ 六〕 

・ 理事会における競合及

び利益相反取引の承認

〔一般法人197・84〕 

・ 理事会の決議による評

議員会の招集の決定〔一

般法人181 ①〕 

・ 一般財団法人において

は、〔一般法人124 ①〕

又は〔一般法人124 ②〕

の監査を受けた計算書

類（貸借対照表及び損益

計算書）及び事業報告並

びにこれらの附属明細

書、財産目録及びキャッ

シュ・フロー計算書は、

理事会における承認を

受けなければならない

〔一般法人199・124 ③, 

公益法人則33 ②〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

※〔指導監督基準4 ① 七の

運用指針(7)〕 

 理事会は、理事が協議

し、法人としての意思を

決定する場として非常

に重要な役割を有する

ため、その成立要件及び

議決要件は、理事多数の

意思が適切に反映され

るものでなければなら

ない。これらは、議決す

る案件の種類等に応じ

たものである必要があ

り、一律とする必要はな

いが、特に定款に定める

事項を除き、最低でも過

半数以上とする必要が

ある。 

 また、理事会の招集権

は、会長又は理事長等に

委ねられていることも

多いが、これらの者の独

断で、理事会が適切に招

集されないおそれもあ

るため、理事会の招集権

者が会議を招集しない

 

 

 

 

 

※〔指導監督基準4 ① 七の

運用指針(7)〕 

 理事会は、理事が協議

し、法人としての意思を

決定する場として非常

に重要な役割を有する

ため、その成立要件及び

議決要件は、理事多数の

意思が適切に反映され

るものでなければなら

ない。これらは、議決す

る案件の種類等に応じ

たものである必要があ

り、一律とする必要はな

いが、特に定款に定める

事項を除き、最低でも過

半数以上とする必要が

ある。 

 また、理事会の招集権

は、会長又は理事長等に

委ねられていることも

多いが、これらの者の独

断で、理事会が適切に招

集されないおそれもあ

るため、理事会の招集権

者が会議を招集しない

書）」は、理事会におけ

る承認を受けなければ

ならない〔一般法人124 

③, 一般法人整備法127 

②〕 

 

書）」は、理事会におけ

る承認を受けなければ

な ら な い 〔 一 般 法 人

199・124 ③, 一般法人

整備法127 ②〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

場合又は欠けた場合（職

務を遂行できない場合

も含む。）には、一定人

数以上の理事から会議

開催の請求があったと

きは、招集権者又はその

代行者が会議を招集し

なければならないこと

とする必要があろう。 

 なお、理事の人数が多

く、全国に散在している

等のため理事会の頻繁

な開催が困難な場合に

は、特定の理事による常

任理事会を設置して、理

事会の議決事項を審議

させること又は定款の

変更、解散、収支予算、

決算報告、役員等の変更

等の最重要事項を除く

経常的な事項を処理さ

せることも可能と考え

られる。 

場合又は欠けた場合（職

務を遂行できない場合

も含む。）には、一定人

数以上の理事から会議

開催の請求があったと

きは、招集権者又はその

代行者が会議を招集し

なければならないこと

とする必要があろう。 

 なお、理事の人数が多

く、全国に散在している

等のため理事会の頻繁

な開催が困難な場合に

は、特定の理事による常

任理事会を設置して、理

事会の議決事項を審議

させること又は定款の

変更、解散、収支予算、

決算報告、役員等の変更

等の最重要事項を除く

経常的な事項を処理さ

せることも可能と考え

られる。 

12.監事 

 

 

 

 

 

 

 

※監事は法律上の任意機関

である。 

 法人には、定款、寄附

行為又は総会の決議で1

人又は数人の監事を置

くことができる〔旧民

58〕。 

 

※監事は法律上の任意機関

である。 

 法人には、定款、寄附

行為又は総会の決議で1

人又は数人の監事を置く

ことができる〔旧民58〕。 

 

 

※監事は、一般社団法人及

び一般財団法人に関する

法律における任意機関で

ある。ただし、理事会を

設置した場合、及び会計

監査人を設置した場合

は、監事を置かなければ

ならない（本表の「機関

※一般財団法人には、監事

を置かなければならない

（本表の「機関等」欄を

参照）。 

 

 

 

 

※一般社団法人が公益認定

の申請をするためには、

監事を置かなければなら

ない（本表の「機関等」

欄を参照）。 

 

 

 

※一般財団法人には、監事

を置かなければならない

ので、当然のこととして

公益財団法人には監事が

置かれる（本表の「機関

等」欄を参照）。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の選任 

 特例社団法人の監事

は、総会で選任すること

〔 指 導 監 督 基 準 4 ② 

三・ 4 ① 二〕。 

 監事の任期の満了又

は辞任に伴う後任監事

の選任については、速や

かに行うものとし、後任

の監事が選任されるま

での間、なお職務を行う

義務があることを定め

ること〔指導監督基準4 

② 三・ 4 ① 四〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の選任 

 特例社団法人の監事

は、原則として評議員会

で選任すること〔指導監

督基準4 ② 三・ 4 ① 

二〕。 

 監事の任期の満了又

は辞任に伴う後任監事

の選任については、速や

かに行うものとし、後任

の監事が選任されるま

での間、なお職務を行う

義務があることを定め

ること〔指導監督基準4 

② 三・ 4 ① 四〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等」欄を参照） 

 

・ 監事の選任 

 監事は、社員総会の決

議にて選任する〔一般法

人63 ①〕。 

・ 監事の選任に関する監

事の同意等 

 理事は、監事がある場

合において、監事の選任

に関する議案を社員総

会に提出するには、監事

（監事が2人以上ある場

合にあってはその過半

数）の同意を得なければ

ならない〔一般法人72 

①〕。 

 監事は、理事に対し、

監事の選任を社員総会

の目的とすること又は

監事の選任に関する議

案を社員総会に提出す

ることを請求すること

ができる〔一般法人72 

②〕。 

・ 監事の選任等について

の意見の陳述 

 監事は、社員総会にお

いて、監事の選任もしく

は解任又は辞任につい

て意見を述べることが

 

 

・ 監事の選任 

 監事は、評議員会の決

議によって選任する〔一

般法人177・63 ①〕。 

・ 監事の選任に関する監

事の同意等 

 理事は、監事がある場

合において、監事の選任

に関する議案を評議員

会に提出するには、監事

（監事が2人以上ある場

合にあってはその過半

数）の同意を得なければ

な ら な い 〔 一 般 法 人

177・72 ①〕。 

 監事は、理事に対し、

監事の選任を評議員会

の目的とすること又は

監事の選任に関する議

案を評議員会に提出す

ることを請求すること

が で き る 〔 一 般 法 人

177・72 ②〕。 

・ 監事の選任等について

の意見の陳述 

 監事は、評議員会にお

いて、監事の選任もしく

は解任又は辞任につい

て意見を述べることが

 

 

・ 監事の選任 

 監事は、社員総会の決

議によって選任する〔一

般法人63 ①〕。 

・ 監事の選任に関する監

事の同意等 

 理事は、監事がある場

合において、監事の選任

に関する議案を社員総

会に提出するには、監事

（監事が2人以上ある場

合にあってはその過半

数）の同意を得なければ

ならない〔一般法人72 

①〕。 

 監事は、理事に対し、

監事の選任を社員総会

の目的とすること又は

監事の選任に関する議

案を社員総会に提出す

ることを請求すること

ができる〔一般法人72 

②〕。 

・ 監事の選任等について

の意見の陳述 

 監事は、社員総会にお

いて、監事の選任もしく

は解任又は辞任につい

て意見を述べることが

 

 

・ 監事の選任 

 監事は、評議員会の決

議によって選任する〔一

般法人177・63 ①〕。 

・ 監事の選任に関する監

事の同意等 

 理事は、監事がある場

合において、監事の選任

に関する議案を評議員

会に提出するには、監事

（監事が2人以上ある場

合にあってはその過半

数）の同意を得なければ

な ら な い 〔 一 般 法 人

177・72 ①〕。 

 監事は、理事に対し、

監事の選任を評議員会

の目的とすること又は

監事の選任に関する議

案を評議員会に提出す

ることを請求すること

が で き る 〔 一 般 法 人

177・72 ②〕。 

・ 監事の選任等について

の意見の陳述 

 監事は、評議員会にお

いて、監事の選任もしく

は解任又は辞任につい

て意見を述べることが
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の員数 

 監事は、法人の会計、

財産、理事の業務執行等

の状況を監査するために

重要な機関であることか

ら、必ず1名以上置くこと

〔 指 導 監 督 基 準 4 ② 

一〕。 

・ 監事の任期 

 監事の任期は、原則と

して2年を基準とする〔指

導監督基準4 ② 三・ 4 

① 三〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の員数 

 監事は、法人の会計、

財産、理事の業務執行等

の状況を監査するために

重要な機関であることか

ら、必ず1名以上置くこと

〔 指 導 監 督 基 準 4 ② 

一〕。 

・ 監事の任期 

 監事の任期は、原則と

して2年を基準とする〔指

導監督基準4 ② 三・ 4 

① 三〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で き る 〔 一 般 法 人 74 

①〕。 

 監事を辞任した者は、

辞任後最初に招集され

る社員総会に出席して、

辞任した旨及びその理

由を述べることができ

る〔一般法人74 ②〕。 

 

・ 監事の員数 

 規定なし 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の任期 

 選任後4年以内に終了

する事業年度のうち最終

のものに関する定時社員

総会の終結の時までとす

る。ただし、定款によっ

て、その任期を選任後2

年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関

する定時社員総会の終結

の時までとすることを限

度として短縮することを

妨げない〔一般法人67 

①〕。 

できる〔一般法人177・

74 ①〕。 

 監事を辞任した者は、

辞任後最初に招集され

る評議員会に出席して、

辞任した旨及びその理

由を述べることができ

る〔一般法人 177・ 74 

②〕。 

・ 監事の員数 

 規定なし 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の任期 

 選任後4年以内に終了

する事業年度のうち最終

のものに関する定時評議

員会の終結の時までとす

る。ただし、定款によっ

て、その任期を選任後2

年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結

の時までとすることを限

度として短縮することを

妨げない〔一般法人177・

67 ①〕。 

で き る 〔 一 般 法 人 74 

①〕。 

 監事を辞任した者は、

辞任後最初に招集され

る社員総会に出席して、

辞任した旨及びその理

由を述べることができ

る〔一般法人74 ②〕。 

 

・ 監事の員数 

 規定なし 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の任期 

 選任後4年以内に終了

する事業年度のうち最終

のものに関する定時社員

総会の終結の時までとす

る。ただし、定款によっ

て、その任期を選任後2

年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関

する定時社員総会の終結

の時までとすることを限

度として短縮することを

妨げない〔一般法人67 

①〕。 

できる〔一般法人177・

74 ①〕。 

 監事を辞任した者は、

辞任後最初に招集され

る評議員会に出席して、

辞任した旨及びその理

由を述べることができ

る〔一般法人 177・ 74 

②〕。 

・ 監事の員数 

 規定なし 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の任期 

 選任後4年以内に終了

する事業年度のうち最終

のものに関する定時評議

員会の終結の時までとす

る。ただし、定款によっ

て、その任期を選任後2

年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結

の時までとすることを限

度として短縮することを

妨げない〔一般法人177・

67 ①〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の解任 

 一般社団法人の監事

は、いつでも社員総会の

決議（特別決議〔一般法

人49 ② 二〕）で解任す

ることができる〔一般法

人70 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の資格 

 次に掲げるものは監事

になることができない

〔一般法人65 ①〕。 

一 法人〔一般法人65 ①

一〕 

二 成年被後見人若しく

は被保佐人又は外国

の法令上これらと同

様に取り扱われてい

る者〔一般法人65 ① 

二〕 

三 一般社団法人及び一

般財団法人に関する

・ 監事の解任 

 監事が次のいずれかに

該当するときは、評議員

会の決議（特別決議〔一

般法人189 ② 一〕）によ

って、その監事を解任す

ることができる〔一般法

人176 ①） 

一 職務上の義務に違反

し、又は職務を怠った

とき〔一般法人176 ① 

一〕。 

二 心身の故障のため、

職務の執行に支障が

あり、又はこれに絶え

ないとき〔一般法人

176 ① 二〕。 

・ 監事の資格 

 次に掲げるものは監事

になることができない

〔一般法人177・65 ①〕。 

一 法人〔一般法人177・

65 ① 一〕 

二 成年被後見人若しく

は被保佐人又は外国

の法令上これらと同

様に取り扱われてい

る者〔一般法人177・

65 ① 二〕 

三 一般社団法人及び一

般財団法人に関する

・ 監事の解任 

 一般社団法人の監事

は、いつでも社員総会の

決議（特別決議〔一般法

人49 ② 二〕）で解任す

ることができる〔一般法

人70 ①〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の資格 

 次に掲げるものは監事

になることができない

〔一般法人65 ①〕。 

一 法人〔一般法人65 ①

一〕 

二 成年被後見人若しく

は被保佐人又は外国

の法令上これらと同

様に取り扱われてい

る者〔一般法人65 ① 

二〕 

三 一般社団法人及び一

般財団法人に関する

・ 監事の解任 

 監事が次のいずれかに

該当するときは、評議員

会の決議（特別決議〔一

般法人189 ② 一〕）によ

って、その監事を解任す

ることができる〔一般法

人176 ①） 

一 職務上の義務に違反

し、又は職務を怠った

とき〔一般法人176 ① 

一〕。 

二 心身の故障のため、

職務の執行に支障が

あり、又はこれに絶え

ないとき〔一般法人

176 ① 二〕。 

・ 監事の資格 

 次に掲げるものは監事

になることができない

〔一般法人177・65 ①〕。 

一 法人〔一般法人177・

65 ① 一〕 

二 成年被後見人若しく

は被保佐人又は外国

の法令上これらと同

様に取り扱われてい

る者〔一般法人177・

65 ① 二〕 

三 一般社団法人及び一

般財団法人に関する
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律若しくは会社法

の規定に違反し、又は

民事再生法第255条、

第256条、第258条から

第260条まで若しくは

第262条の罪、外国倒

産処理手続の承認援

助に関する法律第65

条、第66条、第68条若

しくは第69条の罪、会

社更生法第266条、第

267条、第269条から第

271条まで若しくは第

273条の罪若しくは破

産法第265条、第266

条、第268条から第272

条まで若しくは第274

条の罪を犯し、刑に処

せられ、その執行を終

わり、又はその執行を

受けることがなくな

った日から2年を経過

しない者〔一般法人65 

① ③〕 

四 前号〔一般法人65 ① 

三〕に規定する法律の

規定以外の法令の規

定に違反し、禁錮以上

の刑に処せられ、その

執行を終わるまで又

はその執行を受ける

法律若しくは会社法

の規定に違反し、又は

民事再生法第255条、

第256条、第258条から

第260条まで若しくは

第262条の罪、外国倒

産処理手続の承認援

助に関する法律第65

条、第66条、第68条若

しくは第69条の罪、会

社更生法第266条、第

267条、第269条から第

271条まで若しくは第

273条の罪若しくは破

産法第265条、第266

条、第268条から第272

条まで若しくは第274

条の罪を犯し、刑に処

せられ、その執行を終

わり、又はその執行を

受けることがなくな

った日から2年を経過

しない者〔一般法人

177・65 ① 三〕 

四 前号〔一般法人65 ①

三〕に規定する法律の

規定以外の法令の規

定に違反し、禁錮以上

の刑に処せられ、その

執行を終わるまで又

はその執行を受ける

法律若しくは会社法

の規定に違反し、又は

民事再生法第255条、

第256条、第258条から

第260条まで若しくは

第262条の罪、外国倒

産処理手続の承認援

助に関する法律第65

条、第66条、第68条若

しくは第69条の罪、会

社更生法第266条、第

267条、第269条から第

271条まで若しくは第

273条の罪若しくは破

産法第265条、第266

条、第268条から第272

条まで若しくは第274

条の罪を犯し、刑に処

せられ、その執行を終

わり、又はその執行を

受けることがなくな

った日から2年を経過

しない者〔一般法人65 

① 三〕 

四 前号〔一般法人65 ① 

三〕に規定する法律の

規定以外の法令の規

定に違反し、禁錮以上

の刑に処せられ、その

執行を終わるまで又

はその執行を受ける

法律若しくは会社法

の規定に違反し、又は

民事再生法第255条、

第256条、第258条から

第260条まで若しくは

第262条の罪、外国倒

産処理手続の承認援

助に関する法律第65

条、第66条、第68条若

しくは第69条の罪、会

社更生法第266条、第

267条、第269条から第

271条まで若しくは第

273条の罪若しくは破

産法第265条、第266

条、第268条から第272

条まで若しくは第274

条の罪を犯し、刑に処

せられ、その執行を終

わり、又はその執行を

受けることがなくな

った日から2年を経過

しない者〔一般法人

177・65 ① 三〕 

四 前号〔一般法人65 ① 

三〕に規定する法律の

規定以外の法令の規

定に違反し、禁錮以上

の刑に処せられ、その

執行を終わるまで又

はその執行を受ける
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の構成 

 監事は理事を兼ねない

こと〔指導監督基準4 ② 

二〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の構成 

 監事は理事を兼ねない

こと〔指導監督基準4 ② 

二〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことがなくなるまで

の者（刑の執行猶予中

の者を除く。）〔一般

法人65 ① 四〕 

・ 監事の構成 

 監事は、一般社団法人

又はその子法人の理事又

は使用人を兼ねることが

できない〔一般法人65 

②〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことがなくなるまで

の者（刑の執行猶予中

の者を除く。）〔一般

法人177・65 ① 四〕 

・ 監事の構成 

 監事は、一般財団法人

又はその子法人の理事又

は使用人を兼ねることが

できない〔一般法人177・

65 ②〕。 

 評議員は、一般財団法

人又はその子会社の監事

を兼ねることができない

〔一般法人173 ②〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことがなくなるまで

の者（刑の執行猶予中

の者を除く。）〔一般

法人65 ① 四〕 

・ 監事の構成 

 監事は、一般社団法人

又はその子法人の理事又

は使用人を兼ねることが

できない〔一般法人65 

②〕。 

 

 

 

 

 公益認定の申請をする

一般社団法人にあって

は、各監事について、当

該監事及びその配偶者又

は3親等内の親族（これら

の者に準ずるものとして

当該監事と政令で定める

特別の関係がある者を含

む。）である監事の合計

数が監事の総数の3分の1

を超えないものであるこ

と〔公益法人5 十〕。 

 〔公益法人5 十〕の政

令で定める監事と特別の

関係がある者は、次に掲

げる者とする〔公益法人

令4〕。 

ことがなくなるまで

の者（刑の執行猶予中

の者を除く。）〔一般

法人177・65 ① 四〕 

・ 監事の構成 

 監事は、一般財団法人

又はその子法人の理事又

は使用人を兼ねることが

できない〔一般法人177・

65 ②〕。 

 評議員は、一般財団法

人又はその子会社の監事

を兼ねることができない

〔一般法人173 ②〕。 

 公益認定の申請をする

一般社団法人にあって

は、各監事について、当

該監事及びその配偶者又

は3親等内の親族（これら

の者に準ずるものとして

当該監事と政令で定める

特別の関係がある者を含

む。）である監事の合計

数が監事の総数の3分の1

を超えないものであるこ

と〔公益法人5 十〕。 

 〔公益法人5 十〕の政

令で定める監事と特別の

関係がある者は、次に掲

げる者とする〔公益法人

令4〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一 当該監事と婚姻の届

出をしていないが事

実上婚姻関係と同様

の事情にある者〔公益

法人令4 一〕 

二 当該監事の使用人

〔公益法人令4 二〕 

三 一、二に掲げる者以

外の者であって、当該

監事から受ける金銭

その他の財産によっ

て生計を維持してい

るもの〔公益法人令4 

三〕 

四 二、三に掲げる者の

配偶者〔公益法人令4 

四〕 

五 一から三までに掲げ

る者の3親等内の親族

であって、これらの者

と生計を一にするも

の〔公益法人令4 五〕 

 

 公益認定の申請をする

一般社団法人にあって

は、他の同一の団体（公

益法人又はこれに準ずる

ものとして政令で定める

ものを除く。）の監事又

は使用人である者その他

これに準ずる相互に密接

一 当該監事と婚姻の届

出をしていないが事

実上婚姻関係と同様

の事情にある者〔公益

法人令4 一〕 

二 当該監事の使用人

〔公益法人令4 二〕 

三 一、二に掲げる者以

外の者であって、当該

監事から受ける金銭

その他の財産によっ

て生計を維持してい

るもの〔公益法人令4 

三〕 

四 二、三に掲げる者の

配偶者〔公益法人令4 

四〕 

五 一から三までに掲げ

る者の3親等内の親族

であって、これらの者

と生計を一にするも

の〔公益法人令4 五〕 

 

 公益認定の申請をする

一般財団法人にあって

は、他の同一の団体（公

益法人又はこれに準ずる

ものとして政令で定める

ものを除く。）の監事又

は使用人である者その他

これに準ずる相互に密接
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な関係にあるものとして

政令で定める者である監

事の合計数が監事の総数

の3分の1を超えないもの

であること〔公益法人5 

十一〕。 

 〔公益法人5 十一〕の

政令で定める相互に密接

な関係にある者は、次に

掲げる者とする〔公益法

人令5〕。 

一 他の同一の団体の監

事以外の役員（法人で

ない団体で代表者又

は管理人の定めのあ

るものにあっては、そ

の代表者又は管理人）

又は業務を執行する

社員である者〔公益法

人令5 一〕 

二 次に掲げる団体にお

いてその職員（国会議

員及び地方公共団体

の 議 会 の 議 員 を 除

く。）である者〔公益

法人令5 二〕 

イ 国の機関〔公益法

人令5 二のイ〕 

ロ 地方公共団体〔公

益法人令5 二のロ〕 

ハ 独立行政法人〔公

な関係にあるものとして

政令で定める者である監

事の合計数が監事の総数

の3分の1を超えないもの

であること〔公益法人5 

十一〕。 

 〔公益法人5 十一〕の

政令で定める相互に密接

な関係にある者は、次に

掲げる者とする〔公益法

人令5〕。 

一 他の同一の団体の監

事以外の役員（法人で

ない団体で代表者又

は管理人の定めのあ

るものにあっては、そ

の代表者又は管理人）

又は業務を執行する

社員である者〔公益法

人令5 一〕 

二 次に掲げる団体にお

いてその職員（国会議

員及び地方公共団体

の 議 会 の 議 員 を 除

く。）である者〔公益

法人令5 二〕 

イ 国の機関〔公益法

人令5 二のイ〕 

ロ 地方公共団体〔公

益法人令5 二のロ〕 

ハ 独立行政法人〔公
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の報酬等 

 常勤の監事の報酬及

び退職金等は、当該法人

の資産及び収支の状況

並びに民間の給与水準

と比べて不当に高額に

過ぎないものとするこ

と〔指導監督基準4 ② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の報酬等 

 常勤の監事の報酬及

び退職金等は、当該法人

の資産及び収支の状況

並びに民間の給与水準

と比べて不当に高額に

過ぎないものとするこ

と〔指導監督基準4 ② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の報酬等 

 理事の報酬等は、定款

にその額を定めていない

ときは、社員総会の決議

によって定める〔一般法

人105 ①〕。 

 監事が2人以上ある場

合において、各監事の報

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の報酬等 

 理事の報酬等は、定款

にその額を定めていない

ときは、評議員会の決議

によって定める〔一般法

人197・105 ①〕。 

 監事が2人以上ある場

合において、各監事の報

益法人令5 二のハ〕 

ニ 国立大学法人又

は大学共同利用機

関法人〔公益法人令

5 二の二〕 

ホ 地方独立行政法

人〔公益法人令5 二

のホ〕 

ヘ 特殊法人（特別の

法律により特別の

設立行為をもって

設立された法人で

あって、総務省設置

法第4条第15号の規

定の適用を受ける

ものをいう。）又は

認可法人（特別の法

律により設立され、

かつ、その設立に関

し行政官庁の認可

を要する法人をい

う。）〔公益法人令

5 二のヘ〕 

・ 監事の報酬等 

 理事の報酬等は、定款

にその額を定めていない

ときは、社員総会の決議

によって定める〔一般法

人105 ①〕。 

 監事が2人以上ある場

合において、各監事の報

益法人令5 二のハ〕 

ニ 国立大学法人又

は大学共同利用機

関法人〔公益法人令

5 二の二〕 

ホ 地方独立行政法

人〔公益法人令5 二

のホ〕 

ヘ 特殊法人（特別の

法律により特別の

設立行為をもって

設立された法人で

あって、総務省設置

法第4条第15号の規

定の適用を受ける

ものをいう。）又は

認可法人（特別の法

律により設立され、

かつ、その設立に関

し行政官庁の認可

を要する法人をい

う。）〔公益法人令

5 二のヘ〕 

・ 監事の報酬等 

 理事の報酬等は、定款

にその額を定めていない

ときは、評議員会の決議

によって定める〔一般法

人197・105 ①〕。 

 監事が2人以上ある場

合において、各監事の報
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三・4 ① 六〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三・4 ① 六〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

酬等について定款の定め

又は社員総会の決議がな

いときは、当該報酬等は、

前項〔一般法人105 ①〕

の範囲内において、監事

の協議によって定める

〔一般法人105 ②〕。 

 監事は、社員総会にお

いて、監事の報酬等につ

いて意見を述べることが

できる〔 一般法 人 105 

③〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 費用等の請求 

 監事がその職務の執行

酬等について定款の定め

又は評議員会の決議がな

いときは、当該報酬等は、

前項〔一般法人105 ①〕

の範囲内において、監事

の協議によって定める

〔一般法人197・105 ②〕。 

 監事は、評議員会にお

いて、監事の報酬等につ

いて意見を述べることが

できる〔一般法人197・105 

③〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 費用等の請求 

 監事がその職務の執行

酬等について定款の定め

又は社員総会の決議がな

いときは、当該報酬等は、

前項〔一般法人105 ①〕

の範囲内において、監事

の協議によって定める

〔一般法人105 ②〕。 

 監事は、社員総会にお

いて、監事の報酬等につ

いて意見を述べることが

できる〔 一般法 人 105 

③〕。 

 公益認定の申請をする

一般社団法人にあって

は、監事に対する報酬等

（報酬、賞与その他の職

務遂行の対価として受け

る財産上の利益及び退職

手当をいう。）について、

内閣府令で定めるところ

により、民間事業者の役

員の報酬等及び従業員の

給与、当該法人の経理の

状況その他の事情を考慮

して、不当に高額なもの

とならないような支給の

基準を定めているもので

あること〔公益法人5 十

三〕。 

・ 費用等の請求 

 監事がその職務の執行

酬等について定款の定め

又は評議員会の決議がな

いときは、当該報酬等は、

前項〔一般法人105 ①〕

の範囲内において、監事

の協議によって定める

〔一般法人197・105 ②〕。 

 監事は、評議員会にお

いて、監事の報酬等につ

いて意見を述べることが

できる〔一般法人197・105 

③〕。 

 公益認定の申請をする

一般財団法人にあって

は、監事に対する報酬等

（報酬、賞与その他の職

務遂行の対価として受け

る財産上の利益及び退職

手当をいう。）について、

内閣府令で定めるところ

により、民間事業者の役

員の報酬等及び従業員の

給与、当該法人の経理の

状況その他の事情を考慮

して、不当に高額なもの

とならないような支給の

基準を定めているもので

あること〔公益法人5 十

三〕。 

・ 費用等の請求 

 監事がその職務の執行
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

について監事設置一般社

団法人に対して次に掲げ

る請求をしたときは、当

該監事設置一般社団法人

は、当該請求に係る費用

又は債務が当該監事の職

務の執行に必要でないこ

とを証明した場合を除

き、これを拒むことがで

きない〔一般法人106〕。 

一 費用の前払の請求

〔一般法人106 一〕 

二 支出した費用及び支

出の日以後における

その利息の償還の請

求〔一般法人106 二〕 

三 負担した債務の債権

者に対する弁済（当該

債務が弁済期にない

場合にあっては、相当

の担保の提供）の請求

〔一般法人106 三〕 

 

 

 

 

・ 善管注意義務 

 法人との関係において

受任者である監事は、委

任の本旨に従い、善良な

管理者の注意をもって、

について監事設置一般社

団法人に対して次に掲げ

る請求をしたときは、当

該監事設置一般社団法人

は、当該請求に係る費用

又は債務が当該監事の職

務の執行に必要でないこ

とを証明した場合を除

き、これを拒むことがで

きない〔一般法人197・

106〕。 

一 費用の前払の請求

〔一般法人197・106 

一〕 

二 支出した費用及び支

出の日以後における

その利息の償還の請

求〔一般法人197・106 

二〕 

三 負担した債務の債権

者に対する弁済（当該

債務が弁済期にない

場合にあっては、相当

の担保の提供）の請求

〔一般法人197・106 

三〕 

・ 善管注意義務 

 法人との関係において

受任者である監事は、委

任の本旨に従い、善良な

管理者の注意をもって、

について監事設置一般社

団法人に対して次に掲げ

る請求をしたときは、当

該監事設置一般社団法人

は、当該請求に係る費用

又は債務が当該監事の職

務の執行に必要でないこ

とを証明した場合を除

き、これを拒むことがで

きない〔一般法人106〕。 

一 費用の前払の請求

〔一般法人106 一〕 

二 支出した費用及び支

出の日以後における

その利息の償還の請

求〔一般法人106 二〕 

三 負担した債務の債権

者に対する弁済（当該

債務が弁済期にない

場合にあっては、相当

の担保の提供）の請求

〔一般法人106 三〕 

 

 

 

 

・ 善管注意義務 

 法人との関係において

受任者である監事は、委

任の本旨に従い、善良な

管理者の注意をもって、

について監事設置一般社

団法人に対して次に掲げ

る請求をしたときは、当

該監事設置一般社団法人

は、当該請求に係る費用

又は債務が当該監事の職

務の執行に必要でないこ

とを証明した場合を除

き、これを拒むことがで

きない〔一般法人197・

106〕。 

一 費用の前払の請求

〔一般法人197・106 

一〕 

二 支出した費用及び支

出の日以後における

その利息の償還の請

求〔一般法人197・106 

二〕 

三 負担した債務の債権

者に対する弁済（当該

債務が弁済期にない

場合にあっては、相当

の担保の提供）の請求

〔一般法人197・106 

三〕 

・ 善管注意義務 

 法人との関係において

受任者である監事は、委

任の本旨に従い、善良な

管理者の注意をもって、
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の職務 

 監事の職務は、次のと

おりとする〔旧民59〕。 

一 法人の財産の状況を

監査すること〔旧民59 

一〕。 

二 理事の業務の執行の

状況を監査すること

〔旧民59 二〕。 

三 財産の状況又は業務

の執行について、法

令、定款若しくは寄附

行為に違反し、又は著

しく不当な事項があ

ると認めるときは、総

会又は主務官庁に報

告をすること〔旧民59 

三〕。 

四 上記三の報告をする

ため必要があるとき

は、総会を招集するこ

と〔旧民59 四〕。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 監事の職務 

 監事の職務は、次のと

おりとする〔旧民59〕。 

一 法人の財産の状況を

監査すること〔旧民59 

一〕。 

二 理事の業務の執行の

状況を監査すること

〔旧民59 二〕。 

三 財産の状況又は業務

の執行について、法

令、定款若しくは寄附

行為に違反し、又は著

しく不当な事項があ

ると認めるときは、総

会又は主務官庁に報

告をすること〔旧民59 

三〕。 

四 上記三の報告をする

ため必要があるとき

は、総会を招集するこ

と〔旧民59 四〕。 

 

 

 

 

 

 

 

委任事務を処理する義務

を負う〔民644〕。 

・ 監事の職務 

 監事は、理事の職務を

監査する。この場合にお

いて、監事は、法務省令

で定めるところにより、

監査報告を作成しなけれ

ばならない〔一般法人99 

①〕。…「業務監査」 

 監事設置一般社団法人

においては、計算書類（貸

借対照表及び損益計算

書）及び事業報告並びに

これらの附属明細書は、

法務省令で定めるところ

により、監事の監査を受

けなければならない〔一

般法人124 ①〕。…「会

計監査」 

 特例社団法人から一般

社団法人へ移行し、認可

行政庁による公益目的支

出計画の実施が完了した

ことの確認を受けていな

い一般社団法人が、監事

設置一般社団法人である

ときは、「公益目的支出

計画の実施の状況を明ら

かにする書類（公益目的

支出計画実施報告書）」

委任事務を処理する義務

を負う〔民644〕。 

・ 監事の職務 

 監事は、理事の職務を

監査する。この場合にお

いて、監事は、法務省令

で定めるところにより、

監査報告を作成しなけれ

ばならない〔一般法人

197・99 ①〕。…「業務

監査」 

 計算書類（貸借対照表

及び損益計算書）及び事

業報告並びにこれらの附

属明細書は、法務省令で

定めるところにより、監

事の監査を受けなければ

ならない〔一般法人199・

124 ①〕。…「会計監査」 

 

 特例財団法人から一般

財団法人へ移行し、認可

行政庁による公益目的支

出計画の実施が完了した

ことの確認を受けていな

い一般社財法人において

は、「公益目的支出計画

の実施の状況を明らかに

する書類（公益目的支出

計画実施報告書）」は、

内閣府令で定めるところ

委任事務を処理する義務

を負う〔民644〕。 

・ 監事の職務 

 監事は、理事の職務を

監査する。この場合にお

いて、監事は、法務省令

で定めるところにより、

監査報告を作成しなけれ

ばならない〔一般法人99 

①〕。…「業務監査」 

 監事設置一般社団法人

においては、計算書類（貸

借対照表及び損益計算

書）及び事業報告並びに

これらの附属明細書は、

法務省令で定めるところ

により、監事の監査を受

けなければならない〔一

般法人124 ①〕。…「会

計監査」 

 公益社団法人の場合に

あっては、財産目録及び

キャッシュ・フロー計算

書についても、監事の監

査を必要とする〔一般法

人 124, 公 益 法 人 則 33 

②〕。 

 

 

 

 

委任事務を処理する義務

を負う〔民644〕。 

・ 監事の職務 

 監事は、理事の職務を

監査する。この場合にお

いて、監事は、法務省令

で定めるところにより、

監査報告を作成しなけれ

ばならない〔一般法人

197・99 ①〕。…「業務

監査」 

 計算書類（貸借対照表

及び損益計算書）及び事

業報告並びにこれらの附

属明細書は、法務省令で

定めるところにより、監

事の監査を受けなければ

ならない〔一般法人199・

124 ①〕。…「会計監査」 

 

 公益財団法人の場合に

あっては、財産目録及び

キャッシュ・フロー計算

書についても、監事の監

査を必要とする〔一般法

人199・124, 公益法人則

33 ②〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は、内閣府令で定めると

ころにより、監事の監査

を受けなければならない

〔一般法人124 ①, 一般

法人整備法127 ②〕 

・ 監事の権限 

 監事は、いつでも、理

事及び使用人に対して事

業の報告を求め、又は監

事設置一般社団法人の業

務及び財産の状況の調査

をすることができる〔一

般法人99 ②〕。 

 監事は、その職務を行

うため必要があるとき

は、監事設置一般社団法

人の子法人に対して事業

の報告を求め、又はその

子法人の業務及び財産の

状況の調査をすることが

できる〔一般法人99 ③〕。 

・ 監事による理事の行為の

差止め 

 監事は、理事が監事設

置一般社団法人の目的の

範囲外の行為その他法令

若しくは定款に違反する

行為をし、又はこれらの

行為をするおそれがある

場合において、当該行為

によって当該監事設置一

により、監事の監査を受

けなければならない〔一

般法人199・124 ①, 一般

法人整備法127 ②〕 

 

・ 監事の権限 

 監事は、いつでも、理

事及び使用人に対して事

業の報告を求め、又は一

般財団法人の業務及び財

産の状況の調査をするこ

とができる〔一般法人

197・99 ②〕。 

 監事は、その職務を行

うため必要があるとき

は、一般財団法人の子法

人に対して事業の報告を

求め、又はその子法人の

業務及び財産の状況の調

査をすることができる

〔一般法人197・99 ③〕。 

・ 監事による理事の行為の

差止め 

 監事は、理事が一般財

団法人の目的の範囲外の

行為その他法令若しくは

定款に違反する行為を

し、又はこれらの行為を

するおそれがある場合に

おいて、当該行為によっ

て当該一般財団法人に著

 

 

 

 

 

・ 監事の権限 

 監事は、いつでも、理

事及び使用人に対して事

業の報告を求め、又は監

事設置一般社団法人の業

務及び財産の状況の調査

をすることができる〔一

般法人99 ②〕。 

 監事は、その職務を行

うため必要があるとき

は、監事設置一般社団法

人の子法人に対して事業

の報告を求め、又はその

子法人の業務及び財産の

状況の調査をすることが

できる〔一般法人99 ③〕。 

・ 監事による理事の行為の

差止め 

 監事は、理事が監事設

置一般社団法人の目的の

範囲外の行為その他法令

若しくは定款に違反する

行為をし、又はこれらの

行為をするおそれがある

場合において、当該行為

によって当該監事設置一

 

 

 

 

 

・ 監事の権限 

 監事は、いつでも、理

事及び使用人に対して事

業の報告を求め、又は一

般財団法人の業務及び財

産の状況の調査をするこ

とができる〔一般法人

197・99 ②〕。 

 監事は、その職務を行

うため必要があるとき

は、一般財団法人の子法

人に対して事業の報告を

求め、又はその子法人の

業務及び財産の状況の調

査をすることができる

〔一般法人197・99 ③〕。 

・ 監事による理事の行為の

差止め 

 監事は、理事が一般財

団法人の目的の範囲外の

行為その他法令若しくは

定款に違反する行為を

し、又はこれらの行為を

するおそれがある場合に

おいて、当該行為によっ

て当該一般財団法人に著
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

般社団法人に著しい損害

が生ずるおそれがあると

きは、当該理事に対し、

当該行為をやめることを

請求することができる

〔一般法人103 ①〕。 

 （参考）理事は、一般

社団法人に人に著しい損

害を及ぼすおそれのある

事実があることを発見し

たときは、直ちに、当該

事実を社員（監事設置一

般社団法人にあっては、

監事）に報告しなければ

ならない〔一般法人85〕。 

・ 法人と理事の間の訴えに

おける代表権 

 監事設置一般社団法人

が理事（理事であったも

のを含む。）に対し、又

は理事が監事設置一般社

団法人に対して訴えを提

起する場合には、当該訴

えについては、監事が監

事設置一般社団法人を代

表 する 〔 一 般 法人 104 

①〕。 

・ 理事の責任の一部免除に

おける監事の同意 

 監事設置一般社団法人

においては、理事は〔一

しい損害が生ずるおそれ

があるときは、当該理事

に対し、当該行為をやめ

ることを請求することが

できる〔一般法人197・103 

①〕。 

 （参考）理事は、一般

財団法人に人に著しい損

害を及ぼすおそれのある

事実があることを発見し

たときは、直ちに、当該

事実を監事に報告しなけ

ればならない〔一般法人

197・85〕。 

 

・ 法人と理事の間の訴えに

おける代表権 

 一般財団法人が理事

（理事であったものを含

む。）に対し、又は理事

が一般財団法人に対して

訴えを提起する場合に

は、当該訴えについては、

監事が一般財団法人を代

表する〔一般法人197・104 

①〕。 

 

・ 理事の責任の一部免除に

おける監事の同意 

 一般財団法人において

は、理事は〔一般法人111 

般社団法人に著しい損害

が生ずるおそれがあると

きは、当該理事に対し、

当該行為をやめることを

請求することができる

〔一般法人103 ①〕。 

 （参考）理事は、一般

社団法人に人に著しい損

害を及ぼすおそれのある

事実があることを発見し

たときは、直ちに、当該

事実を社員（監事設置一

般社団法人にあっては、

監事）に報告しなければ

ならない〔一般法人85〕。 

・ 法人と理事の間の訴えに

おける代表権 

 監事設置一般社団法人

が理事（理事であったも

のを含む。）に対し、又

は理事が監事設置一般社

団法人に対して訴えを提

起する場合には、当該訴

えについては、監事が監

事設置一般社団法人を代

表 する 〔 一 般 法人 104 

①〕。 

・ 理事の責任の一部免除に

おける監事の同意 

 監事設置一般社団法人

においては、理事は〔一

しい損害が生ずるおそれ

があるときは、当該理事

に対し、当該行為をやめ

ることを請求することが

できる〔一般法人197・103 

①〕。 

 （参考）理事は、一般

財団法人に人に著しい損

害を及ぼすおそれのある

事実があることを発見し

たときは、直ちに、当該

事実を監事に報告しなけ

ればならない〔一般法人

197・85〕。 

 

・ 法人と理事の間の訴えに

おける代表権 

 一般財団法人が理事

（理事であったものを含

む。）に対し、又は理事

が一般財団法人に対して

訴えを提起する場合に

は、当該訴えについては、

監事が一般財団法人を代

表する〔一般法人197・104 

①〕。 

 

・ 理事の責任の一部免除に

おける監事の同意 

 一般財団法人において

は、理事は〔一般法人111 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

般法人111 ①〕の理事の

責任の免除に関する議案

を社員総会に提出するに

は、監事（監事が2人以上

ある場合にあっては、各

監事）の同意を得なけれ

ばならない〔一般法人113 

③〕。 

・ 理事会への報告義務 

 監事は、理事が不正の

行為をし、若しくは当該

行為をするおそれがある

と認めるとき、又は法令

もしくは定款に違反する

事実若しくは著しく不当

な事実があると認めると

きは、遅滞なく、その旨

を理事（理事会設置一般

社団法人にあっては、理

事会）に報告しなければ

ならない〔一般法人100〕。 

・ 理事会への出席義務 

 監事は、理事会に出席

し、必要があると認める

ときは、意見を述べなけ

ればならない〔一般法人

101 ①〕。 

 監事は、〔一般法人101 

①〕に規定する場合にお

いて、必要があると認め

るときは、理事に対し、

①〕の理事の責任の免除

に関する議案を評議員会

に提出するには、監事（監

事が2人以上ある場合に

あっては、各監事）の同

意を得なければならない

〔一般法人198・113 ③〕。 

 

・ 理事会への報告義務 

 監事は、理事が不正の

行為をし、若しくは当該

行為をするおそれがある

と認めるとき、又は法令

もしくは定款に違反する

事実若しくは著しく不当

な事実があると認めると

きは、遅滞なく、その旨

を事事会に報告しなけれ

ばならない〔一般法人

197・100〕。 

 

・ 理事会への出席義務 

 監事は、理事会に出席

し、必要があると認める

ときは、意見を述べなけ

ればならない〔一般法人

197・101 ①〕。 

 監事は、〔一般法人101 

①〕に規定する場合にお

いて、必要があると認め

るときは、理事に対し、

般法人111 ①〕の理事の

責任の免除に関する議案

を社員総会に提出するに

は、監事（監事が2人以上

ある場合にあっては、各

監事）の同意を得なけれ

ばならない〔一般法人113 

③〕。 

・ 理事会への報告義務 

 監事は、理事が不正の

行為をし、若しくは当該

行為をするおそれがある

と認めるとき、又は法令

もしくは定款に違反する

事実若しくは著しく不当

な事実があると認めると

きは、遅滞なく、その旨

を理事（理事会設置一般

社団法人にあっては、理

事会）に報告しなければ

ならない〔一般法人100〕。 

・ 理事会への出席義務 

 監事は、理事会に出席

し、必要があると認める

ときは、意見を述べなけ

ればならない〔一般法人

101 ①〕。 

 監事は、〔一般法人101 

①〕に規定する場合にお

いて、必要があると認め

るときは、理事に対し、

①〕の理事の責任の免除

に関する議案を評議員会

に提出するには、監事（監

事が2人以上ある場合に

あっては、各監事）の同

意を得なければならない

〔一般法人198・113 ③〕。 

 

・ 理事会への報告義務 

 監事は、理事が不正の

行為をし、若しくは当該

行為をするおそれがある

と認めるとき、又は法令

もしくは定款に違反する

事実若しくは著しく不当

な事実があると認めると

きは、遅滞なく、その旨

を事事会に報告しなけれ

ばならない〔一般法人

197・100〕。 

 

・ 理事会への出席義務 

 監事は、理事会に出席

し、必要があると認める

ときは、意見を述べなけ

ればならない〔一般法人

197・101 ①〕。 

 監事は、〔一般法人101 

①〕に規定する場合にお

いて、必要があると認め

るときは、理事に対し、
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事会の招集を請求する

ことができる〔一般法人

101 ②〕。 

 〔一般法人101 ②〕の

規定による請求があった

日から5日以内に、その請

求があった日から2週間

以内の日を理事会の日と

する理事会の招集の通知

が発せられない場合は、

その請求をした監事は、

理事会を招集することが

で きる 〔 一 般 法人 101 

③〕。 

・ 社員総会における報告義

務 

 監事は、理事が社員総

会に提出しようとする議

案、書類その他法務省令

で定めるものを調査しな

ければならない。この場

合において、法令若しく

は定款に違反し、又は著

しく不当な事項があると

認めるときは、その調査

の結果を社員総会に報告

しなければならない〔一

般法人102〕。 

・ 社員総会における説明義

務 

 監事は、社員総会にお

理事会の招集を請求する

ことができる〔一般法人

197・101 ②〕。 

 〔一般法人101 ②〕の

規定による請求があった

日から5日以内に、その請

求があった日から2週間

以内の日を理事会の日と

する理事会の招集の通知

が発せられない場合は、

その請求をした監事は、

理事会を招集することが

できる〔一般法人197・101 

③〕。 

・ 評議員会における報告義

務 

 監事は、理事が評議員

会に提出しようとする議

案、書類その他法務省令

で定めるものを調査しな

ければならない。この場

合において、法令若しく

は定款に違反し、又は著

しく不当な事項があると

認めるときは、その調査

の結果を評議員会に報告

しなければならない〔一

般法人197・102〕。 

・ 評議員会における説明義

務 

 監事は、評議員会にお

理事会の招集を請求する

ことができる〔一般法人

101 ②〕。 

 〔一般法人101 ②〕の

規定による請求があった

日から5日以内に、その請

求があった日から2週間

以内の日を理事会の日と

する理事会の招集の通知

が発せられない場合は、

その請求をした監事は、

理事会を招集することが

で きる 〔 一 般 法人 101 

③〕。 

・ 社員総会における報告義

務 

 監事は、理事が社員総

会に提出しようとする議

案、書類その他法務省令

で定めるものを調査しな

ければならない。この場

合において、法令若しく

は定款に違反し、又は著

しく不当な事項があると

認めるときは、その調査

の結果を社員総会に報告

しなければならない〔一

般法人102〕。 

・ 社員総会における説明義

務 

 監事は、社員総会にお

理事会の招集を請求する

ことができる〔一般法人

197・101 ②〕。 

 〔一般法人101 ②〕の

規定による請求があった

日から5日以内に、その請

求があった日から2週間

以内の日を理事会の日と

する理事会の招集の通知

が発せられない場合は、

その請求をした監事は、

理事会を招集することが

できる〔一般法人197・101 

③〕。 

・ 評議員会における報告義

務 

 監事は、理事が評議員

会に提出しようとする議

案、書類その他法務省令

で定めるものを調査しな

ければならない。この場

合において、法令若しく

は定款に違反し、又は著

しく不当な事項があると

認めるときは、その調査

の結果を評議員会に報告

しなければならない〔一

般法人197・102〕。 

・ 評議員会における説明義

務 

 監事は、評議員会にお
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※〔指導監督基準4 ② の運

用指針(2)〕 

 監事は法律上任意にお

けることとされている

が、法人の業務、財産の

運用、会計処理等の監査

を行うことにより、法人

の業務の適正化を図るた

めに重要な「機関である

ことから、必ず置くよう

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※〔指導監督基準4 ② の運

用指針(2)〕 

 監事は法律上任意にお

けることとされている

が、法人の業務、財産の

運用、会計処理等の監査

を行うことにより、法人

の業務の適正化を図るた

めに重要な「機関である

ことから、必ず置くよう

いて、社員から特定の事

項について説明を求めら

れた場合には、当該事項

について必要な説明をし

なければならない〔一般

法人53本文〕。 

・ 監事に対する報告 

 監事は、その職務を行

うため必要があるとき

は、会計監査人に対し、

その監査に関する報告を

求めることができる〔一

般法人108 ②〕。 

・ 一般社団法人に対する損

害賠償責任 

 監事は、その任務を怠

ったときは、一般社団法

人に対し、これによって

生じた損害を賠償する責

任を負う〔一般法人111 

①〕。 

いて、評議員から特定の

事項について説明を求め

られた場合には、当該事

項について必要な説明を

しなければならない〔一

般法人190本文〕。 

・ 監事に対する報告 

 監事は、その職務を行

うため必要があるとき

は、会計監査人に対し、

その監査に関する報告を

求めることができる〔一

般法人197・108 ②〕。 

・ 一般財人に対する損害賠

償責任 

 監事は、その任務を怠

ったときは、一般財団法

人に対し、これによって

生じた損害を賠償する責

任を負う〔一般法人198・

111 ①〕。 

いて、社員から特定の事

項について説明を求めら

れた場合には、当該事項

について必要な説明をし

なければならない〔一般

法人53本文〕。 

・ 監事に対する報告 

 監事は、その職務を行

うため必要があるとき

は、会計監査人に対し、

その監査に関する報告を

求めることができる〔一

般法人108 ②〕。 

・ 一般社団法人に対する損

害賠償責任 

 監事は、その任務を怠

ったときは、一般社団法

人に対し、これによって

生じた損害を賠償する責

任を負う〔一般法人111 

①〕。 

いて、評議員から特定の

事項について説明を求め

られた場合には、当該事

項について必要な説明を

しなければならない〔一

般法人190本文〕。 

・ 監事に対する報告 

 監事は、その職務を行

うため必要があるとき

は、会計監査人に対し、

その監査に関する報告を

求めることができる〔一

般法人197・108 ②〕。 

・ 一般財人に対する損害賠

償責任 

 監事は、その任務を怠

ったときは、一般財団法

人に対し、これによって

生じた損害を賠償する責

任を負う〔一般法人198・

111 ①〕。 
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名称 

特例民法法人 

一般社団法人 一般財団法人 公益社団法人 公益財団法人 

特例社団法人 特例財団法人 

にすべきである。 

 この場合、監事は、客

観的な立場で、法人の業

務執行状況等の状況を監

査する必要があるため、

理事を兼ねることは許さ

れず、また、原則として

総会、評議員会等の第三

者的な機関で選任される

ことを要する（「原則と

して」の例外として、特

例財団法人において、公

正な第三者の承認を得る

等、監事選任の公正さが

他の方法により確保され

ている場合等が考えられ

る。）。 

 また、理事の場合と同

様の理由から、任期は原

則として2年を基準とし、

その報酬及び退職金等

は、当該法人の資産及び

収支の状況並びに民間の

給与水準と比べて不当に

高額なものであってはな

らないものとする必要が

ある。 

にすべきである。 

 この場合、監事は、客

観的な立場で、法人の業

務執行状況等の状況を監

査する必要があるため、

理事を兼ねることは許さ

れず、また、原則として

総会、評議員会等の第三

者的な機関で選任される

ことを要する（「原則と

して」の例外として、特

例財団法人において、公

正な第三者の承認を得る

等、監事選任の公正さが

他の方法により確保され

ている場合等が考えられ

る。）。 

 また、理事の場合と同

様の理由から、任期は原

則として2年を基準とし、

その報酬及び退職金等

は、当該法人の資産及び

収支の状況並びに民間の

給与水準と比べて不当に

高額なものであってはな

らないものとする必要が

ある。 

注1～4：本表にあるように、一般社団法人においては社員に「剰余金又は残余財産の分配を受ける権利」を与える旨の定款の定め、一般財団法人においては評議員に「剰余金又は残

余財産の分配を受ける権利」を与える旨の定款の定めは、その効力を有しない〔一般法人11 ②・153 ③ 二〕。しかし、定款に清算時の残余財産の帰属先を謳わない場合は、社運

総会又は評議員会の決議によって剰余金の分配を認める可能性が残っている。ただし、一般社団法人又は一般財産法人が、公益認定の申請をする場合は、「清算をする場合におい

て残余財産を類似の事業を目的とする他の公益法人若しくは〔公益法人5 十七〕イからトまでに掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に帰属させる旨を定款で定めているもので
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あること〔公益法人5 十八〕」。 

  上記〔公益法人5 十七〕イからトまでに掲げる法人とは、次の通りである。 

イ 私立学校法（昭和24年法律第270号）第3条に規定する学校法人〔公益法人5 十七のイ〕 

ロ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第22条に規定する社会福祉法人〔公益法人5 十七のロ〕 

ハ 更生保護事業法（平成7年法律第86号）第2条第6項に規定する更生保護法人〔公益法人5 十七のハ〕 

ニ 独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第2条第1項に規定する独立行政法人〔公益法人5 十七のニ〕 

ホ 国立大学法人法（平成15年法律第112号）第2条第1項に規定する国立大学法人又は同条第3項に規定する大学共同利用機関法人〔公益法人5 十七のホ〕 

ヘ 地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第2条第1項に規定する地方独立行政法人〔公益法人5 十七のへ〕 

ト その他イからヘまでに掲げる法人に準ずるものとして政令で定める法人〔公益法人5 十七のト〕 

 

※一般社団法人及び一般財団法人に関する法律における「残余財産の帰属」に関する規定は次のとおりである。 

 残余財産の帰属は、定款で定めるところによる〔一般法人239 ①〕。前項〔一般法人239 ①〕の規定により残余財産の帰属が定まらないときは、その帰属は、清算法人の社員

総会又は評議員会の決議によって定める〔一般法人239 ②〕。前二項〔一般法人239 ①・239 ②〕の規定により帰属が定まらない残余財産は、国庫に帰属する〔一般法人 239 ③〕。 

※なお、旧民法〔旧民72〕における「残余財産の帰属」に関する規定は次のとおりである。清算に関する経過措置として、「特例民法法人の清算については、なお従前の例による

〔一般法人整備法65 ①〕」。 

 解散した法人の財産は、定款又は寄附行為で指定した者に帰属する〔旧民72 ①〕。定款又は寄附行為で権利の帰属すべき者を指定せず、又はその者を指定する方法を定めな

かったときは、理事は、主務官庁の許可を得て、その法人の目的に類する目的のために、その財産を処分することができる。ただし、社団法人にあっては、総会の決議を経なけ

ればならない〔旧民72 ②〕。前二項〔旧民72 ①・72 ②〕の規定により処分されない財産は、国庫に帰属する〔旧民72 ③〕。 

 

【参考文献】 

内田貴『民法Ⅰ 第4版 総則・物権総論』東京大学出版会、2008年。 

全国公益法人協会『平成23年版 新公益法人制度小六法〔資料編〕』2011年。 

内閣府編『平成23年度特例民法法人白書（旧公益法人白書）』2011年11月。平成9年版から平成20年版までは総務省『公益法人に関する年次報告（公益法人白書）』。 

中村雅浩編著『公益認定を受けるための新公益法人の定款作成と運営の実務』TKC出版、2008年。 

我妻榮・有泉亨・川井健『民法1 総則・物権法 第三版』勁草書房、2008年。 
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表 3 公益法人等の税制度 

名称 
特例社団法人・特例財団法人 

一般社団法人・一般財団法人（右記の「非

営利型法人」を除く）（注1） 

一般社団法人・一般財団法人のうち、法

人税法上の「非営利型法人」（注2）の要

件を満たす法人 

公益社団法人・公益財団法人 

課税所

得の範

囲 

法人税法上の収益事業（34事業）（注3）

から生じた所得についてのみ法人課税 

全ての所得に対して課税 

（法人税法上、普通法人の扱い） 

法人税法上の収益事業（34事業）（注3）

から生じた所得についてのみ法人課税 

法人税法上の収益事業（34事業）（注3）から

生じた所得についてのみ法人課税（公益認定

を受けた「公益目的事業」は非課税） 

法人税

率 

19％の軽減税率（年所得800万円以下の部

分は法人税率15％。平成24年4月1日から

平成27年3月31日までの間に開始する各

事業年度に適用。） 

25.5％（年所得800万円以下の部分は法人税率15.5％。平成24年4月1日から平成27年3月31日までの間に開始する各事業年度に適用。） 

寄付金

税制の

優遇 

特例民法法人のうち、主務大臣の認定を

受けた特定公益増進法人（注4）に対する

寄付金であれば、寄付金控除等の優遇措

置の対象 

なし なし 

公益社団法人・公益財団法人は全て特定公益

増進法人（注4）となり、寄付金控除等の遇税

措置の対象 

みなし

寄付金 

適用あり。収益事業から生じた利益のう

ち、非収益事業のために支出した金額を

その収益事業に係る寄付金とみなす。 

適用なし 適用なし 

適用あり。収益事業によって生じた利益を非

収益事業（公益目的事業）に支出することに

より、その金額を収益事業に係る寄付金とみ

なす。 

(損金

算入限

度額) 

収益事業所得の20％ 

  次のいずれか多い金額 

1. 事業年度の所得の金額の100分の50に相当

する金額 

2. 公益目的事業の実施のために必要な金額 

利子等

に係る

源泉所

得税 

非課税 課税 課税 非課税 

注 1 法人税法上、一般社団法人及び一般財団法人は、「非営利型法人」(注 2 参照) と「非営利型法人以外の法人」の 2 つに区分される。非営利型法人に区分されない一般社団法人

及び一般財団法人は、課税上、普通法人と同じ扱いを受けるが、非営利型法人に区分された一般社団法人及び一般財団法人は、優遇税制の対象となる（公益社団法人及び公益財

団法人が享受する優遇税制と同じく、公益目的事業による所得は非課税となり、収益目的事業による所得のみ課税対象となる）。一般社団法人及び一般財団法人が、非営利型法

人の要件を満たしているかどうかは、行政機関から認定を受けるのではなく、その法人が自ら判断して税務申告する。 
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注 2 非営利型法人とは、一般社団法人又は一般財団法人のうち、次の（イ）又は（ロ）に規定される一定の要件に該当する法人をいう〔法人税法第 2 条第 9 号の二 イ、ロ〕。 

(イ) 事業により利益を得ること又はその得た利益を分配することを目的としない法人であってその事業を運営するための組織が適正であるものと政令で定めるもの。 

→非営利性が徹底された法人 

(ロ) 会員から受け入れる会費により当該会員に共通する利益を図るための事業を行う法人であつてその事業を運営するための組織が適正であるものとして政令で定めるもの。 

→共益的活動を目的とする法人 

【具体的要件】 

(イ)「非営利性が徹底された法人」の要件（法人税法第 2 条第 9 号の二 イ、法人税法施行令第 3 条第 1 項） 

一 定款に剰余金の分配を行わない旨の定めがあること。 

二 定款に解散したときはその残余財産が国もしくは地方公共団体又は次に掲げる法人に帰属する旨の定めがあること。 

イ 公益社団法人又は公益財団法人 

ロ 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成 18 年法律第 49 号）第 5 条第 17 号イからトまで（公益認定の基準）に掲げる法人 

三 前2号の定款の定めに反する行為（前2号及び次号の要件のすべてに該当していた期間において、剰余金の分配又は残余財産の分配もしくは引渡し以外の方法により特定の

個人又は団体に特別の利益を与えることを含む。）を行うことを決定し、又は行つたことがないこと。 

四 各理事について、当該理事及び当該理事の配偶者又は三親等以内の親族その他の当該理事と財務省令で定める特殊の関係のある者である理事の合計数の理事の総数のうち

に占める割合が、3分の1以下であること。 

(ロ)「共益的活動を目的とする法人」の要件（法人税法第 2 条第 9 号の二 ロ、法人税法施行令第 3 条第 2 項） 

一 会員の相互の支援、交流、連絡その他の当該会員に共通する利益を図る活動を行うことをその主たる目的としていること。 

二 定款に、その会員が会費として負担すべき金銭の額の定め又は当該金銭の額を社員総会若しくは評議員会の決議により定める旨の定めがあること。 

三 主たる事業として収益事業を行つていないこと。 

四 定款に特定の個人又は団体に剰余金の分配を受ける権利を与える旨の定めがないこと。 

五 定款に解散したときはその残余財産が特定の個人又は団体に帰属する旨の定めがないこと。 

六 前各号及び次号に掲げる要件のすべてに該当していた期間において、特定の個人又は団体に剰余金の分配その他の方法（合併による資産の移転を含む。）により特別の利

益を与えることを決定し、又は与えたことがないこと。 

七 各理事について、当該理事及び当該理事の配偶者又は3親等以内の親族その他の当該理事と財務省令で定める特殊の関係のある者である理事の合計数の理事の総数のうち

に占める割合が、3分の1以下であること。 

注3 法人税法上の収益事業（34事業）は次のとおりである。 

  法人税法第 2 条第 13 号（収益事業の意義）に規定する政令で定める事業は、次に掲げる事業（その性質上その事業に付随して行われる行為を含む。）とする（法人税法施行令

第 5 条第 1 項（収益事業の範囲））。 

一 物品販売業（動植物その他通常物品といわないものの販売業を含む。） 

二 不動産販売業 

三 金銭貸付業 

四 物品貸付業（動植物その他通常物品といわないものの貸付業を含む。） 

五 不動産貸付業 
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六 製造業（電気又はガスの供給業、熱供給業及び物品の加工修理業を含むものとし、独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構が独立行政法人農業・食品産業技術総合研

究機構法（平成 11 年法律第 192 号）第 14 条第 1 項第 3 号及び第 4 号（業務の範囲）に掲げる業務として行うものを除く。） 

七 通信業（放送業を含む。） 

八 運送業（運送取扱業を含む。） 

九 倉庫業（寄託を受けた物品を保管する業を含むものとし、第 31 号の事業に該当するものを除く。） 

十 請負業（事務処理の委託を受ける業を含む。） 

十一 印刷業 

十二 出版業（特定の資格を有する者を会員とする法人がその会報その他これに準ずる出版物を主として会員に配布するために行うもの及び学術、慈善その他公益を目的とする

法人がその目的を達成するため会報を専らその会員に配布するために行うものを除く。） 

十三 写真業 

十四 席貸業（不特定又は多数の者の娯楽、遊興又は慰安の用に供するための席貸業等） 

十五 旅館業 

十六 料理店業その他の飲食店業 

十七 周旋業 

十八 代理業 

十九 仲立業 

二十 問屋業 

二十一 鉱業 

二十二 土石採取業 

二十三 浴場業 

二十四 理容業 

二十五 美容業 

二十六 興行業 

二十七 遊技所業 

二十八 遊覧所業 

二十九 医療保健業（財務省令で定める血液事業を含む。） 

三十 洋裁、和裁、着物着付け、編物、手芸、料理、理容、美容、茶道、生花、演劇、演芸、舞踊、舞踏、音楽、絵画、書道、写真、工芸、デザイン（レタリングを含む。）、

自動車操縦若しくは小型船舶（船舶職員及び小型船舶操縦者法 （昭和 26 年法律第 149 号）第 2 条第 4 項（定義）に規定する小型船舶をいう。）の操縦（「技芸」という。）

の教授（通信教育による技芸の教授及び技芸に関する免許の付与その他これに類する行為を含む。） 

三十一 駐車場業 

三十二 信用保証業 

三十三 その有する工業所有権その他の技術に関する権利又は著作権（出版権及び著作隣接権その他これに準ずるものを含む。）の譲渡又は提供（「無体財産権の提供等」とい

う。） 
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三十四 労働者派遣業（自己の雇用する者その他の者を、他の者の指揮命令を受けて、当該他の者のために当該他の者の行う事業に従事させる事業をいう。） 

注 4 特定公益増進法人とは、公共法人、公益法人等（一般社団法人及び一般財団法人を除く）その他特別の法律により設立された法人のうち、教育又は科学の振興、文化の向上、

社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与する法人をいう。（法人税法第 37 条 4、法人税法施行令第 77 条） 
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国税庁『新たな公益法人関係税制の手引き』平成 23 年 11 月。 

財務省ホームページ、http://www.mof.go.jp/、「非営利法人に対する課税の取扱い」（「トップページ」→「税制」→「我が国の税制の概要」→「法人税など（法人課税）」→「非営
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付記：本研究は科学研究費補助金若手研究 B（課題番号 22730366）の助成による研究成果の一部である。 
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